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政 策 企 画 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1都 市外交の推進

'、

総務局、生活文化 スポー ツ局 、環境 局、福祉

保健局、東京消 防庁 に計上 され てい る事業 を

、含む。.

在京大使館等 との連携強化

(新)

国際戦田各の推進

危機 管理ネ ッ トワー ク

アジア感染症対策 プ ロジェ ク ト 等

2長 期計画 の企画 ・立案

東京ベイeSGプ ロジェク ト 等

3特 区の推進

国家戦略特 区区域会議等 の運 営

外国企業発掘 ・誘致事業

東京開業 ワンス トップセ ンター事 業

ビジネ スコンシェル ジュ東京事 業

エ コシステ ムの形成促進

金融系外 国企業重 点分野支援補助金

(新)

都 内新興 フィンテ ック企業 に対す るイ ノベー シ

ョン支援事業

(新)

新規 グローバルイベ ン トの開催 等

百 万 円

1,489

503

2,413

百 万 円

1,267

151

1,673

百万円

222

352

740

政 策 企 画 局 一1

-1一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

4「 国際金融都市 ・東京」 の実現

(新)

ソー シャルイ ンパ ク ト投資 ファン ド(仮 称)

(新)

金融機 関 と連携 したサステナ ビ リテ ィ経営促進

事業

(新)

企業の英文情報 開示支援

(新)

若者 向け金融セ ミナ ー

東京金融賞 の実施 等

5都 政広報

都 政の情報や東京 の魅力等 を様 々な媒体 を活 用

して発信す る とともに、国内外 に向 けた戦略的

な広報展 開を推進す る。

テ レビ ・ラジオ ・SNS等 に よる都 政広報

(新)

海外 向け都政 プ ロモー シ ョン 等

6政 策の立案 ・調査

〔産業労働局 に計上 され てい る事 業を含 む。〕

(新)

企業誘致や英語力 の向上 に向けた施策 の展開

(新)

デ ジタル コンテ ンツを活用 した東京 の魅 力発信

(新)

歴史 ・文化 を軸 に した東京 の魅力発信 等

百 万 円

1,736

3,929

693

百 万 円

1,939

3,393

146

百万円

△203

536

547

政 策 企 画 局 一2

-2一



子供政策連携室

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1子 供政策 の連携推進

子供の笑顔 が溢れ る東京 の実現 に向 け、全庁的

な連携 を図 り、子供政策 を総合 的に推進 す る。

こ どもスマイル ムーブメ ン ト

東京都 こどもホー ムペ ージ

こ ども未来会議 等

百万円

430

百万円

379

百万円

51

子 供 政 策 連 携 室

一3一



総 務 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1都 庁舎警備のデジタル化

警備 ロボット等の活用

都庁舎人庁手続の電子化

先端技術活用による警備強化 等

2人 材育成 ・能力開発の充実

国際競争力強化プロジェク ト

東京都版LMSの 運用 等

3人 権施策の推進

「東京都人権施策推進指針」等に基づき、啓発

などの人権施策を総合的に推進

(新)

東京都同性パー トナーシップ制度(仮 称)の

導入 等

4犯 罪被害者等支援

犯罪被害者等の多様なニーズに応 えるための取

組を総合的に推進

犯罪被害者参加制度にかかる弁護士費用助成

転居費用助成

見舞金給付

法律相談費用助成

多摩地域における窓口相談の実施

(新)

性犯罪 ・性暴力被害者支援 コーディネーター

による支援 等

百 万 円

99

963

736

164

百 万 円

91

721

824

158

百万円

8

242

△88

6

総 務 局 一1

-4一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

5被 災地支援 ・復興の発信

東 日本大震災の記憶を風化 させずに後世に引き

継いでい くとともに、復興に向け懸命に取 り組

み立ち直っていく被災地の姿を発信

6区 市町村の振興

(1)市 町村総合交付金

市町村に対する総合的な財政支援 を行い、

市町村行財政基盤の安定 ・強化及び多摩島

しょ地域の一層の振興を図る。

(2)区 市町村振興基金繰出

区市町村の公共施設整備等に対する貸付 を

行 う基金への繰出

基金貸付規模360億 円

(3)特 別区都市計画交付金

特別区の都市計画事業に対す る補助

(4)(公 財)東 京都島しょ振興公社助成

補助金809百 万円

貸付金560百 万円

(5)島 しょの 「魅力再発見」 と 「ブラン ド化」に

向けた取組

各島の魅力再発見とブラン ド化に向けた 自

発的 ・継続的取組への支援や上質な宿泊施

設の誘致 ・整備を行 う町村への支援

百 万 円

72

83,179

58,800

1,268

20,000

1,369

504

百 万 円

117

82,285

58,500

1,383

20,000

1,283

507

百万円

△45

894

300

△115

0

86

△3

総 務 局 一2

-5一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)デ ジタル技術を活用 した島しょ地域の社会課

題解決プロジェク ト

島しょ地域における社会課題の解決 に向け

デジタル技術を積極的に活用 した取組 を推

進

(新)

(7)多 摩・島 しょ地域への移住定住促進に向けた

相談窓 口の設置運営

多摩や島しょ地域への移住定住促進 に向け

相談者へ個別の相談内容に応 じた情報を提

供 しきめ細かな対応を行 う相談窓 口を設置

(新)

(8)東 京宝島 サステナブル ・アイラン ド創造事

業

島しょ地域の持続的発展や特色ある宝物の

発掘、魅力の創造につながる、町村の意欲

的な公民共創の取組を支援

(9)小 笠原航空路調査

小笠原諸島への航空路開設に向けた調査を

実施

(10)国 境離島(沖 ノ鳥島 ・南鳥島)の 維持等の取

組強化

沖ノ鳥島 ・南鳥島の維持 ・保全や利活用に

向けた研究調査を深めるとともに、国境離

島の意義に関する情報を発信

百 万 円

232

16

400

490

100

百 万 円

72

0

0

490

50

百 万 円

160

16

400

0

50

総 務 局 一3

-6一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

7防 災対策の強化

(1)感 染拡大防止に向けた普及啓発等(3年 度補

正計上)

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づ く会議運営及び感染拡大防止の取組

(2)避 難所における感染症対策物資購入支援

補助率 都1/2

(3)帰 宅困難者対策

区市町村 と協定を締結す る民間の一時滞在

施設への備蓄品購入経費の補助や 「東京都

帰宅困難者対策条例」の普及啓発等、総合

的な帰宅困難者対策を実施

帰宅困難者対策の普及啓発

(新)

大規模災害発生時の帰宅困難者民間一時

滞在施設の対応力強化支援

帰宅困難者対策オペ レーシ ョンシステム

の構築

(新)

防災 リーダー制度の創設 等

(4)初 動 ・情報連絡体制の強化

首都直下地震等対処要領に基づき、発災初

期における的確な初動対応体制 を構築

デジタル技術を活用 した初動体制の充実

強化

(新)

発災初動期における被害情報収集の高度

化 等

百 万 円

799

100

1,587

611

百 万 円

231

100

2,260

547

百万円

568

0

△673

64

総 務 局 一4

-7一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)地 域防災力の向上支援

女性防災人材等の育成など、地域で防災活

動に取 り組む 自主防災組織等の活動を支援

(6)災 害対応力の強化

大規模水害時の広域避難対策や都民の水害

リスクに対する意識を向上させ るための普

及啓発、災害による停電対応のための非常

用電源の設置支援等

(新)

東京都地域防災計画(震 災編)の 修正 ・

分析

(新)

首都直下地震等の被害想定の見える化

(新)

東京都地域防災計画のIoD化 による防

災力向上

(新)

東京都業務継続計画(都 政のBCP)の

改定

(新)

デジタルツインを活用 した水害シ ミュレ
ーション

(新)

気候変動を踏まえた大規模風水害対策の

充実 ・強化 等

百万円

157

589

百万円

157

643

百万円

O

△54

総 務 局 一5

-8一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

8防 災普及広報

都民の防災に対する関心と理解を深め、災害に

対する備えを万全 とす るため、普及啓発 を実施

「東京 くらし防災」の活用促進

「東京都防災アプリ」の充実

「東京都防災模試」の実施

防災備蓄に向けたWebサ イ トの運用 等

9東 京 リカ レソ ト(仮 称)プ ロジェク ト

リカ レソ ト教育のポータルサイ トに係 るコンテ

ンツの充実 等

10公 立大学法人の管理運営

東京都公立大学法人に対す る交付金等

ノーベル賞クラスの研究実現に向けた研究力

の向上

大学教育等のデジタライゼーシ ョン

(新)

持続可能な社会の実現に向けた調査研究機能

の強化

(新)

将来の感染症対策に資す る研究 等

百 万 円

172

90

26,581

百 万 円

201

90

24,198

百万円

△29

0

2,383

総 務 局 一6

-9一



デ ジ タル サ ー ビス 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1サ イバーセ キュ リテ ィ対策

(新)

次期都 区市町村情報セ キュ リテ ィクラウ ドのサ
ー ビス利用

(新)

ICT職 向けサイバ ーセ キ ュ リテ ィ研修 等

2構 造改革 の推進

未来型オ フィス実現 プ ロジ ェク ト

契約 ・支 出関連事務 のデ ジタル化 に向 けたBP

R及 び システ ム構築

(新)

シ ビックテ ック との協働 に係 る普及 啓発

(新)

官民共創デ ジタル プラ ッ トフォーム創 出事業

(新)

デ ジタルサー ビスの開発 ・運用 に係 る行 動指針

(行動規範 、ガイ ドライ ン)の 策 定 ・普及

情報化推進研修

(新)

デ ジタルガバ メン トの推進 に関す る先進 事例の

調査 ・分析

都 内区市町村 のデ ジタル化支援 等

3業 務プ ロセ ス改革事務

行政手続 きに係 る都 民等 のデ ジタル デバイ ド是

正

高齢者 向けスマー トフォ ン利用普及 啓発 事業

(新)

TOKYOス マ ホサポー ター(仮 称)認 証制度

等

百 万 円

1,483

3,895

754

百 万 円

1,101

1,087

700

百 万 円

382

2,808

54

デ ジ タル サ ー ビス局 一1

-10一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

4シ ステ ム評価事業

情報 システ ム関係予算 の適正化

5成 長戦略 の推進

(1)先 端事業 の推進

東京 の成長 に資す る先端 的な技術 ・サー ビ

ス の活用 ・支援

ドロー ン物流 サー ビスの社会 実装の推進

西新宿エ リアにお け る自動運 転移 動サー

ビス実現 に向けた取組

創薬系オー プンイ ノベ ーシ ョン支援 事業

キングサーモ ンプ ロジ ェク ト 等

(2)デ ー タプラ ッ トフォー ムの構 築

公共デー タや 民間デ ータな どのデー タを連

携す る 「東京デ ータプ ラッ トフォーム」の

構築 に向けた取組

東京デー タプラ ッ トフォームの構 築

デ ジタル ツイ ン実現 プ ロジェ ク ト

(新)

点群デー タ取得事業 等

百 万 円

112

2,896

673

1,433

百 万 円

61

1,357

464

493

百 万 円

51

1,539

209

940

デ ジ タル サ ー ビス局 一2

-11一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)ス マー トサー ビスの実装

分野横断 的なサー ビスの実装 に よる東京版

Society　 5.0　「スマー ト東京」 を実現

スマー ト東京先行実施 エ リア(都 心部)

の取組

(新)

スマー ト東京 の実現 に向けたスマー トサ

ー ビスの実装促進

(新)

地域 を主体 とす るスマー ト東京 の先行 事

例創 出事業 等

6情 報 システ ム管理事務

(1)オ ープ ンデー タ推進

デー タを利用 しやす い環境 を整備 し、民間

ニー ズを踏 まえたデ ータ公 開を促進

都知事杯 オー プ ンデ ー タ ・ハ ッカ ソンの

開催

(新)

オー プンデー タ整備促進事 業 等

(2)デ ジタル導入 ・活用支援

各局 のデ ジタル技術 の導入 を支援 す ると と

もに、デ ジタル ツール の局横 断的な活用 を

推進

(新)

共通基盤 として活用 可能 なツール等の選

定 ・実装

チ ャ ッ トポ ッ ト共通基盤 の拡 張及び運用

ダ ッシュボー ドの構築 ・運 用 等

百 万 円

790

1,661

353

1,308

百 万 円

400

668

140

528

百 万 円

390

993

213

780

デ ジ タル サ ー ビス局 一3

-12一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

7次 世代通信推進事業

世界最高 のモバイルイ ンターネ ッ ト網　「TOKYO

Data　Highway」 の早期構築 に向けた取組 を推進

(新)

産官学連携等 に よる5G活 用 サー ビスの実装

促進

(新)

アカデ ミア と連携 した西新宿 フ ィール ドの活

用

西新宿 スマー トシテ ィ協議会 の運 営

(新)

島 しょモバイル通信ネ ッ トワー ク環境整備 事

業

(新)

都有施設等通信ネ ッ トワー ク環境整 備事業

(新)

島 しょ医療 の5Gイ ンフ ラ整備支援 事業 等

8島 しょのイ ンターネ ッ ト環境 改善

島 しょ地域 にお いて、海底光 ファイバーケーブ

ルの維持管理等 を行 うとともに、超 高速ブ ロー

ドバ ン ドの更 なる安 定化 ・強靭化 に向 けた取組

を推進

(新)

小笠原情報通信基盤 の機 器更改 等

9電 子都庁基盤 の運用管理

電子都庁基盤 の運用管理及 びシステム基盤 での

クラ ウ ド(SaaS)活 用拡 大等を実施

百 万 円

1,500

2,383

12,963

百 万 円

848

899

11,028

百 万 円

652

1,484

1,935

デ ジ タル サ ー ビス局 一4
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主 税 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1税 務総合支援 システ ム

都 税 につい て、課税 か ら収入管理 ・滞 納整 理ま

での事務 を一貫 して処理す るシステム を運用 し

税務事務 の効率化や納税者 サー ビスの向上 を図

る。

税務総合支援 システム機 器更改

(新)

次期税務基幹 システムアプ リケーシ ョン開発

委託

等

(新)

2ス マー トフォンに最適化 され たデ ジタル サー ビス

の構築

都 税証 明書 を必要 とす る申請者 が、スマー トフ

ォンか らの申請 で手続 きが完結す るシステム を

構築す る。

(新)

3キ ャ ッシュ レス納税 の促進 に向けた調 査

納税者 のキャ ッシュ レス納付 に係 る利 用実態や

課題等 を把握す る調査 を行 い、2030年 キ ャッシ

ュ レス納税比率70%の 達成 に向け効果 的な施 策

を推進す る。

百万円

13,834

債 務 負 担

(44,965)

6

7

百 万 円

9,325

(91)

0

0

百 万 円

4,509

(44,874)

6

7

主 税 局
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生活文化スポーツ局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1文 化事業 の推進等

東京2020大 会 の レガシ一等 を踏 ま えた新 たな文

化戦略 に基づ く施策 を展 開す るとともに、アー

ツカ ウンシル等 に よる文化 の創造 ・発信 を推進

す る。

(新)

芸術文化 による共生社会 のための国際カ ンフ

ァ レンス(仮 称)

(新)

アー トウィー ク東京

(新)

大規模文化事業推進助成(仮 称)

(新)

デ ジタル アー トデ ザイ ンラボ(仮 称)

(新)

他 自治体等 との連携事業(仮 称)

サ ラダ音楽祭

TOKYOス マー ト・カル チャー ・プ ロジェ

ク ト

　　　　 Tokyo　 Arts　 Fund

芸術文化創造 ・発信事業

伝統芸能公演

東京大茶会

伝統文化体験 等

現代美術 の賞 等

2都 立文化施設 の改修

江戸東京博物館 等

百万円

3,861

5,495

債 務 負 担

(19,901)

百 万 円

2,910

1,514

(342)

百 万 円

951

3,981

(19,559)

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

3ボ ランティア活動等への参加促進

東京2020大 会開催に伴 うボランティア活動への

参加気運を一過性のものとせず、活動の維持 ・

継続 と活動参加者の裾野拡大に向けた取組 を推

進する。

東京ボランティアレガシーネ ッ トワークの運

用 等

4結 婚に向けた気運醸成等

結婚を希望 しながらも一歩を踏み出せないでい

る都民の後押 しをするため、結婚に向けた気運

を醸成する取組を推進す る。

結婚応援イベン トの開催

TOKYOふ た り結婚応援パスポー ト 等

5地 域力向上方策の展開

地域 自らの取組による課題解決を促進するため

町会 ・自治会等が実施す る取組に対 して助成す

る。

地域の底力発展事業助成

(新)

町会 ・自治会による防災対策普及啓発事業助

成

(新)

町会 ・自治会応援キャラバ ン

(新)

町会 ・自治会活動への地域交流アプ リ導入支

援事業 等

百万円

441

62

897

百万円

497

57

303

百万円

△56

5

594

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6地 域 にお ける見守 り活動へ の支援

地域が 自ら行 う見守 り活動 を促進 す るた め防犯

設備 の整備等 に対す る支援 を行 う。

地域 にお ける防犯設備整備 ・維持 管理 に対す

る補助

補助率 都1/2、 区市町村1/3

商店街 にお ける防犯設備整備 ・維 持管理 に対

す る補助

補助率 都1/3、 区市町村1/3

(新)

了供 の安全確保 に向けた防犯設備整備 に対す

る補助

補助率 都1/2

7子 供の安全確保対策 の推進

子供の危険予測 ・回避能力 を養 うとともに、地

域で子供 を見守 る気運 を醸成す る。

(新)

子供 を守 る事業者連携事業 等

8ネ ッ ト ・ケー タイヘル プデ ス クの運 営等

イ ンターネ ッ ト上 の トラブル に対す る相談 をS

NS等 によ り受 け付 け、青少年 を有害情報か ら

守 る とともに、イ ンターネ ッ ト利 用の適 正化 や

性被害等 を防止す るための講座等 を実施 し、青

少年の健全 な育成 を図 る。

ネ ッ ト ・ケー タイヘル プデ スクの運営

青少年 のイ ンターネ ッ ト利用適 正化 ・性被 害

等防止対策

百 万 円

509

12

119

百 万 円

509

5

110

百万円

0

7

9

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一3
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

9身 近な犯罪の防止対策

オ レオ レ詐欺を始めとす る特殊詐欺や女性 に対

する犯罪など、都民の身近で起 こる犯罪への対

策を行い被害拡大の防止を図るとともに、特殊

詐欺における若者の加害防止策を推進する。

実演式防犯講話

(新)

特殊詐欺被害防止に向けた体験型啓発事業

(新)

若者の 「闇バイ ト」防止に向けた広報啓発

女性に対する犯罪被害防止講習会 等

10若 者総合相談支援事業等

若者の幅広い分野にまたがる悩みな どを電話や

SNS等 によ り受け付け適切な支援機関につな

げる総合相談窓 口を運営す るとともに、若者の

自立支援に取 り組む区市町村への補助等を通 じ

て若者の社会的な自立等を支援す る。

若者総合相談センター 「若ナビα」の運営

(新)

ひ とりじゃない!若 者応援プロジェク ト 等

百万円

89

規 模

(4,000人)

198

百万円

97

(0人)

123

百万円

△8

(4,000人)

75

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

11高 齢運転者交通安全対策

高齢運転者による交通事故を抑止するため、運

転免許返納を促進する取組に加え、運転を継続

する高齢者の安全運転を確保す るための取組 を

行 う。

運転免許 自主返納普及啓発

運転免許に関する休 日家族相談会

高齢運転者交通事故防止のための普及啓発

(新)

デジタルサイネージによる普及啓発

12自 転車総合対策

自転車の安全利用を推進す るため、自転車利用

者に対する普及啓発や事業者向けの研修等を実

施する。

運転免許を返納する高齢者等に対する自転車

安全利用講習会

(新)

スマホ ・タブレッ トを活用 した体験型 自転車

安全利用教育

自転車保険加入普及促進事業

自転車安全利用TOKYOセ ミナー

自転車安全利用促進事業に対す る区市町村補

助事業

補助率 都1/2

等

百万円

68

規 模

(2回)

188

百万円

361

(2回)

127

百万円

△293

(0回)

61

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一5
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

13多 文化共生社会の実現に向けた取組

様々な機関や団体 と連携 し、東京で暮 らす外国

人を支援するなど、日本人 と外国人が共に東京

で参加 ・活躍できる多文化共生社会の実現に向

けた取組を推進する。

多言語相談(支 援)事 業

地域 日本語教育推進事業

「や さしい 日本語」普及 ・活用促進事業 等

14っ なが り創生財団助成

多文化共生や共助社会を目指 し、コミュニティ

の活性化を支援する財団の管理運営費を助成

15男 女平等参画施策の推進

女性の活躍推進に向けた気運の醸成やライフ ・

ワーク ・バランスの普及啓発に取 り組むほか、

配偶者暴力対策等を推進す る。

(新)

男女平等参画推進に向けた意識改革

LINEを 活用 したDV相 談 等

16消 費者教育等の推進

消費者教育を実施するとともに、自身の消費行

動により社会や環境を変える意識を高め、持続

可能な社会形成に資す る消費行動を促進する。

エシカル消費の普及啓発 等

百 万 円

345

176

1,292

267

百 万 円

285

182

1,291

267

百万円

60

△6

1

0

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一6
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

17公 衆浴場対策

(1)健 康増進型公衆浴場改築支援事業

改築補助

補助限度額7,500万 円

改修補助

補助限度額2,000万 円

(2)公 衆浴場クリーンエネルギー化等推進事業

ガス化等ク リーンエネルギーを使用 した設

備への転換に対す る補助 等

補助限度額400万 円 等

(3)公 衆浴場耐震化促進支援事業

ア 応急的修繕

補助限度額400万 円

イ 計画的修繕

補助限度額660万 円

(4)公 衆浴場利用促進事業

公衆浴場の利用促進への支援

(5)確 保浴場対策等

百万円

664

185

120

120

107

13

82

157

債 務 負 担

(130)

百 万 円

667

185

120

120

107

13

82

160

(130)

百万円

△3

0

0

0

0

0

0

△3

(0)

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一7
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

18パ ラスポー ツの振興

パ ラス ポー ツの振興 に向けた環境 ・基盤 を整備

す る。

(新)

東京2020パ ラ リン ピック1周 年記念 事業(仮

称)

(新)

TOKYOユ ニバ ーサル ウォーキ ング普及 事

業

(新)

パ ラス ポー ツ リモ ー ト参加事 業

都立特別支援学校活用促進事 業

パ ラス ポー ツ団体体制 強化支援 事業

パ ラス ポー ツ国際大会 の開催促進

東京パ ラアス リー ト強化事業 等

19ス ポー ツの振興

(1)地 域 ・生涯 スポー ツの支援

地域 スポー ツクラブ設 立活性化 事業

(新)

区市町村 スポー ツ実施促進補助 事業 等

(2)ス ポー ツムー ブメン トの創 出

ス ポー ツイベ ン ト等 の開催

(新)

子供 の外遊び運動等促進事 業

(新)

だれ でもフィ ッ トネ ス推進事 業

国際大会 の誘致 ・開催支援 等

百 万 円

1,911

5,189

985

582

百 万 円

1,406

2,070

746

437

百 万 円

505

3,119

239

145

生 活 文 化 ス ポー ツ局 一8
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)競 技力 向上施策 の推進

競技力 向上事業

ジュニア育成地域推進事 業

テ クニカル サポー ト事業 等

(4)大 会 の レガシー を継承す る取組

東京2020大 会 の成功 を レガシー として継

承す る取組 を実施

(新)

東京2020大 会1周 年記念 事業(仮 称)

(新)

スポー ツを通 じた被 災地交流事業

自転車 のイベ ン ト実施及 び大会等開催

に向けた計画策 定 等

20競 技施設等 の整備運営

東京ア クアテ ィクスセ ンター

海 の森水上競技場

東京都パ ラスポー ツ トレーニ ングセ ンター(仮

称)

有明アーバ ンスポー ツパ ー ク(仮 称)等

21東 京マ ラ ソン等 の開催

東京マ ラ ソン開催 に係 る補助金 等

百 万 円

918

2,704

9,549

債 務 負 担

(1,545)

291

百 万 円

794

93

5,457

(6,232)

362

百 万 円

124

2,611

4,092

(△4,687)

△71

生 活 文 化 ス ポー ツ局 一9
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

22私 立学校教育助成

(1)経 常費補助

ア 私立高等学校

標準的運営費

補助率50%

イ 私立中学校

標準的運営費

補助率50%

ウ 私立小学校

標準的運営費

補助率50%

工 私立幼稚園

標準的運営費

補助率50%

百 万 円

119,613

67,071

27,725

7,305

17,512

百 万 円

118,967

66,790

27,000

7,138

18,039

百万円

646

281

725

167

△527

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一10
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)私 立特別支援学校等経 常費補助

単価(生 徒等一人 当た り年額)

特別支援学校(高 等部)1,571,000円

特別支援学校(高 等部 以

外)1,557,000円

特別支援学級577,445円

幼稚 園784,000円

(3)私 立通信制高等学校経 常費補助

単価(生 徒一人 当た り年額)43,100円

(4)私 立幼稚 園教育振興事業費補助

単位費用 経 常費補助 の1/4

(5)私 立幼稚 園特別支援教育事業 費補助

単価(園 児一人 当た り年額)784,000円

百万円

2,328

114

803

規 模

(130園)

492

規 模

(628人)

百万円

2,360

114

863

(135園)

520

(663人)

百万円

△32

0

△60

(△5園)

△28

(△35人)

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一11
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)私 立幼稚園等施設等利用費負担金

幼児教育の無償化に伴い、子 ども ・子育て

支援新制度の対象 とならない私立幼稚園等

利用者への給付を実施

上限額(年 額)

園児一人当た り77,100円

預か り保育利用者への加算33,goo円

(7)私 立幼稚園等施設型給付費負担金

子 ども ・子育て支援新制度に基づく施設型

給付費負担金

(8)私 立幼稚園等教育体制支援事業費補助(仮 称)

(3年 度補正計上)

幼稚園教諭等を対象に処遇改善に取 り組む

私立幼稚園等に対 して、必要な経費の一部

を補助

(9)私 立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助

加算上限額(園 児一人当た り年額)

生活保護74,400円

住民税非課税等38,400円

年収270万 円超21,600円

百 万 円

8,264

6,965

496

3,576

百 万 円

8,678

6,310

0

3,756

百万円

△414

655

496

△180

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一12
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(10)私 立幼稚 園預 か り保育推進補助

補助対象

早朝保育

延長保育

夏 ・冬 ・春休 み期 間中の保 育

(11)私 立幼稚 園等一 時預 か り事業 費補助

「一時預 か り事業(幼 稚 園型)」 の実施 に

要す る経費 に対 して補助 を行 う。 また、子

育て安心 プランに基づ き、2歳 児 を定期 的

に預 かるための経費 につ いて補助 を行 う。

補助率1/3

教育時 間を含 め9時 間以 上、週5日 、年 間

200日 以上、預か り保育 を実施す る幼稚 園

へ の補助

補助率10/10

補助単価500円

小規模保育施設等連携加算

(1施 設 当た り年額)4,000,000円

教育時 間を含 め11時 間以 上、週5日 、年 間

240日 以上、預か り保育 を実施す る幼稚 園

へ の補助

補助率10/10

補助単価1,000円

預か り保育 の事務 を担 当す る職員 を配置す

る幼稚 園へ の補助

補助率10/10

(1施 設 当た り年額)1,383,200円

4時 間以上 、週3日 以 上、2歳 児 の受入 れ

を行 う幼稚 園へ の補助

補助率10/10

(1施 設 当た り年額)2,340,000円

百 万 円

926

1,213

百 万 円

983

1,172

百万円

△57

41
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(12)私 立専修学校教育振興費補助

専修学校(高 等課程)へ の運営費助成

単価(生 徒一人当た り年額)

学校法人立161,300円

(13)私 立専修学校職業実践専門課程推進補助

専修学校(職 業実践専門課程)へ の運営費

助成

単価(生 徒一人当た り年額)5,000円

(14)私 立学校安全対策促進事業費補助

私立学校が行 う耐震診断、耐震補強及び空

調設備新設等に対す る補助等

ア 耐震化促進助成等

イ アスベス ト対策工事補助

ウ 非構造部材耐震対策工事補助

工 体育館への空調設備新設補助

(15)私 立学校省エネ設備等導入事業費補助

私立学校の省エネ型照明等の導入、空調

設備更新に対する補助

百 万 円

286

規 模

(1,868人)

344

規 模

(68,871人)

2,873

2,338

58

324

153

900

百 万 円

301

(1,937人)

244

(60,948人)

3,355

2,631

29

415

280

671

百万円

△15

(△69人)

100

(7,923人)

△482

△293

29

△91

△127

229
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(16)私 立幼稚園等環境整備費補助

遊具等の環境整備に係 る経費及び私立幼稚

園が行 う教育水準向上に向けた取組等への

補助

(17)私 立学校デジタル教育環境整備費補助

(新)

ア 私立高等学校等端末整備費補助

私立高等学校等の一人1台 端末整備を促進

するため、端末整備や保護者の端末購入費

用への負担軽減に取 り組む学校に対 して経

費の一部を補助

イ 私立学校周辺機器等整備費補助

(18)私 立高等学校都内生就学促進補助

単価(受 入生徒一人当た り)19,000円

(19)私 立学校グローバル人材育成支援事業費補助

グローバルに活躍できる人材育成支援のた

め、生徒の海外留学や外国語指導助手の活

用等にかかる経費の一部 を補助

(20)私 立専修学校授業料等減免費用負担金

住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の

学生に対する授業料及び入学金の減免 を行

う私立専修学校への補助

百 万 円

539

4,252

3,862

390

485

1,921

6,973

百 万 円

753

600

0

600

466

1,934

7,642

百 万 円

△214

3,652

3,862

△210

19

△13

△669
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(21)私 立高等学校等特別奨学金補助

補助対象

高等学校 ・特別支援学校(高 等部)・ 高等

専 門学校(3年 生まで)・ 専修 学校(高 等

課程)に 在学す る生徒

単価(生 徒一人 当た り年額)

年収590万 円未 満世帯73,000円

年収590万 円以上910万 円未満 世帯

350,200円

年収910万 円以上の多子世帯59,400円

高等学校(都 認 可通信制)単 価(生 徒一人

当た り年額)

年収590万 円以上910万 円未満 世帯

139,200円

年収910万 円以上の多子世帯59,400円

高等学校(都 認 可外通信制)単 価(生 徒一

人 当た り年額)

年収590万 円以上910万 円未満 世帯

139,200円

年収910万 円以上の多子世帯59,400円

(22)私 立高等学校等就学支援金 学校 事務 費補助

私立高等学校等就学支援金 の支 給事務 を確

実かつ 円滑 に実施す るため、学校設 置者 が

行 う事務 に対す る補助

百 万 円

14,290

規 模

(69,604人)

290

百 万 円

16,157

(81,019人)

266

百 万 円

△1,867

(△11,415人)

24
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

23私 立高等学校等就学支援金

単価(生 徒一人 当た り年額)

生活保護 ・住民税非課税等396,000円

住民税所得割額基 準額未満396,000円
一般(年 収590万 円未満)396

,000円
一般(年 収910万 円未満)118

,800円

24育 英資金事業費補助

貸与額(生 徒等一人 当た り月額)

高等学校 ・高等専 門学校 ・専修 学校(高 等課

程)

国公立18,000円

私 立35,000円

専修学校(専 門課程)

国公立45,000円

私 立53,000円

交通遺児

高等学校 ・高等 専門学校 ・専修 学校(高 等

課程)

国公立35,000円

私 立40,000円

25私 立高等学校等就学支援金 串諸等 電了化

利 用者 の利便性 と業務効率 の向上を図 るた め、

私立高等学校等就学支援金等 の電了 申請 に向 け

た システ ムの整備等

百 万 円

23,566

266

229

百 万 円

23,579

253

21

百万円

△13

13

208

生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局 一17

-31一



都 市 整 備 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1木 造住宅密集地域の不燃化 ・耐震化

(1)不 燃化特区制度 と特定整備路線の取組

〔建設局に計上 されている事業を含む。〕

ア 不燃化特区制度等

木造住宅密集地域の整備地域内において

区が策定する整備プログラムの提案に基

づき、特別な支援を行い、市街地の不燃

化を強力に推進す る。

支援内容

専門家派遣支援

建替え促進支援

老朽建築物除却支援 等

イ 特定整備路線の整備

延焼遮断帯を形成す る主要な都市計画道

路を整備する。

(ア)木 造住宅密集地域内の都市計画道路の

整備

放射第2号 線 等

(イ)道 路整備 と一体的に進める沿道まちづ

くり

目黒本町地区(補 助第46号線)等

百 万 円

64,310

59,590

2,980

56,610

53,119

債 務 負 担

(1,029)

3,491

百 万 円

63,005

57,025

2,770

54,255

51,602

(1,213)

2,653

百 万 円

1,305

2,565

210

2,355

1,517

(△184)

838
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)道 路整備 と一体的に進める沿道まちづくり

(特定整備路線を除く)

道路整備 と一体的な沿道整備を進めること

により、防災環境軸の形成を推進する。

十条地区(補 助第83号 線)等

(3)防 災密集地域再生促進事業

ア 都市防災不燃化促進事業

避難地や延焼遮断帯の周辺等において、

建築物の不燃化等を行 う区を支援する。

補助対象

建築物助成

仮住居費補助 等

イ 木造住宅密集地域整備事業

整備地域において、防災性向上に寄与す

る公共施設の整備、老朽建築物の建替え

促進等を行 う区を支援す る。

補助対象

基盤整備費

建替促進費 等

ウ 防災生活道路機能維持事業

避難時の安全性確保や緊急車両の通行機

能を維持 していくため、道路閉塞の防止

等に取 り組む区を支援す る。

補助対象

無電柱化

ブロック塀等撤去

百万円

2,539

債 務 負 担

(213)

2,037

164

規 模

(41地 区)

1,644

規 模

(51地 区)

20

百 万 円

3,277

2,436

190

(43地 区)

1,726

(52地 区)

22

百万円

△738

△399

△26

(△2地 区)

△82

(△1地 区)

△2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

工 防災生活道路整備 ・不燃化促進事業

防災都市づ くり推進計画に位置付ける防

災生活道路の拡幅及び沿道建築物の不燃

化等を行 う区を支援す る。

補助対象

防災生活道路整備費

建替促進費 等

オ 地区計画策定支援事業

木造住宅密集地域の拡大 ・再生産の防止

等を目的とした地区計画を策定する区市

を支援する。

(新)

(4)農 地の保全等 と併せた防災性向上まちづくり

支援事業

農地を有 し防災性の維持 ・向上を図るべき

地域において、農地の無秩序な宅地化に伴

うまちの防災性低下を防ぐため、地区計画

策定等に取 り組む区市を支援する。

(5)魅 力的な移転先整備事業

木造住宅密集地域における不燃化 を加速す

るため、都有地を活用 して民間事業者 によ

り権利者等の移転先を整備す る。

百万円

170

規 模

(13区)

39

規 模

(8区 市)

15

規 模

(3区)

23

百万円

469

(14区)

29

(5区 市)

0

(0区)

77

百万円

△299

(△1区)

10

(3区 市)

15

(3区)

△54
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)住 宅の耐震化のための助成制度(整 備地域

内)

整備地域内の昭和56年 以前の住宅を対象 に

耐震診断及び耐震改修費用等を助成する。

耐震診断

耐震改修等

2耐 震改修促進事業

〔生活文化スポーツ局、住宅政策本部、福祉保健局に計上 されている事業を含む。 〕

(1)緊 急輸送道路沿道建築物の規制誘導策に係 る

届出

耐震診断結果報告、耐震改修等完了報告の

届出の受理等

(2)普 及啓発

ア 区市町村耐震化促進普及啓発活動支援事業

建物所有者への戸別訪問等の普及啓発活

動を行 う区市町村に対す る助成

緊急輸送道路沿道

その他

イ 耐震マーク表示制度等

耐震基準への適合が確認 された都内全建

築物を対象に、耐震マークを交付するほ

か、耐震改修工事中の現場へ掲示等

百万円

106

規 模

(464件)

(280件)

8,083

11

76

42

規 模

(3区 市 町村)

(34区 市 町村)

34

百万円

190

(467件)

(518件)

8,285

11

71

36

(5区 市 町村)

(31区 市 町村)

35

百万円

△84

(△3件)

(△238件)

△202

0

5

6

(△2区 市町村)

(3区 市 町村)

△1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)民 間建築物 の耐震化 のための助成 制度

ア 住宅(一 部再掲)

昭和56年 以前 に建築 され た住 宅 を対象 に

耐震診断及び耐震改修費用 等 を助 成

耐震診 断

耐震改修等

補助率

耐震診 断

国1/3、 都1/6、 区1/6、 事業者1/3

耐震改修等

国2/5、 都1/5、 区1/5、 事業者1/5

等

イ マ ンシ ョン

昭和56年 以前 に建築 され た分譲 マ ンシ ョ

ンを対象 に、耐震 ア ドバ イザー派遣、耐

震診断及び耐震改修費用等 を助成

耐震 ア ドバイ ザー派遣

耐震診 断

耐震設計 ・改修

等

補助率

耐震 ア ドバイ ザー派遣 ・耐震診 断 ・

設計

国1/3、 都1/6、 区市町村1/6

事業者1/3

耐震改修

国11.5%、 都5.75%

区市 町村5.75%、 事 業者77%

等

百万円

4,759

362

規 模

(1,103件)

(1,356件)

216

規 模

(65件)

(5,000件)

(3,500件)

百万円

4,376

316

(885件)

(959件)

203

(75件)

(5,000件)

(3,000件)

百万円

383

46

(218件)

(397件)

13

(△10件)

(0件)

(500件)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 緊急輸送道路沿道建築物

緊急輸送道路 沿いの昭和56年 以前の建 築

物 で道路 を閉塞 させ る恐れ のあ るもの を

対象 に、耐震 ア ドバ イザー派遣 、耐震診

断及び耐震改修費用等 を助成

耐震 ア ドバ イザー派遣

耐震診 断

補強設計

耐震改修

補助率

耐震 ア ドバイ ザー派遣

国1/3、 都1/6、 区市町村1/6

事業者1/3

耐震診 断
一般緊急輸送道 路(※)

国1/3、 都7/30、 区市町村7/30

事業者1/5

補強設計

特定緊急輸送道路

国1/2、 都1/3、 区市町村1/6
一般緊急輸送道 路(※)

国1/3、 都1/6、 区市町村1/6

事業者1/3

耐震改修

特定緊急輸送道路

国2/5、 都1/3、 区市町村1/6

事業者1/10等
一般緊急輸送道 路(※)

国1/3、 都1/6、 区市町村1/6

事業者1/3等

※ 助成率 を超 えて補助 を行 う区

市 町村 に対 して支援 を拡充

百万円

4,181

規 模

(66件)

(67件)

(182件)

(186件)

百万円

3,857

(72件)

(63件)

(202件)

(185件)

百万円

324

(△6件)

(4件)

(△20件)

(1件)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

工 段階的改修(再 掲)

特定緊急輸送道路の沿道にある特に倒壊

の危険性が高いls値0.3未 満の建築物の

段階的な改修に対す る補助要件 を緩和

補助率

都5/9、 区市町村5/18、 事業者1/6

オ 占有者が存する建築物に対す る加算補助

(再掲)

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化 に向け

占有者が存することによって生 じる追加

的費用に対 して加算補助を実施

補助率

特定緊急輸送道路

都6/10、 区市町村3/10、 事業者1/10
一般緊急輸送道路

都1/3、 区市町村1/3、 事業者1/3

(4)公 共建築物等の耐震化のための助成制度

ア 社会福祉施設

民間社会福祉施設が行 う耐震診断及び耐

震改修費用等を助成

イ 民間病院

災害拠点病院及び災害拠点連携病院等を

対象に耐震改修及び改築費用等を助成

ウ 私立学校(再 掲)

私立学校が行 う耐震診断及び耐震改修費

用等を助成

百万円

22

規 模

(2件)

148

規 模

(63件)

3,068

21

719

2,328

百 万 円

21

(2件)

137

(59件)

3,665

32

1,007

2,626

百万円

1

(0件)

11

(4件)

△597

△11

△288

△298
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)技 術的支援

耐震化総合相談窓口の運営

補強設計等技術者講習会の実施

等

3民 間建築物等におけるブロック塀等の安全対策

民間のブ ロック塀等の撤去や新設等を行 う者 に

対 し補助金を交付する区市町村に対 して、補助

を実施する。

4災 害時業務継続施設整備事業

特定都市再生緊急整備地域かつ中核的な拠点地

区内において、災害時における地区単位での業

務継続性を確保するため、業務継続の確保 に資

するエネルギーの面的ネ ッ トワーク整備 に対 し

て、国 と協調 して支援す る。

補助率 国2/5、都2/5、 事業者1/5

5都 市再生交通拠点整備事業

東京駅の丸の内側 と八重洲側の歩行者の回遊性

向上を図るため、東京駅南側に東西自由通路を

整備する。

百万円

169

78

495

規 模

(3地 区)

1,909

百万円

162

101

723

(2地 区)

667

百万円

7

△23

△228

(1地 区)

1,242

都 市 整 備 局 一8
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6緑 確保の仕組みづ くり

「緑確保の総合的な方針」等に基づき、将来に

引き継 ぐべき樹林地や農地の保全等を推進する

生産緑地の先行買収事業

「農の風景育成地区」調査費補助

「農の風景育成地区」の取組促進事業

生産緑地の保全 ・活用に関す る調査

新 しい 「緑農住」まちづ くり

水 と緑のネ ッ トワーク形成等の基礎調査

7生 産緑地公園補助制度

2022年 に急速に減少が見込まれ る生産緑地を保

全するためのルールや体制を構築す るため、都

市計画公園区域内における生産緑地を区市が買

取する際に支援を行 う。

補助率 国1/3、都1/3、 区市1/3

8緑 あふれる公園緑地等整備事業補助制度

都市計画公園 ・緑地の区域以外を対象 として、

緑のネ ットワークの確保や公園不足地域の解消

に取 り組む区市町に対 して補助を実施 し、重要

な緑の保全創出に向けて区市町への政策誘導を

図る。

補助率 都1/4、 区市町3/4

9換 地手法を活用 した公園用地の確保に関する調査

都市計画公園 ・緑地の整備促進に向け、換地手

法を活用 し、周辺のまちづ くりと一体で進 める

整備手法に関する調査を行 う。

百 万 円

41

1,000

規 模

(1ha)

350

31

百 万 円

86

1,000

(1ha)

350

31

百万円

△45

0

(　 Oha)

0

0

都 市 整 備 局 一9
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

10都 市整備に関する調査等

(1)先 端技術を活用 したまちづくり調査

西新宿地区

南大沢地区

都市の3Dデ ジタルマップ化

(2)東 京高速道路に係 るまちづくり調査

「東京高速道路(KK線)再 生方針」を踏

まえ、KK線 上部空間の整備内容や、整備

に当たっての事業スキーム等に関する調査

を実施する。

(3)多 摩の拠点づ くりの取組の促進

多摩地域にイノベーシ ョン創出拠点を整備

するとい う方針を実現す るため、新たな拠

点整備計画の策定に向けた調査 を実施する

(4)人 々が憩 う外濠の水辺再生事業

〔建設局に計上 されている事業を含む。〕

歴史的財産である外濠の水辺再生に向け、

外濠への導水等水質改善に関する取組 を展

開する。

導水に向け必要 となる施設の基本設計

玉川上水の構造物健全度調査等

外濠における水環境改善(暫 定対策)

(5)公 共交通の利便性に関す る調査

東京の発達 した鉄道ネ ッ トワークを生か し

駅を中心 とした誰 もが移動 しやすいまちづ

くりの実現に向けた調査 を実施する。

百 万 円

2,227

324

20

20

152

20

百 万 円

2,853

197

30

23

493

26

百万円

△626

127

△10

△3

△341

△6

都 市 整 備 局 一10
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)物 流政策に関する調査

交通不便地域における貨客混載等に関する

調査 とともに、物流効率化の観点か ら、公

共施設等におけるオープン型宅配ボックス

等に関する調査を実施す る。

(7)自 動運転技術を活用 した都市づくりの展開に

関する調査

自動運転技術が普及 した社会 を見据えた都

市づ くりの展開に向け、自動運転サービス

の社会実装推進等に向けた調査を実施する

(8)東 京都駐車場条例に係 る実態調査

社会情勢の変化に対応す るため、駐車施設

に係る実態調査を行 う。

(9)都 市再生ステ ップアッププロジェク トの推進

複数都有地を有効活用 して開発する民間

プロジェク トにより都市再生を推進する。

実施地区 渋谷地区

(10)築 地地区まちづ くり調査

築地再開発に向けた調査等を実施する。

百 万 円

41

29

32

8

38

百 万 円

20

7

20

12

242

百万円

21

22

12

△4

△204

都 市 整 備 局 一11
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(11)雨 水流 出抑制事業費補助

総合治水対策事業 のため、区市町が行 う個

人住宅等へ の雨水流 出抑制 事業に対 して、

そ の費用 の一部 を補助す る。

補助率 国50%、 都45%、 区市町5%

等

(12)一 時貯留施設等 の設置

区市町 が行 う一 時貯留施設等 の設 置 に係 る

実施計画策定や公共施設へ の一時貯留施 設

等 の設置 に対 して補助 を行 う。

補助率 実施計画策 定1/2
一 時貯留施設等1/3

(13)広 域交通ネ ッ トワーク形成等 に関す る調査

東京圏 にお ける鉄道等 の交通 ネ ッ トワー ク

整備 に関す る調査 を行 う。

(新)

(14)東 京地下鉄株式会社 の株式 売却 準備 に向 けた

ア ドバイザ リー業務委託

証券や法律等 に知見 を持 つ専門家か らの助

言 を踏 まえ、株式売却 の準備 を進 め る。

(15)鉄 道 の快適 な利用 に向けた取組 に関す る調 査

鉄道 の快適 な利用 に向けて、時差Bizを 推

進す る とともに、時間差料金制 な ど最新 の

技術動 向等 を踏 まえた対策 について調査 を

行 う。

(16)外 環 に係 わるまちづ く りに関す る調 査

東京外 か く環状道路 の地 下化 に伴 い、地上

部街路や外環 に関連 したまちづ く りについ

て調査 を行 う。

百万円

43

50

規 模

(8件)

85

20

64

26

百万円

51

120

(9件)

85

0

135

30

百万円

△8

△70

(△1件)

0

20

△71

△4

都 市 整 備 局 一12
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(17)東 京の都市計画道路網に関する調査

第四次事業化計画や都市計画道路のあ り方

に関す る基本方針 を踏まえ、都市計画変更

手続の実施 に向けた調査等を行 う。

(18)高 速道路の料金体系に関する調査

ETC専 用化の概成等を見据え、異なる料

金体系のシーム レス化に向けた調査等を行

う。

(19)都 心と臨海副都心 とを結ぶBRT整 備事業

臨海地域の交通需要の増加 に速やかに対応

し、利用者に優 しく環境面でも優れたBR

Tに ついて、施設の整備等を行 う。

(20)舟 運活性化に関する調査

縢 蠣 湾局に計上されている轍 〕

東京 の魅 力 をよ り高 めて い くた め、舟運 の

活性化 に関す る調査等 を行 う。

(新)

(21)ホ ーム ドア整備 等 に関す る調査

鉄道駅 のバ リア フ リー化 に向けて、ホー ム

ドアに関す る技術的 な課題等 を整理 し、整

備 の促進 を図 る。

(新)

(22)面 的なバ リア フ リー化の計画策定促進

面的 ・一体的なバ リア フ リー化 に向け、区

市町村 に よる計画策定 を促進す るための支

援策 に関す る調査等 を行 う。

百 万 円

319

10

232

200

50

10

百 万 円

355

10

645

213

0

0

百万円

△36

0

△413

△13

50

10

都 市 整 備 局 一13
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(23)大 規模開発等を契機 とした快適な歩行者環境

の創出

快適な歩行者環境を創出す るまちづくりを

促進するため、地区内交通の円滑化 を支援

するとともに、公共空間を活用 したイベン

トを体験する機会を提供す る。

(24)災 害に強い首都 「東京」の形成に向けた取組

大規模水害 リスクに備えた高台まちづくり

に向けた取組を推進す るとともに、先行地

区における建物群による高台まちづくりの

事業化に向け、計画策定を行 う区に対 し、

国 と都による補助を実施す る。

(25)宅 地開発無電柱化推進事業

開発行為による宅地開発において、無電柱

化を推進するため、整備手法や技術的課題

の解決に向け、事業者に対す る補助を実施

する。

(新)

(26)木 密地域私道等無電柱化推進事業

重点整備地域内の私道等 を対象 とした支援

により、無電柱化の面的展開を推進 し、本

宿地域の防災性向上を図る。

(新)

(27)建 築物の省エネルギー対策の推進に係 る調査

建築物の実態や特性を踏まえた建築物の省

エネ対策推進に必要な調査等を実施する。

百万円

10

33

320

規 模

(20件)

50

21

百万円

14

25

100

(10件)

O

O

百万円

△4

8

220

(10件)

50

21

都 市 整 備 局 一14

-45一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

11首 都高速道路整備事業出資金

改築事業

池尻三軒茶屋出入 口付近付加車線増設

12地 下高速鉄道建設助成

地下高速鉄道の新線建設、大規模改良工事等に

対 して補助等を行 う。

(1)補 助金

ア 大規模改良等

東京都交通局

東京地下鉄(株)

(新)

イ 新線建設

対象路線 東京8号 線

品川地下鉄

(2)鉄 道新線建設等準備基金積立金

13区 施行連続立体交差事業費補助

区が施行する鉄道連続立体交差事業にかかる費

用を補助する。

対象箇所 東武伊勢崎綜竹 ノ塚駅

東武伊勢崎線 とうきょうスカイツ

リー駅

百 万 円

2

8,422

4,091

3,045

1,501

1,544

1,046

4,331

1,402

百 万 円

19

10,830

3,793

3,793

1,786

2,007

0

7,037

1,759

百万円

△17

△2,408

298

△748

△285

△463

1,046

△2,706

△357

都 市 整 備 局 一15
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

14鉄 道施設耐震対策事業

都内主要鉄道施設の耐震補強のための補助を行

う。

高架橋 東府 中駅～分倍河原駅(京 王)

等

15品 川駅東西自由通路整備事業

品川駅周辺において活発な都市活動を支える快

適な歩行者ネッ トワークの構築を図るため、品

川駅東西自由通路の整備 に対 して補助を行 う。

16京 急品川駅総合改善事業

京急品川駅の地平化に伴い、利便性の高い駅空

間の形成 を図るため、京急品川駅の改良に対 し

て補助 を行 う。

補助率 国1/3、 都 ・区1/3、 事業者1/3

(新)

17た まモ ノ子育て応援事業

多摩地域の振興 ・活性化を図るため、多摩都市

モノレールにおいて小児特別運賃を適用する取

組やアンケー ト調査等を行 う。

18地 域公共交通の充実 ・強化

地域公共交通の充実 ・強化に資する区市町村の

取組に対 して補助等を行 う。

(新)

地域公共交通計画策定支援

地域ニーズに応 じた輸送手段の導入支援

(新)

ノンステップ、EVバ ス等の導入支援

(新)

区市町村 と連携 した先進事例の展開等

百万円

616

規 模

(17か 所)

655

49

55

586

百万円

791

(15か 所)

604

22

0

126

百万円

△175

(2か 所)

51

27

55

460

都 市 整 備 局 一16
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

19鉄 道駅総合バ リアフ リー推進事業

(1)バ リアフ リー基本構想等作成 費補助

駅等 を中心 としたまちのバ リア フ リー化 に

向けて、基本構想等 を作成す る区市町村 に

対す る補助 を行 う。

ア 基本構想

補助挙 国1/3、 都1/3、 区市町村1/3

イ 移動等 円滑化促進方針

補助率 国1/2、 都1/4、 区市町村1/4

(2)ホ ー ム ドア等整備促進事業

利用者10万 人以上 の鉄道駅 のホーム ドア等

の設置 に対 して補助す るとともに、 「鉄 道

駅バ リアフ リー に関す る優先整備 の考 え方

」 に基づ き、利用者10万 人未満 の駅への設

置 に対 して補助 を行 う。

補助率 国1/3、 都1/6、 区市町村1/6

事業者1/3

(3)鉄 道駅エ レベー ター等整備事 業

鉄道駅 のエ レベ ーター等 の整備 に対 して補

助す る とともに、 「鉄道駅バ リア フ リー に

関す る優先整備 の考 え方 」に基づ き複数 ル
ー ト ・乗換ルー トの整備 に対 して補 助 を行

う。

補助率 国1/3、 都1/6、 区市町村1/6

事業者1/3

百万円

582

18

13

規模

(3地 区)

5

規模

(3地 区)

537

規模

(16駅)

27

規模

(3駅)

百万円

865

24

16

(5地 区)

8

(4地 区)

791

(25駅)

50

(3駅)

百万円

△283

△6

△3

(△2地 区)

△3

(△1地 区)

△254

(△9駅)

△23

(0駅)

都 市 整 備 局 一17
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

20乗 合バスにおける感染症対策に係 る整備事業

都 内バス事業者が実施す る感染症対策に係 る導

入経費の一部を補助す る。

飛沫感染対策

換気対策

補助率 国1/2、都1/4、 事業者1/4

21バ ス交通正着システム整備導入補助事業

臨海地域の交通需要の増加に対応す るBRTの

定時性 ・速達性を確保す るため、自動正着制御

技術の導入を支援する。

22道 路整備 と一体的に進める沿道まちづくり

(再掲)

道路整備に併せて、住民参加 と民間活力による

沿道開発の誘導を図 り、道路整備 と一体的な沿

道まちづ くりを推進す る。

目黒本町地区(補 助第46号 線)ほ か4路 線

23土 地区画整理事業助成

土地区画整理事業の施行者に対す る都市計画街

路等の用地費 ・工事費等の補助

24(公 財)東 京都都市づ くり公社助成

公社が市町から受託施行 した区画整理事業に対

する助成

百万円

23

規 模

(613台)

(38台)

22

規 模

(1台)

6,030

規 模

(5路 線)

7,151

規 模

(13組 合 等)

(11公 共 団体)

406

規 模

(2地 区)

百万円

67

(1,416台)

(1,105台)

22

(1台)

5,930

(5路 線)

4,429

(11組 合 等)

(11公 共 団体)

544

(2地 区)

百万円

△44

(△803台)

(△1,067台)

0

(0台)

100

(0路 線)

2,722

(2組 合 等)

(0公 共 団体)

△138

(0地 区)

都 市 整 備 局 一18
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

25市 街地再開発事業助成

市街地再開発事業を施行す る市及び事業を実施

する組合に助成する市に対 し、経費の一部を補

助

(1)市 街地整備補助

(2)公 共施設管理者負担金

26土 地区画整理

公共施設の整備促進、末利用地の活用、居住環

境の改善及び密集市街地解消等のため、土地区

画整理事業を実施する。

六町地区ほか3地 区

27多 摩ニュータウンの再生

多摩ニュータウン再生に向け、既存ス トックを

最大限に活用 したニュータウンの再生モデル を

提示するため、各種施策を複層的に実施すると

ともに、未処分宅地等の販売 を実施する。

28行 政手続のデジタル化に向けた取組

屋外広告物関係事務など行政手続のデジタル化

を推進するため、システム開発等を実施する。

屋外広告物関係事務の電子 申請化

建築確認等の電子申請化

建築計画概要書等の電子 申請化

定期報告の電子申請化

開発許可区域図等の電子化

百万円

965

571

規 模

(3地 区)

394

規 模

(2地 区)

5,897

債 務 負 担

(161)

189

1,435

百万円

952

339

(3地 区)

613

(3地 区)

6,139

(879)

156

249

百万円

13

232

(0地 区)

△219

(△1地 区)

△242

(△718)

33

1,186

都 市 整 備 局 一19
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住 宅 政 策 本 部

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1空 き家施策推進事業

空き家対策に係る広域的な取組のほか、区市町

村及び民間事業者が行 う空き家対策に対 して補

助を行 う。

空き家利活用等区市町村支援事業

エ リアリノベーション推進支援事業

民間空き家対策 等

2既 存住宅流通の活性化

既存住宅の円滑な流通促進に向けて、事業者 グ

ループ登録制度を活用 し、建物状況調査や普及

啓発等に係る経費について補助を行 う。

建物状況調査 等

(新)

3省 エネ ・再エネ住宅推進プラッ トフォーム

住宅関係団体等 との連携による省エネ ・再エネ

住宅の普及促進に向けた仕組みを構築 し、住宅

の省エネ性能向上や再エネの利用拡大を図る。

消費者への普及啓発、相談体制の構築

事業者の技術力向上 等

(新)

4既 存住宅省エネ改修促進事業

既存住宅の省エネ化を促進す るため、国事業を

活用 した補助制度を構築 し、省エネ診断 ・改修

に対 し補助を行 う区市町村を支援する。

補助率 国1/6、都1/6、 区市町村1/12

事業者7/12等

百万円

370

36

規 模

(40件)

105

1,119

規 模

(1,460戸)

百万円

395

58

(80件)

0

0

(0戸)

百万円

△25

△22

(△40件)

105

1,119

(1,460戸)

住 宅 政 策 本 部 一1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

5公 社住宅 にお ける太 陽光発電設備設 置

都 内にお ける再生 可能エネル ギーの導入 拡大 を

図 るた め、既存 の公社住宅 において、太陽光発

電設備 の設置 を進 める。

6マ ンシ ョン適正管理 ・再生促進事 業

(1)マ ンシ ョンの管理適正化 に向けた普及啓発

マ ンシ ョンの管理組合 におけ る自主的な取

組 を促進す るため、セ ミナー等 を通 じて普

及啓発 を実施

マ ンシ ョン適正管理啓発 隊 等

(2)マ ンシ ョンの管理適正化 の推進 等

マ ンシ ョンの管理状況 を把握 し、管理状況

に応 じてマ ンシ ョン管理 士等 の専門家 を活

用 した管理組合 に対す る支援 等 を実施

ア ドバイザー派遣費用助成

事務処理特例交付金 等

(3)マ ンシ ョン再生 まちづ く り制度

単独 での建替 えが困難 なマ ンシ ョンについ

て、 まちづ く りと連携 して建 替 えを促進 す

る。

百万円

1,460

規 模

(25棟)

184

13

153

18

百万円

O

(0棟)

191

13

150

28

百万円

1,460

(25棟)

△7

0

3

△10

住 宅 政 策 本 部 一2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

7安 心居住推進事業

(1)東 京都サー ビス付き高齢者向け住宅供給助成

ア サー ビス付き高齢者向け住宅供給助成

有資格者等が常駐 し、サービスを提供す

る住宅の整備費等を補助

新築型

ス トック型

イ 高齢者向け優良賃貸住宅供給助成

安否確認、緊急時通報サービスを提供す

る住宅の家賃減額費等 を補助

(2)住 宅確保要配慮者に対す る賃貸住宅(東 京 さ

さエール住宅)の 供給促進

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑

な入居促進を図るため、区市町村等が実施

する取組に対 して補助等 を行 う。

改修費補助

家賃低廉化補助

家賃債務保証料補助

入居者死亡事故保険補助

登録協力補助

見守 り機器設置費等補助

(新)

住宅設備改善費補助

安心居住パ ッケージ事業

制度周知に係る広報

百万円

1,811

1,459

1,335

規 模

(880戸)

(55戸)

124

341

規 模

(11区 市 町村)

(13区 市 町村)

(11区 市 町村)

百万円

1,280

1,077

956

(880戸)

(55戸)

121

192

(15区 市 町村)

(17区 市 町村)

(16区 市 町村)

百 万 円

531

382

379

(0戸)

(0戸)

3

149

(△4区 市町 村)

(△4区 市 町 村)

(△5区 市 町 村)

住 宅 政 策 本 部 一3
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)東 京都居住支援協議会管理運営

区市町村の居住支援協議会の設立促進 ・活

動支援や、東京 ささエール住宅の登録 に係

る負担軽減を図るための支援を行 う。

居住支援協議会

補助率1/2

東京 ささエール住宅登録支援

8公 営住宅の建設等(都 営住宅等事業会計)

(1)都 営住宅におけるブロック塀等の安全対策

既存都営住宅について、地震発生時の安全

を確保するため、現行法規に適合 しないブ

ロック塀等の撤去 ・新設 を実施する。

(2)都 営住宅におけるLED化 の推進

既存都営住宅について、共用廊下や階段、

屋外灯などの蛍光灯器具 をLED照 明器具

に交換する。

(3)都 営住宅の建設

建 替3,800戸

耐震改修

(4)住 宅建設に伴 う地域開発整備

都営住宅等の建設に関連 して、公共施設 と

して道路、公園等、公益的施設 として公民

館、保育所等を整備す る。

百万円

11

規 模

(5区 市)

77,348

419

2,779

規 模

(19,518戸)

72,516

債 務 負 担

(46,874)

1,617

債 務 負 担

(584)

百 万 円

11

(5区 市)

75,421

324

2,564

(19,518戸)

70,504

(47,823)

2,028

(1,311)

百万円

0

(0区 市)

1,927

95

215

(0戸)

2,012

(△949)

△411

(△727)

住 宅 政 策 本 部 一4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)東 京みんなでサ ロン

都営住宅や周辺地域に暮 らす高齢者等の居

場所づ くりのため 「東京みんなでサロン」

を設置する。

(新)

(6)都 営住宅用地を活用 した緑化 ・居場所づくり

菜園や花壇等の整備 ・管理を通 じて地域 コ

ミュニティの活性化に資す る取組 を推進す

る。

(参考)

既設都営住宅等へのエ レベーター設置65基

都営住宅の外周道路の無電柱化

9不 動産業に係る手続等の電子化に向けた対応

宅建士登録申請等手続の電子化分析等

閲覧手数料のキャッシュレス化

10都 営住宅に係る手続等の電子化に向けた対応

(都営住宅等事業会計)

都営住宅募集のオンライ ン化

入居者等関係手続きの電子化に向けた対応

モバイル端末等を活用 した遠隔施工管理

(再掲)

百 万 円

7

10

49

184

百 万 円

1

0

10

54

百 万 円

6

10

39

130

住 宅 政 策 本 部 一5
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環 境 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1ゼ 日工 ミッシ ョン東京 の実現 に向けた取組

2050年 までにCO2排 出実質ゼ ロを 目指 した取

組 を行 う。

(1)家 庭 にお ける省エネル ギー対策 の推進

ア 家庭 のゼ ロエ ミッシ ョン行動推進 事業

家庭 の省エネ行動 を促す ため、省 エネ性

能 の高 い家電等へ の買替 に対 し、東京 ゼ

ロエ ミポイ ン トを付 与す る。

イ 東京ゼ ロエ ミ住宅導入促進事 業

東京 の地域特性 を踏 ま えて省 エネ性 能の

高い住宅 を普及 させ るため、都 が定 める

基準 を満 たす新築住宅 に対 して、水準 に

応 じた補助 を行 う。

戸建住宅

単価50万 円等

集合住宅

単価40万 円等

太 陽光発電設備

単価12万 円/kW

等

百 万 円

93,705

36,635

723

10,804

規 模

(10,805戸)

(4,225戸)

(11,650件)

百 万 円

23,200

3,717

723

2,544

(2,975戸)

(1,668戸)

(1,412件)

百 万 円

70,505

32,918

0

8,260

(7,830戸)

(2,557戸)

(10,238件)

環 境 局 一1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

ウ 災害に も強 く健 康 にも資す る断熱 ・太 陽光

住 宅普及 拡大事業

都 内住 宅の断熱性 向上や太陽光発電設備

等 の設 置 を進 め、省 エネで、災害 に も強

く、健康 に も資す る断熱 ・太 陽光住宅 の

普及 拡大 を促 進す る。

窓 ・ドア各々

補助 率1/3等

太 陽光発 電設備

単価 新築12万 円/kW

既存15万 円/kW

蓄電池設備

単価10万 円/kWh

等

(新)

工 我 が家の環境 局長事業

家庭 の暮 らしにおいて様々 な環境配慮行

動 を実践で きるよ う、主 に子供 をター ゲ

ッ トに分か りやすい情報発信 と楽 しみ な

が ら取 り組 めるた めの仕掛 けを提供す る

オ 水 素 を活 用 したスマー トエネル ギーエ リア

形成推進 事業

業務 ・産業用燃 料電池等 の設置 に対 して

エネル ギーの面的利 用 を促進す るため補

助す る とともに、家庭用燃料電池 の導入

を支援 し、水素社会 の実現 を推進す る。

百 万 円

24,702

規 模

(50,060戸)

(11,353件)

(8,000件)

20

386

百万円

0

(0戸)

(0戸)

(0件)

0

450

百 万 円

24,702

(50,060戸)

(11,353戸)

(8,000件)

20

△64

環 境 局 一2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)ゼ ロエ ミッシ ョン ビー クル(ZEV)の 普及

促進

ア　 ZEV等 導入促進事業

走行時 にCO2を 排 出 しないZEVの 導

入促進 のため、購入費等 を補助 す る。

(ア)　 ZEV導 入促進事業

電気 自動車(EV)

プラグイ ン ・ハイ ブ リッ ド自動車

　 　 　 　 　 　 　(PHV)

燃料電池 自動車(FCV)

EVバ イ ク

ZEV開 発促進型補助制度 の導入 に

向けた取組促進

等

(イ)次 世代 タクシー導入促進 事業

環境性能 が高 く、誰 もが利 用 しやす

いユ ニバ ーサルデ ザイ ンタクシー等

の導入 につ いて補助 を行 い、CO2

削減 とバ リアフ リー化 を推進 す る。

(ウ)燃 料電池バ ス導入促進事 業

水素社会 の早期実現 に向 けて燃 料電

池バ スの普及 を促進す るため、車両

購入費 の補助 を行 う。

規 模 新規導入100台(4か 年)

百 万 円

43,771

18,774

6,826

規 模

(12,621台)

(11,379台)

(1,050台)

(2,093台)

2,646

7,627

百 万 円

11,183

6,822

5,988

(11,580台)

(7,370台)

(1,050台)

(1,250台)

25

809

百 万 円

32,588

11,952

838

(1,041台)

(4,009台)

(0台)

(843台)

2,621

6,818

環 境 局 一3
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(エ)　 EVバ イ ク笠利活用促進 事業

EVバ イ クの新 たな利活 用 を促進 す

る先駆 的取組 を公募 し、車両補助 等

との相乗効果 に よ り、需 給両面か ら

バイ クの非 ガ ソ リン化 を推進 す る。

(新)

(オ)　 ZEVト ラ ック早期 実装化 事業

商用FCモ ビ リテ ィの実装化 に向 け

FCト ラ ックの導入支援 を行 う。

(新)

(カ)燃 料電池 フォーク リフ ト導入促進 事業

燃料電池 フォ ク リフ トを現場で利

用す る導入促進調査等 を行 い、導入

拡大 を推進す る。

イ　 ZEV普 及 のための大規模 イベ ン トの調 査

ZEV普 及 のムー ブメ ン トを起 こ してい

くための大規模イベ ン トの調 査 を行 う。

ウ 充電設備導入促進事業

ZEVの 普及拡大 に向けて、区市町村 ・

民 間施設等へ の充電設備 の設 置 を促進 す

るため、設置費及 び急速 ・超 急速充電設

備 の維持管理費 の補助等 を行 う。

充電設備

基礎充電(集 合住 宅 ・事務 所等)

(新)

基礎充電(既 存戸建住 宅)

目的地充電(区 市町村 ・民間施設)

百万円

270

1,304

101

183

5,524

規 模

(350基)

(4,800基)

(655基)

百万円

0

0

0

182

1,287

(100基)

(0基)

(455基)

百 万 円

270

1,304

101

1

4,237

(250基)

(4,800基)

(200基)

環 境 局 一4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

工 都有施設における充電設備設置事業

ZEVの 普及拡大に向けて、都有施設 に

公共用の充電設備を設置す る。

普通充電設備

急速充電設備

オ 水素ステーシ ョン設備等導入促進事業

水素ステーションの整備又は運営をする

事業者に対 して、水素ステーシ ョンの整

備費及び運営費等の補助を行 う。

規 模 新規整備30か 所(4か 年)

(新)

力 空 白地解消に向けた水素ステーシ ョン整備

事業

水素ステーションの空 白地において、都

有地を活用 し、移動式水素ステーション

による充填や普及啓発事業を実施する。

百万円

447

規 模

(140基)

(35基)

17,720

128

百万円

302

(90基)

(30基)

2,141

0

百万円

145

(50基)

(5基)

15,579

128

環 境 局 一5
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

キ 水素社会実現に向けた燃料電池ごみ収集車

運用事業

燃料電池 ごみ収集車の開発 ・区部での運

用成果を踏まえ、多摩地域においても運

用を行い、普及を促進す る。

ク　 ZEV庁 有事の導入

'、

財務局 、福祉保健局 、産 業労働 局、議

会局 、教育庁 、警視庁 、東京 消防庁、

水道事業会計 、下水道事 業会計に計上

され ている事業 を含 む。
、 ノ

庁有車等を更新のタイ ミングでZEV・

EVバ イクへ切 り替え、庁有車等の非ガ

ソリン化を推進す る。

(3)事 業所等における省エネルギー対策の推進

ア 大規模事業所対策

大規模事業所に対す る温室効果ガス排 出

総量削減義務 と排出量取引制度の運用

イ 中小規模事業所対策

中小規模事業所向け地球温暖化対策報告

書制度の運用

相談窓 口の運営 ・省エネ診断の実施

地域の多様な主体 と連携 した中小規模事

業所省エネ支援事業

中小規模事業所向け省エネ型換気 ・空調

設備導入支援事業

百万円

39

956

規 模

(478台)

1,134

431

562

百 万 円

57

392

(185台)

6,095

488

5,488

百万円

△18

564

(293台)

△4,961

△57

△4,926
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 建築物における環境配慮の推進

建築物環境計画書制度の運用

等

(4)再 生可能エネルギーの導入拡大

ア 再エネ設備の新規導入につながる電力調達

構築事業

都内の電力需要家が行 う都外での新規再

エネ電源設置に対 して整備費を補助 し、

再エネ電源の創出を図る。

イ とちょう電力プラン

都有施設で使用す る電力の再生可能エネ

ルギー100%化 を目指すため、都内で発

電 された卒FIT電 力 を含む再生可能エ

ネルギー100%電 力を、一部の都有施設

で活用する。

ウ 都有施設における太陽光発電設備設置

一

教育庁、警視庁、東京消防庁に計上さ

れている事業を含む。

設置可能な既存都有施設(都 営住宅含む)

への太陽光発電設備設置を加速する。

百 万 円

141

11,478

1,026

229

8,021

債 務 負 担

(531)

百 万 円

119

1,660

231

139

180

百 万 円

22

9,818

795

90

7,841

環 境 局 一7
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

工 都有施設の再エネ100%化 につながる島し

ょ地域における太陽光発電設備等導入事業

都有施設の再エネ電力100%化 に向け、

島しょ地域の都有施設及び家庭等への太

陽光発電設備 と蓄電池設置を促進する。

オ 地産地消型再エネ増強プロジェク ト

民間事業者及び区市町村が都内に導入す

る自家消費型再生可能エネルギーの設備

整備費を補助す ることで、再生可能エネ

ルギーの普及拡大を図る。

力 再エネ由来水素本格活用 を見据 えた設備等

導入促進事業

再エネ由来水素活用設備及び純水素型燃

料電池の導入に必要な経費を補助 し、再

エネ由来水素の活用促進を図る。

キ 南大沢地区における再エネ由来水素を活用

したVPPの 推進

再生可能エネルギーの大量導入時代を見

据え、南大沢地区の大学 ・商業施設等で

地域における再エネシェア リング推進事

業を実施する。

ク 太陽光パネル高度循環利用に向けた東京型

システムの構築

高度な3R技 術を駆使 した太陽光パネル

東京型循環社会システムを構築する。

百万円

622

債 務 負 担

(121)

1,224

198

147

11

百 万 円

0

425

465

95

125

百万円

622

799

△267

52

△114

環 境 局 一8
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)フ ロン排出抑制対策

ア 省エネ型ノンフロン機器普及促進事業

温室効果の高いフロン類の排出を抑制す

るため、省エネ型 ノンフロン機器を導入

する中小企業に対 し、補助を行 う。

イ 管理者へのフロン削減対策支援事業

フロン使用機器保有数の多い事業者 にア

ドバイザーを派遣 し、フロン削減対策の

取組支援を行 うとともに、削減対策の効

果を把握する。

(新)

ウ ノンフロン化に伴 う自然冷媒への安全対策

の推進

自然冷媒を使用す る冷凍機に関する実態

把握調査を行い、安全管理マニュアル を

作成する。

(新)

工 先進技術等を活用 したフロン排出削減推進

事業

フロン類排出削減のため、漏洩防止に関

する先進技術等を実機により行 う事業を

公募 し、効果把握 と管理者への導入促進

を図る。

百万円

47

16

規 模

(304件)

9

11

11

百万円

25

16

(304件)

9

0

0

百万円

22

0

(0件)

0

11

11
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)プ ラスチ ック対策

(新)

「プ ラスチ ック ・食 品 ロス削減 」カーボ ン

ハー フ行動変容促進事業

(新)

廃棄物処理等 の 自動化推進 事業

プ ラ製容器包装等 ・再資源化 支援 事業

革新的技術 ・ビジネ ス推進 プ ロジ ェク ト

等

(7)食 品ロスの削減 の推進

(新)

フー ドテ ックを活用 したア ップサイ クル(

資源 の高度循環)促 進事業

食 品ロス0ベ ス トプ ラクテ ィス展 開事業

等

百万円

577

63

百万円

449

71

百万円

128

△8

環 境 局 一10
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

2区 市町村 との連携による地域環境力活性化事業

ゼロエ ミッション東京戦略の実現など東京の広

域的環境課題への対応や、東京の地域特性 を活

か した魅力ある環境を創出す る取組 を実施する

区市町村に対 し、支援を行 う。

3環 境改善施策の推進

(1)大 気環境対策

ア 大気汚染防止法(ア スベス ト対策)改 正へ

の対応

改正大気汚染防止法に対応す るため、石

綿飛散防止対策の体制整備を図る。

イ 微小粒子状物質(PM2.5)対 策の推進

微小粒子状物質(PM2.5)の 成分分

析を実施するとともに、削減対策を推進

する。

ウ　 ClearSky実 現に向けた大気環境改

善促進事業

PM2.5・ 光化学オキシダン トの低減

に向け、事業者や都民のVOC等 対策へ

の自主的な取組を促すため、対策の必要

性や取組等の普及啓発 を行い、大気環境

改善の機運を醸成す る。

百万円

16

1,051

434

211

15

規 模

(4地 点)

8

百万円

16

910

360

160

17

(4地 点)

10

百万円

0

141

74

51

△2

(0地 点)

△2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

エ　 VOCの 削減に向けた環境配慮型設備導入

促進事業

中小事業者に対 し、給油所でのVOC排

出削減に資する設備の導入経費を補助す

る先駆的事業を実施す る。

補助率2/3

(新)

オ 低VOC製 品取扱事業者協定事業

小売業を低VOC製 品取扱店 として協定

を結び、消費者向けの低VOC製 品の普

及啓発を促進す る。

力 光化学オキシダン トの解析に向けたVOC

測定体制整備

発生源が未解明なVOC成 分の濃度を、

継続的に測定す ることで、発生源 を解明

し、VOC排 出量の削減を図る。

キ 環境交通施策の推進

自動車利用から自転車利用への転換を推

進 しCO2を 削減するため、 自転車シェ

アリングの広域的な利用環境の整備 を図

る。

百万円

63

9

117

規 模

(4地 点)

11

百万円

36

0

101

(4地 点)

36

百万円

27

9

16

(0地 点)

△25
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)自 動車環境対策

ア 自動車環境管理計画書等による自動車か ら

の温室効果ガス削減

貨物輸送評価制度や 自動車環境管理計画

書制度等の実施等により、自動車か らの

温室効果ガスを削減す る。

イ 低公害 ・低燃費車(HVト ラック ・HVバ

ス)の 普及促進

低公害 ・低燃費のハイブ リッ ドバス、ハ

イブリッドトラック等 を導入する中小事

業者等に対 し補助を行 う。

(3)有 害化学物質対策の推進

ア 化学物質流出等防止対策支援事業

中小事業者に対 し、化学物質流出防止設

備の補助及びア ドバイザー派遣 を行い、

水害特等の工場からの化学物質流出の防

止を図る。

イ 中小事業者への土壌汚染対策技術支援制度

中小事業者に土壌汚染対策ア ドバイザー

を派遣 し、土壌汚染調査 ・対策の助言等

を行い、土壌汚染の未然防止及び合理的

な対策の推進を図る。

百 万 円

531

432

99

86

35

51

百 万 円

459

415

44

91

39

52

百万円

72

17

55

△5

△4

△1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

4豊 かな自然環境 ・生物多様性の保全

(1)保 全地域の指定 ・保全

ア 保全地域の公有地化

「東京における自然の保護 と回復 に関す

る条例」に基づき、保全地域内の土地の

公有化を実施す る。

イ 保全地域の安心安全

保全地域等の都有地において、土砂災害

警戒区域等に指定された場所の うち、近

接施設等に危険を及ぼす可能性のある箇

所について、安全を確保す る。

ウ 都民の自然体験活動の促進等

森林 ・緑地保全活動情報センターの運営

保全地域の維持管理

(新)

保全地域における活動主体のコーディネ
ー ト事業

研究者 との連携による管理

等

工 保全地域の保全 ・活用プランの策定

生物多様性の拠点である保全地域の適正

な保全 ・活用に向けて、中長期的な計画

を策定する。

(2)生 物多様性の保全

外来生物対策事業(キ ョン)

大島に生息するキ ョンの生息数の低減 に

向けて、捕獲事業を実施す る。

百 万 円

3,455

2,726

2,001

329

394

2

729

百 万 円

3,249

2,551

2,001

252

288

10

698

百 万 円

206

175

0

77

106

△8

31
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

5自 然公園 の整備等

(1)自 然公 園の整備

自然公 園橋梁改修設計

自然公 園便所改修 工事

等

(2)新 た な時代 にふ さわ しい 自然公 園事業の推進

大 島公 園等伊豆諸 島の 自然公 園活性 化

自然公 園へ のユ ニバ ーサル ツー リズム

エ コ ロ 「知」 カル ・ネ ッ トワー クの発展

(新)

自然環境デ ジタル ミュージアム構想

自然環境情報 の収集 ・保 管 ・分析 ・発信

ガ ラパ ゴスのダー ウィン財 団 との連携

等

(3)東 京都 レンジャー の設置

自然公 園にお ける 自然保護 と公 園の適正利

用 を進 めるため、東京都 レンジ ャー を設 置

し、利用マナー の普及等 を行 う。

百万円

1,191

914

156

121

規 模

(25人)

百万円

1,061

905

34

122

(25人)

百万円

130

9

122

△1

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6ポ リ塩化 ビフェニル廃棄物対策

中小企業保有微量PCB廃 棄物処理経費に対す

る補助

補助率1/2

規 模 分析費3,000件(5か 年)

処理費2,800件(5か 年)

中小企業保有高濃度PCB廃 棄物収集 ・運搬経

費に対する補助

補助率1/2等

規 模 変圧器等2,623件(4か 年)

照明安定器140,000件(3か 年)

(新)

PCB特 別措置法に基づ く代執行

期限内に処分 されない高濃度PCB廃 棄物に

ついて、代執行により期限内処理 を実施

等

7廃 棄物理立処分場の整備

中央防波堤外側及び新海面処分場の整備

排水処理施設整備

中央防波堤外側埋立処分場最終覆土

等

百万円

369

906

債務負担

(440)

百万円

247

809

(518)

百万円

122

97

(△78)

環 境 局 一16
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福 祉 保 健 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1福 祉保健改革の推進等

(1)福 祉保健区市町村包括補助事業

地域の実情に応 じ、各分野のサービスの充

実を主体的に行 う区市町村を支援する。

実施主体 区市町村

対象事業 先駆的事業

選択事業
一般事業

3つ のCの 推進

ア 医療保健政策区市町村包括補助事業

イ 地域福祉推進区市町村包括補助事業

ウ 高齢社会対策区市町村包括補助事業

工 子供家庭支援区市町村包括補助事業

オ 障害者施策推進区市町村包括補助事業

(2)子 供が輝 く東京 ・応援事業

社会全体で子育てを支えるため、都の出え

ん及び都民や企業の寄付による基金を活用

し、結婚、子育て、学び、就労までのライ

フステージに応 じた取組 を行 う事業者 を支

援する。

百 万 円

30,375

2,500

3,766

5,180

5,694

13,235

27

百 万 円

29,675

2,500

3,666

4,780

5,494

13,235

28

百万円

700

0

100

400

200

0

△1

福 祉 保 健 局 一1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)肝 硬変治療薬開発の推進

治療薬候補である低分子化合物PRI-7

24を ヒト肝細胞モデルマウス等に投与 し

肝臓の機能が回復す るメカニズムを解明す

る基礎研究を推進す る。

(4)人 工神経接続装置開発の推進

脊髄損傷患者や脳梗塞患者の身体機能の回

復を目指 し、独 自に開発 した 「人工神経接

続」を用いて、疾患病態に合わせた神経接

続方法 と刺激方法を新規に開発するための

臨床研究を推進す る。

(5)新 型コロナ ウイルス等予防ワクチン開発研究

の推進

新型コロナ ウイルスを含め、新たなコロナ

ウイルスに対応可能なワクチン開発研究を

推進する。

百 万 円

120

60

100

百 万 円

120

60

100

百万円

0

0

0

福 祉 保 健 局 一2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)社 会福祉法人の指導検査等

ア 福祉サー ビス第三者評価システム

サー ビス提供事業者の質の向上を図 り、

福祉サー ビスの利用者が安心 してサービ

スを選択できるための仕組みづくりとし

て、第三者機関によるサービス評価 を実

施する。

イ デジタル技術を活用 した社会福祉施設等に

対する指導検査の推進

指導検査に係る事業者及び行政双方の事

務負担の軽減、利便性の向上を図るため

対面 ・書面による業務プロセスの効率化

に向けて効果的なデジタル技術の活用に

必要な環境の整備を推進す る。

(7)社 会福祉施設 ・医療施設等耐震化促進事業

耐震診断 ・改修等が必要な施設へ訪問 し、

施設の状況に応 じた相談や提案、ア ドバイ

ザーの派遣等を実施す ることにより、耐震

化の促進を図る。

(8)耐 震化の推進(再 掲)

民間社会福祉施設の耐震化を促進 し、震災

時の施設入所者等の安全 を確保するため、

耐震診断 ・耐震改修工事等に必要な経費を

補助する。

補助率 耐震診断4/5

耐震改修工事等

Is値0.3未 満7/8

0.3～0.713/16

百 万 円

54

102

7

21

百 万 円

56

29

12

32

百万円

△2

73

△5

△11
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

2高 齢社会対策の推進

(1)介 護保険制度の運営

ア 介護保険給付費負担金等

介護保険法に定められた保険給付に要す

る費用の都負担分

負担割合 ① ②以外のもの

保険料50%

国25%都12.5%区 市

町村12.5%

② 介護保険施設及び特定

施設入居者生活介護 に

係 るもの

保険料50%

国20%都17.5%区 市

町村12.5%

イ 地域支援事業交付金

介護保険法に定められた地域支援事業に

要する費用の都負担分

百 万 円

163,636

155,005

8,550

百 万 円

154,234

145,810

8,349

百 万 円

9,402

9,195

201
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 低所得者特別対策事業

介護保険の導入に伴 う負担の激変緩和や

負担の均衡などを図るため、低所得者 に

対 し、利用者負担を軽減す る。

(ア)障 害者ホームヘルプサービス利用者 に

対する負担軽減措置

(イ)離 島等における特別地域加算に係 る利

用者負担軽減措置

(ウ)社 会福祉法人等による生計困難者 に対

する利用者負担軽減措置

社会福祉法人等による利用者負担軽

減措置(国 制度)

対象者20,898人

介護保険サー ビス提供事業者 による

利用者負担軽減措置(都 制度)

対象者520人

百万円

81

1

規 模

(12人)

1

規 模

(25人)

79

百万円

75

1

(12人)

1

(26人)

73

百万円

6

0

(0人)

0

(△1人)

6
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)地 域包括ケア体制の推進

ア 地域包括支援センター職員研修等事業

地域包括支援セ ンターの職員に対 して研

修等を実施 し、セ ンターの運営に係 る能

力向上を図る。

イ 自立支援 ・介護予防に向けた地域ケア会議

推進事業

地域づ くり・資源開発、政策形成 につな

が りやすい地域ケア会議の実現のため、

講師養成研修を実施 し、地域や組織の実

情にあった独 自の研修 を行 えるよう支援

する。

ウ 暮 らしの場における看取 り支援事業

住み慣れた暮 らしの場における看取 りを

支援するため、介護従事者の対応力向上

を図るとともに、看取 りを実施する小規

模事業者へ運営費を補助す る。

工 日比経済連携協定等に基づく外国人看護師

・介護福祉士受入れ支援事業

〔病院会計に計上 されている事業を含む。〕

フィリピン ・イ ン ドネシア ・ベ トナム と

の経済連携協定(EPA)等 に基づき来

日する看護師 ・介護福祉士の資格取得候

補者に対 し、日本語教育や国家試験対策

講座等を実施す る等の受入支援 を行 う。

百万円

252

10

規 模

(732人)

16

規 模

(157人)

18

165

百万円

274

10

(900人)

16

(157人)

20

168

百万円

△22

0

(△168人)

0

(0人)

△2

△3
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 外国人技能実習制度に基づく外国人介護実

習生の受入れ支援事業

介護職種の外国人技能実習生を受け入れ

る民間高齢者福祉施設に対 し、実習生へ

の技能移転及び 日本語学習に要する経費

の一部を補助す る。

補助率1/2

力 外国人介護従事者受入れ環境整備事業

介護事業者が外国人介護従事者 を円滑に

受け入れ られるよう、経営者等向けセ ミ

ナーや指導担当者向けの研修 を実施する

とともに、外国人留学生を雇用 し奨学金

を給付する事業者に対 し、必要な経費の
一部を補助する。

(3)認 知症高齢者に対す る支援

ア 認知症施策推進事業

認知症に対する中長期的な施策 を立案す

るため 「認知症施策推進会議」を運営す

るとともに、都民への普及啓発 を図る。

イ 高齢者権利擁護推進事業

高齢者虐待の予防及び早期発見等の迅速

かつ適切な体制を確保す るため、区市町

村や介護保険事業者等における人材育成

及び指導体制の強化を図る。

百 万 円

8

35

1,702

9

64

百 万 円

17

43

1,763

13

59

百万円

△9

△8

△61

△4

5
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 認知症疾患医療セ ンター運営事業

認知症疾患医療セ ンターを設置 し、地域

における医療 ・福祉相互の具体的連携体

制を構築することにより、認知症疾患の

保健医療水準の向上を図る。

負担割合 国1/2、都1/2

事業概要 認知症に係 る専門医療

認知症アウ トリーチチーム

の設置

専門人材の育成

認知症の人 とその家族等へ

の支援の充実

地域連携推進の充実

工 認知症 とともに暮 らす地域あん しん事業

認知症の早期診断に向けた認知機能検査

を推進するとともに、認知症の初期か ら

中 ・重度 となっても認知症高齢者が地域

で安心 して暮 らす ことができるよう、段

階に応 じて適切な支援体制を構築する。

オ 認知症支援推進セ ンター運営事業

認知症の人を地域で支 える医療 ・介護従

事者の認知症対応力向上を図るため、地

方独立行政法人東京都健康長寿医療セン

ターに人材育成拠点を設置 し、多様な研

修会を開催するとともに、認知症疾患医

療センターが実施す る地域における研修

等に対する支援を行 う。

百万円

759

規模

(地域拠点型

12か 所)

(地域連携 型

40か 所)

513

71

百万円

759

(地域拠点型

12か 所)

(地域連携 型

40か 所)

576

69

百万円

0

(地域拠点型

0か 所)

(地域連携型

0か 所)

△63

2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

カ　 AIとIoTに より認知症高齢者問題 を多

面的に解決する東京アプローチの確立

AIとIoTを 用いて認知症の発生 ・進

行プロセスを解明し、認知機能障害への

支援やBPSD防 止支援策を導くことで

認知症高齢者のQOLの 向上や家族 ・介

護者の負担軽減を図る。

キ 若年性認知症総合支援セ ンター運営事業

若年性認知症の人 と家族のためのワンス

トップ相談窓口の設置や、地域包括支援

センター等への支援を行 うことにより、

相談体制を強化 し、若年性認知症の人 と

家族が抱える特有の問題解決 を図る。

ク 若年性認知症支援事業

企業及び事業者向け説明会を開催 し、若

年性認知症の人の居場所づくりや社会参

等を促進することにより、地域における

支援体制の充実を図る。

(4)介 護予防の総合的な取組

ア 新 しい 日常における介護予防 ・フレイル予

防活動支援事業

感染症対策を講 じて集合方式で行 う通い

の場等の活動や、オンラインツールを活

用 して行 う介護予防 ・フレイル予防活動

に取 り組む区市町村を支援す る。

百万円

230

53

規 模

(2か 所)

3

803

416

百万円

230

53

(2か 所)

4

815

404

百万円

0

0

(0か 所)

△1

△12

12
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 短期集中予防サービス強化支援事業

短期集中予防サー ビスに先駆的に取 り組

む区市町村に対 し、定期的な訪問や助言

等一定期間支援 し、要支援者等のセル フ

ケア能力の向上や社会参加の促進 を図る

ウ 介護予防 ・フレイル予防支援強化事業

住民主体の介護予防 ・フレイル予防活動

を推進する区市町村を支援す ることによ

り、地域における介護予防活動の拡充 ・

機能強化を図る。

(ア)介 護予防 ・フレイル予防推進支援セン

ター設置事業

区市町村の介護予防 ・フレイル予防

の取組に対す る総合的 ・継続的支援

を行 うセンターを設置す る。

(イ)介 護予防 ・フレイル予防推進員配置事

業

保健事業 と連携を図 りなが ら、住民

主体の地域づ くりにつながる介護予

防 ・フレイル予防活動を推進する職

員を配置す る区市町村を支援する。

(5)社 会参加の促進

ア シルバーパスの交付

対象者70歳 以上の希望者(寝 たきり

等の状態の者を除く。)

百 万 円

29

358

114

244

20,493

19,989

規 模

(1,132,831枚)

百 万 円

33

378

123

255

20,207

19,710

(1,126,472枚)

百万円

△4

△20

△9

△11

286

279

(6,359枚)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 老人クラブ助成事業

地域の高齢者が自主的にクラブを組織 し

社会奉仕活動や生きがいを高めるための

各種活動を行 うクラブ活動への助成等を

実施する。

ウ 人生100年 時代セカン ドライフ応援事業

人生100年 時代において、高齢者の誰 も

が地域ではつ らつ と活躍できる社会を実

現するため、高齢者の生きがいづくりや

自己実現の機会を提供す る区市町村の取

組を支援する。

生きがい活動等の促進

地域サロンの設置

(新)

工 人生100年 時代社会参加マ ッチング事業

シニア ・プレシニアの継続的な社会参加

を促進するため、委員会を設置 し、効果

的なきっかけづ くり・マッチング等に向

けた施策を立案す るとともに、区市町村

の取組を支援す る。

(6)高 齢者施策に係る新型 コロナウイルス感染症

対策

ア 高齢者施設での新型 コロナ発生時の応援職

員派遣事業

高齢者施設において新型 コロナウイルス

感染症の感染者等の発生により職員が不

足 し区市町村内で応援職員の確保が困難

な場合に、都及び協力団体が広域的な応

援派遣調整を行 う体制 を確保する。

百 万 円

95

規 模

(3,279ク ラ ブ)

359

50

1,074

9

百 万 円

97

(3,343ク ラ ブ)

400

0

1,259

9

百万円

△2

(△64ク ラブ)

△41

50

△185

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 在宅要介護者の受入体制整備事業

介護者が新型 コロナウイルスに感染 した

際に、要介護者が緊急一時的に利用でき

る宿泊施設等に支援員等を配置するな ど

受入体制を整備す る区市町村 を支援する

ウ 介護サー ビス事業所等のサービス提供体制

確保事業

介護サー ビス事業所等が新型 コロナウイ

ルス感染症の影響を最小限に抑 えて必要

な介護サー ビスを継続 して提供できるよ

う、通常時には発生 しないかか り増 し経

費等の支援を行 う。

(7)施 設の整備 ・運営等

ア 健康長寿医療センター

(ア)健 康長寿医療セ ンターへの支援

地方独立行政法人東京都健康長寿医

療センターに対 し、安定的かつ自律

的運営が行えるよう支援する。

百 万 円

185

880

32,575

5,964

5,075

百 万 円

380

870

37,823

5,622

5,112

百万円

△195

10

△5,248

342

△37
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(イ)　AI等 を活用 した認知症研究事業

地方独立行政法人東京都健康長寿医

療センターの有す る臨床 ・研究に係

るビッグデータの活用等により、認

知症予防に資す る研究を推進する。

TOKYO健 康長寿データベース

の構築

AI診 断システム等の構築

認知症 リスクチャー トの作成

(新)

(ウ)高 齢者の健康づ くりに資するスマー ト

ウォッチ等デジタル機器活用事業

地方独立行政法人東京都健康長寿医

療センターの知見等を活用 し、高齢

者のバイタルや身体活動量を計測で

きるスマー トウォッチ等も用いなが

ら、在宅中も健康状態の把握や病気

の予兆を察知できるアプ リの開発等

に繋げるとともに、高齢者の行動変

容を促 し、健康増進を図る。

百万円

484

405

百万円

510

0

百万円

△26

405
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 特別養護老人ホーム

(ア)整 備費補助事業

補助単価1床 当た り

5.0百 万円

(ユニッ ト型個室)

4.5百 万円

(従来型個室)

4.1百 万円

(従来型多床室)

建築価格高騰へ対応する

ための加算

認知症高齢者 グループホ
ーム併設加算

定期巡回 ・随時対応型訪

問介護看護併設加算

夜間対応型訪問介護併設

加算

認知症対応型デイ併設加

算

小規模多機能型居宅介護

併設加算

看護小規模多機能型居宅

介護併設加算

訪問看護併設加算

大規模改修経費

共生型改修 等

(整備率の低い地域に加算あ り)

補助対象 ①社会福祉法人又は区市

町村が整備する場合の

整備費

②社会福祉法人等への貸

付を 目的として、法人

及び個人が整備する場

合の整備費

(オーナー補助)

百万円

12,230

8,568

規 模

(2,783人)

百 万 円

14,565

10,735

(2,603人)

百万円

△2,335

△2,167

(180人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(イ)広 域的に利用す る特別養護老人ホーム

の整備に伴 う地域福祉推進交付金

都全体での特別養護老人ホームの必

要定員数の確保に向け、区市町村が

地域のニーズを超 えた整備に同意す

る場合に、地域福祉を推進するため

の資金を交付す る。

補助単価 計画に定める必要入所

定員総数を超 えた定員

1人 当た り2,500千 円

対象経費 区市町村が地域の実情

に応 じて地域の福祉 を

推進す るために設置す

る基金の造成のための

経費

(ウ)介 護保険施設等の整備に係 る用地確保

支援事業

介護保険施設等の整備促進 を図るた

め、地域の実情に応 じて区市町村が

行 う整備用地の掘 り起 しや土地オー

ナー と整備法人 とのマッチング等の

取組を支援す る。

補助率2/3

基準額561万 円等

百万円

63

規模

(25人)

43

規模

(5区 市町村)

百万円

63

(25人)

49

(5区 市 町村)

百万円

O

(0人)

△6

(0区 市町村)

福 祉 保 健 局 一15
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(エ)区 市町村所有地の活用等による介護基

盤の整備促進事業

区市町村が所有す る未利用の公有地

を社会福祉法人等に貸 し付 ける際や

改築 ・大規模改修 中の広域的施設の

利用者を受け入れ る施設 を整備する

際に区市町村の整備費補助 を支援す

ることで、都市部における介護基盤

の整備を促進す る。

(オ)経 営支援事業

特別養護老人ホームが、介護保険制

度に円滑に対応できるよう、支援 を

行 う。

百万円

134

規 模

(3区 市 町村)

3,422

規 模

(474施 設)

百万円

296

(6区 市 町村)

3,422

(467施 設)

百万円

△162

(△3区 市町村)

0

(7施 設)

福 祉 保 健 局 一16
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 介護老人保健施設

(ア)整 備費補助事業

補助単価1床 当た り

5.0百 万円

(ユニッ ト型個室)

4.5百 万円

(従来型個室)

4.1百 万円

(従来型多床室)

建築価格高騰へ対応する

ための加算

認知症高齢者 グループホ
ーム併設加算

定期巡回 ・随時対応型訪

問介護看護併設加算

夜間対応型訪問介護併設

加算

認知症対応型デイ併設加

算

小規模多機能型居宅介護

併設加算

訪問看護併設加算

大規模改修経費 等

(整備率の低い地域に加算あ り)

(イ)利 子補給

独立行政法人福祉医療機構の融資に

係る利子補給を行い、介護老人保健

施設の建設を促進す る。

対 象 建設資金及び土地取

得資金

期 間30年 間(限 度)

百万円

1,000

719

規 模

(100人)

281

規 模

(115施 設)

百 万 円

1,383

1,061

(254人)

322

(120施 設)

百万円

△383

△342

(△154人)

△41

(△5施 設)

福 祉 保 健 局 一17
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

工 認知症高齢者グループホーム整備促進事業

認知症高齢者に対す る専門的なケアを提

供するグループホームの整備 を推進する

実施主体 区市町村

補 助 率10/10

補助単価 創設型整備

重点整備地域

1ユ ニッ ト当た り

30百 万円

それ以外の地域

1ユ ニッ ト当た り

20百 万円

改修型整備

重点整備地域

1ユ ニッ ト当た り

22.5百 万円

それ以外の地域

1ユ ニッ ト当た り

15百万円

建築価格高騰へ対応するた

めの加算

認知症対応型デイ併設加算

小規模多機能型居宅介護併

設加算

看護小規模多機能型居宅介

護併設加算

区市町村支援事業 等

整備主体 区市町村、社会福祉法人、

医療法人、NPO法 人、民

間企業、土地 ・建物所有者

百 万 円

1,939

規 模

(90ユ ニ ッ ト)

百 万 円

1,101

(61ユ ニ ッ ト)

百 万 円

838

(29ユ ニ ッ ト)

福 祉 保 健 局 一18
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 地域密着型サー ビス等整備推進 事業

地域密着型 サー ビスの整備促進 を図 るた

め、 区市 町村 が行 うサー ビス拠 点等の整

備 に要す る経費 の一部 を補助 す る。

実施主体 区市 町村

補 助 率 基本部分10/10

加算部分3/4

補助単価

基本単価

地域密着型 サー ビス等の整備

1施 設又 は1床 当た り

1.2百 万 円～56百 万 円

(合築等 に よる加算 あ り)

加算単価

地域密着型特別養護 老人ホーム

1施 設 当た り

4.5百 万 円～64.7百 万 円

地域密着型特別養護 老人ホ ーム併

設 シ ョー トステイ

1人 当た り

4.3百 万 円

小規模 多機能型居 宅介護 及び看護

小規模 多機能型居 宅介護

1施 設 当た り

0.8百 万 円～32.0百 万 円

建築価格 高騰へ対応 す るた めの

めの加算

(整備 率の低 い地域 に加 算 あ り)

百万円

1,608

規 模

(93件)

百万円

1,673

(95件)

百万円

△65

(△2件)

福 祉 保 健 局 一19
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

力 定期借地権の一時金に対す る補助

土地の取得が困難な状況に対応 し、特別

養護老人ホーム等の建設のため定期借地

契約等を締結 し、一時金(地 代前払い)

を支払 う場合に補助を行 う。

補 助 率 広域型サービス

路線価の1/2(特 別養護

老人ホーム、介護老人保

健施設にっいては、地価

や整備率に応 じ最大3/4

)又 は10億 円を上限とし

補助率10/10

地域密着型サービス

路線価の1/2又 は10億 円

を上限とし補助率1/2

補助対象 特別養護老人ホーム、介護

老人保健施設、認知症高齢

者グループホーム、小規模

多機能型居宅介護 等

キ 借地を活用 した特別養護 老人ホーム等設置

支援事業

特別養護老人ホーム等 を整備する事業者

に対 し、初期費用軽減のため、借地料の
一部を5年 間補助す る。

補 助 率1/2

補助対象 特別養護老人ホーム、介護

老人保健施設

百万円

3,867

規 模

(15か 所)

246

規 模

(43か 所)

百万円

4,564

(14か 所)

259

(41か 所)

百万円

△697

(1か 所)

△13

(2か 所)

福 祉 保 健 局 一20
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ク ケア付きすまい(賃 貸住宅)

〔鰺 策本部に計上さ極 る事業を〕

(ア)サ ー ビス付き高齢者向け住宅供給助成

(再掲)

有資格者等が常駐 し、サービスを提

供する住宅の整備費等を補助

(イ)サ ー ビス付き高齢者向け住宅整備事業

(医療 ・介護連携強化加算)

住宅政策本部のサービス付 き高齢者

向け住宅供給助成の加算分 として、

医療 ・介護連携を強化す る生活支援

サー ビススペース整備や医療 ・介護

事業所の整備にかかる経費を補助

(ウ)高 齢者向け優良賃貸住宅供給助成

(再掲)

安否確認、緊急時通報サービスを提

供する住宅の家賃減額費等を補助

百 万 円

1,508

1,335

49

124

百 万 円

1,151

956

74

121

百万円

357

379

△25

3

福 祉 保 健 局 一21
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ケ 都市型軽費老人 ホー ム

(ア)運 営費補助事業

都市型軽費老人 ホームに対 して、入

居者 の 自己負担 の軽減 分 を補 助す る

こ とに よ り、低所得者 の利 用促進 を

図る。

(イ)整 備費補助事業

都市型軽費老人 ホームを整備 す る社

会福祉法人等 に対 し、その整備 に要

す る費用 の一部 を補助す る。

補助 単価1人 当た り

2.8～5.0百 万 円

建築価格 高騰 へ対応 す

るための加 算

百万円

3,062

2,608

規 模

(92か 所)

454

規 模

(11か 所)

百万円

3,184

2,563

(90か 所)

621

(14か 所)

百万円

△122

45

(2か 所)

△167

(△3か 所)

福 祉 保 健 局 一22
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

コ 介護医療院

今後増加が見込まれ る慢性期の医療 ・介

護ニーズに対応す るため、介護療養型医

療施設から介護医療院への転換 を行 う法

人等を支援 し、転換整備を促進する。

補助単価1床 当た り

2.2百 万円

(創設)

2.8百 万円

(改築)

1.1百万円

(改修)

サ 高齢者施設等のBCP策 定支援事業

大規模災害時に高齢者施設等が事業を継

続 し、入居者の安全を確保す るため、B

CPの 策定及び策定後の運用管理を支援

する。

シ 高齢者施設等の防災 ・減災対策推進事業

大規模停電時に入居者等の安全を確保で

きるよ う非常用 自家発電設備の整備等を

行 う社会福祉法人等に対 し、経費を補助

する。

補助率3/4

ス 高齢者施設等の感染症対策設備整備推進事

業

高齢者施設等の感染症対策を推進するた

め、簡易陰圧装置の設置等を行 う社会福

祉法人等に対 し、経費 を補助する。

補助率10/10

百万円

77

規 模

(60人)

49

323

702

百 万 円

374

(433人)

47

501

3,399

百万円

△297

(△373人)

2

△178

△2,697

福 祉 保 健 局 一23
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

3少 子社会対策の推進

(1)保 育士等キャリアアップ補助等

ア 保育上等キャ リアアップ補助

保育サー ビス事業者における、保育人材

のキャリアアップを支援 し人材の確保、

定着及び離職防止を図るとともに、保育

サー ビスの質の向上を図る。

イ 保育サー ビス推進事業

保育所等の特性 と創意工夫による自主的

かつ柔軟な施設運営を支援 し、都民の多

様な保育ニーズに対応 した福祉サービス

の確保 と、利用者の福祉の向上を図る。

(2)保 育上等キャ リアアップ研修支援事業

保育所等における リーダー的職員の職務 内

容に応 じた専門性の向上を図るための保育

士等キャリアアップ研修 を実施する指定研

修実施機関を支援す る。

(3)保 育人材確保事業

保育士有資格者の再就職等を支援するため

東京労働局 と連携す る等により、就職支援

研修及び就職相談会を実施す るとともに、

コーディネーターを配置 し、就職相談か ら

定着までの支援を強化す る。また、保育の

仕事に興味のある高校生 を対象 とした、職

場体験及び養成施設への入学者確保イベン

トを実施する。

百 万 円

45,738

30,898

14,840

780

134

百 万 円

44,995

30,249

14,746

427

134

百 万 円

743

649

94

353

0

福 祉 保 健 局 一24
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)保 育従事職員宿舎借 り上 げ支援 事業

保育従事職員 の宿舎借 り上げ支援 を行 う区

市町村 に対 して、その経費 の一部 を補助 す

る。

実施主体 区市 町村

補助基準額1戸 当た り.月82,000円

負担割合 ①認 可保 育所 、認 定 こ ども

園、認 可化 を 目指す認 可外

施設 の常勤保 育士

国1/2、 都1/4、 区市町村

1/8、 事業者1/8

②①以外

都3/4、 区市町村1/8、 事業

者1/8

(5)東 京都保育従事職員等処遇 改善事業(3年 度

補正計上)

認証保育所等 に勤務す る保 育士等の処遇 改

善 を支援す る区市 町村 に対 し、必要な経費

を補助す る。

(6)保 育所等デ ジタル化推進事業

保育士 の業務負担 の軽減 を図 るため、保 育

所等 のデ ジタル化 に必要 な経 費 を補 助す る

負担割合 都1/2、 区市町村1/4、 事業者

1/4

(7)待 機児童解消 区市 町村支援事 業

保育 の実施主体 であ る区市町村 が行 う、地

域 の実情 に応 じた取組 を支援 し、保 育サー

ビス の拡大 を図る。

百万円

12,642

規 模

(33,189人)

317

127

規 模

(79か 所)

11,000

百 万 円

10,187

(28,073人)

0

79

(76か 所)

22,000

百 万 円

2,455

(5,116人)

317

48

(3か 所)

△11,000

福 祉 保 健 局 一25

-96一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(8)賃 貸物件による保育所の開設準備経費補助事

業

保育所の設置促進を図るため、賃貸物件 を

用いた認可保育所の新設に係 る開設前の賃

借料に対 して、支援を行 う。

負担割合 都1/2、 区市町村1/4、 事業者

1/4

(9)保 育所等賃借料補助事業

賃貸物件を活用 した保育所等の開設後の運

営の安定化を支援す るため、建物賃借料を

補助することにより、保育所等の設置促進

を図る。

(10)認 証保育所事業

大都市の多様な保育ニーズに対応するため

零歳児保育又は1歳 児保育や13時 間開所の

義務づけなど、都独 自の基準をもつ認証保

育所の設置を促進す る。また、学齢児の放

課後の居場所 として、認証保育所 を活用す

る。

実施主体 区市町村(区 部財調算入)

補助基準額1人1月

24,670円 ～166,400円

(定員、年齢 ごとに設定)

補 助 率1/2

(11)家 庭的保育事業

保育を要する乳児又は幼児を、都が定める
一定の要件を満たす者が自宅等で保育する

家庭的保育事業の促進を図る。

百万円

1,010

規 模

(63か 所)

12,664

規 模

(988か 所)

3,389

規 模

(A型

118か 所)

(B型

16か 所)

45

規 模

(57人)

百万円

2,113

(131か 所)

10,206

(918か 所)

3,476

(A型

122か 所)

(B型

16か 所)

49

(61人)

百万円

△1,103

(△68か 所)

2,458

(70か 所)

△87

(A型

△4か 所)

(B型

0か 所)

△4

(△4人)

福 祉 保 健 局 一26
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(12)定 期利用保育事業

パー トタイ ム労働者等 に対す る保 育サー ビ

ス拡充 のため、都独 自の定期利 用保 育事業

を実施す る。

実施主体 区市 町村

補 助 率1/2

(13)緊 急1歳 児受入事業

認可保育所 の空 き定員 、余裕 スペ ース を有

効 に活用す る ことで、1歳 児 に対す る保 育

サー ビスの拡大 を図 る。

負担割合

①定員変更 あ り

都7/8、 区市町村1/8

②定員変更 な し

都3/4、 区市町村1/4

(14)認 証保育所1歳 児受入促進事 業

認証保育所 にお け る空 き定員 等 を有効 に活

用す るこ とで、1歳 児 に対す る保 育サー ビ

ス の拡大 を図る。

負担割合 都1/2、 区市町村1/2

百万円

623

規 模

(延

218,872人)

128

規 模

(100人)

68

規 模

(245か 所)

百万円

629

(延

218,872人)

205

(97人)

70

(251か 所)

百万円

△6

(延

0人)

△77

(3人)

△2

(△6か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(15)保 育所等利用多子世帯負担軽減事業

児童が2人 以上いる世帯に対 し、私立認可

保育所等に通 う実際の第2子 、第3子 以降

の保育料の利用者負担分にっいて、負担軽

減を行 う区市町村を支援す る。

実施主体 区市町村

内 容 実際の第2子 半額

実際の第3子 以降 無償化

負担割合 都10/10

(16)認 可外保育施設利用支援事業

区市町村が実施す る認可外保育施設の利用

者負担の軽減に要す る経費の一部を補助す

る。また、児童が2人 以上いる世帯に対 し

て、実際の第2了 、第3子 以降の更なる利

用者負担軽減を行 う区市町村を支援する。

実施主体 区市町村

補助基準額(1人 当た り月額上限)

①利用者負担軽減

0～2歳 児(住 民税非課税世帯)

25,000円

0～2歳 児(住 民税課税世帯)

40,000円

3～5歳 児20,000円

負担割合 都1/2、 区市町村1/2

②多子世帯への更なる負担軽減

実際の第2子 実質半額

実際の第3子 以降 実質無償化

負担割合 都10/10

百 万 円

8,589

規 模

(20,747人)

3,190

規 模

(18,321人)

百 万 円

9,579

(20,822人)

3,732

(19,985人)

百万円

△990

(△75人)

△542

(△1,664人)

福 祉 保 健 局 一28
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(17)ベ ビー シ ッター利用支援事業

待機児童 の保護者 、育児休 業を1年 間取得

した保護者及 び突発 的な事情 等に よ り一時

的 に保育 を必要 とす る保護者 が認 可外のベ

ビー シ ッター を利用す る場合 の利 用料の一

部 を補助す る とともに、保 育の質向上 に取

り組む事業者 を支援す る。 また、学齢児 の

長時 間預 か り等 のニーズに対応 す るた め、

「一時預 か り利用支援 」の対象者 に小学生

を追加す る。

待機児童 の保護者 、育児休 業 を1年 間取

得 した保護者へ の補助

補助基準額1時 間当た り2,250円

保育短 時間認 定の者

月160時 間上 限

保育標 準時間認 定の者

月220時 間上 限

夜 間帯保 育を要す る者

.月220時 間上 限

負担割合 ①待機児童

都7/8、 区市 町村1/8

②育児休 業1年 間取得者

都10/10

③夜 間帯保 育 を要す る者

都10/10

早朝 ・夜 間利用 時の補助基 準額 の上乗せ

上乗せ額1時 間当た り400円 又 は

800円
一時預 か り支援

対象児童0歳 児 ～小 学3年 生まで

補助基準額1時 間当た り2,500円

(夜間帯利 用の場合は、

1時 間当た り3,500円)

児童1人 当た り年144時

間上 限(多 胎児 の場合 は

年288時 間上 限)

負担割合 都10/10

百万円

811

規 模

(230人)

(830人)

百万円

806

(420人)

(890人)

百万円

5

(△190人)

(△60人)

福 祉 保 健 局 一29
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(18)区 市町村認可居宅訪問型保育促進事業

区市町村認可の居宅訪問型保育に要する区

市町村の負担を軽減す る。

(19)保 育所等の質の確保 ・向上のための巡回支援

指導事業

保育所等が質の確保に資す る基準を遵守 ・

留意するとともに、保育中の重大事故を防

止するため、基準の遵守状況や睡眠中等の

重大事故が発生 しやすい場面等に関する巡

回支援 ・指導を行 う区市町村を支援する。

(20)医 療的ケア児保育支援事業

医療的ケア児が保育所等の利用を希望する

場合に、受入れが可能 となるよう、保育所

等の体制を整備 し、医療的ケア児の地域生

活支援の向上を図る。

(21)子 供主体の保育普及促進事業

自然環境を活用 した保育等の実践に係 るセ

ミナーの開催やア ドバイザー派遣等により

保育所等における 「子供主体の保育」の普

及促進を図る。

(22)了 供 ・了育て応援 とうきょう事業

子育て支援に取 り組む様々な分野の機関、

団体、区市町村 との連携 ・協力により、社

会全体で子育てを支援す る取組 を推進 し、

子供 と子育て家庭を応援す る機運の醸成 を

図る。

百万円

143

規 模

(110人)

190

325

規 模

(17か 所)

13

37

百万円

215

(160人)

321

66

(10か 所)

13

56

百万円

△72

(△50人)

△131

259

(7か 所)

0

△19
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(23)チ ャ ッ トポ ッ トに よる子 育て支援 情報の発信

東京 の子育 てに関す る情報 をま とめた 「と

うき ょ う子育 て応援 ブ ック」の内容 をも と

に、子育 て相談 のチャ ッ トポ ッ トを作 り、

保護者 が必要 な情報 を入 手 しや すい環境 を

整備す る。

(新)

(24)「 東京都 こ ども基本条例 」に関す る理解促進

事業

子供や保護者等 に対 し、条例 の内容 を分か

りやす く伝 え、子供 の意 見表 明や地域社 会

等へ の参加促進 、子供 の権利擁護 に関す る

理解促進 を図る。

(新)

(25)ヤ ングケアラー支援事業

ヤ ングケアラー を早期 に発 見 して適 切な支

援 につ なげ られ る よ う、関係機 関の連携 強

化 を図る とともに、ヤ ングケア ラーが抱 え

る悩み を相談 ・共有す るための相 談支援 体

制 を整備す る。 また、ヤ ングケア ラー に対

して家事ヘルパ ー派遣等 を実施 す る。

(26)了 育て推進交付金

地域 の実情 に応 じ、創意 工夫 に よる子育て

支援全般 の充実 が図れ るよ う、市町村 に交

付す る。

百 万 円

14

40

79

21,745

百 万 円

O

O

O

21,439

百万円

14

40

79

306
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(27)学 童クラブ事業費補助

保護者が労働等により昼間家庭にいない小

学校就学児童に対 して、授業終了後等に小

学校の余裕教室等を活用 して遊び及び生活

の場を与えて、その健全な育成 を図る。ま

た医療的ケア児等に対す る支援の充実を図

る。

(28)都 型学童クラブ事業

開所時間の延長や職員の配置など、都独 自

の基準を満たす民間学童 クラブを支援する

ことによ り、都市型の利用者ニーズに対応

したサー ビス向上を図る。また、放課後子

供教室 との一体型 として実施す る等の要件

を満たす都型一体型学童 クラブを支援する

実施主体 区市町村

補 助 率1/2

補助対象 民設民営、公設民営

(29)子 供の居場所創設事業

地域全体で子供や家庭を支援す るため、子

供に対 して学習支援や食事の提供等を行 う

居場所を創設する区市町村に対する補助 を

行 う。

実施主体 区市町村

補 助 率 運営費1/2

開設準備経費10/10

(30)子 供の貧困対策支援事業

生活に困窮する要支援家庭やひとり親家庭

等を必要な支援につなげるため、専任職員

を配置する区市町村を支援す る。

百万円

6,921

規 模

(2,679単 位)

1,148

規 模

(760単 位)

171

規 模

(19か 所)

35

規 模

(9か 所)

百万円

6,007

(2,642単 位)

1,018

(650単 位)

76

(8か 所)

46

(12か 所)

百万円

914

(37単 位)

130

(110単 位)

95

(11か 所)

△11

(△3か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(31)児 童相談体制の強化

ア 児童相談所の体制強化

虐待相談件数が増加 していること等を踏

まえ、児童相談所の体制を強化する。

(新)

都立練馬児童相談所(仮称)(相 談部門)

を設置するための工事実施設計

(新)

多摩地域における新たな都立児童相談

所の設置に向けた調査
一時保護所の充実(都 立立川児童相談

所(一 時保護所)の 改築等)

サテライ トオフィス等の拡大

(新)

トレーニングセンターの設置

(新)

研修の更なる充実に向けた研修業務の
一部外部委託化

児童虐待防止の普及啓発 等

(新)

イ 児童相談所におけるAI音 声マイニングシ

ステムの導入

児童相談所のケースワークにおける正確

な記録の補助を行 うため、電話の音声デ
ータの文字起こしを行 うシステムを導入

す るとともに、スマー トフォンの内線化

を進めることで、業務の効率化を図る。

百 万 円

1,048

548

215

百万円

694

423

0

百 万 円

354

125

215

福 祉 保 健 局 一33
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

ウ 児童相談におけるデジタル化推進事業

区市町村におけるデジタル化 を推進 し、

テ レビ会議等の活用による業務負担の軽

減を図る。

工 児童虐待を防止す るためのSNSを 活用 し

た相談事業

児童虐待を防止す るため、児童本人及び

その保護者にとって身近なLINEを 活

用 し、よ り相談等にアクセス しやすい環

境を提供する。

オ 児童相談所情報標準化 ・人材育成事業

精度の高い虐待 リスク判定を可能とする

プログラムを開発 し、児童虐待の未然防

止 ・早期発見及び児童福祉司等の人材育

成を図る。

力 児童福祉人材の確保 ・育成

東京の福祉のセーフティネ ッ トを担 う質

の高い人材を安定的に確保 し、定着へ と

つなげるため、総合的な取組 を実施する

キ 未就園児等全戸訪問事業

未就園児等で行政機関等 との接点が少な

い家庭への訪問を実施 し、児童の安全確

認及び養育環境の把握 を行 う区市町村 を

支援する。

実施主体 区市町村

負担割合 国1/2、 都1/4、 区市町村

1/4

百 万 円

3

91

41

142

8

百 万 円

0

126

37

100

8

百万円

3

△35

4

42

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(32)社 会的養護の充実

ア 専門機能強化型児童養護 施設制度

民間の児童養護施設に治療的 ・専門的ケ

アが実施できる体制を整備 し、問題 を抱

えた児童の入所に対応す る。

イ 養護児童グループホームの推進

施設から独立した家屋 を活用 して、児童

養護施設に入所 している児童 を、より家

庭的な環境の中で養護す る。

ウ グループホーム ・ファミリーホーム設置促

進事業

家庭的養護の推進を図るため、グループ

ホームやファミリーホームの職員 に対す

る支援体制を強化す る。

エ 自立支援強化事業

児童養護施設に入所 している児童の自立

に向け、入所中及び退所後の支援体制を

強化する。

オ 児童養護施設等職員宿舎借 り上げ支援事業

児童養護施設及び乳児院等を運営する事

業者が、職員用の宿舎 を借 り上げた場合

に、その経費を補助す ることにより、人

材の確保及び定着を図る。

補助基準額1戸 当た り月82,000円

負担割合 都1/2、 事業者1/2

百万円

5,787

546

規 模

(44か 所)

3,641

規 模

(171か 所)

555

規 模

(77か 所)

121

規 模

(11か 所)

55

規 模

(161人)

百万円

5,367

556

(46か 所)

3,718

(165か 所)

503

(72か 所)

216

(36か 所)

53

(153人)

百万円

420

△10

(△2か 所)

△77

(6か 所)

52

(5か 所)

△95

(△25か 所)

2

(8人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

力 社会的養護従事者処遇改善事業

社会的養護関係施設等の従事者の処遇改

善を行 うために必要な経費を補助する。

キ 新生児委託推進事業

家庭で適切な養育を受けられない新生児

を対象 として、特別養子縁組ができるよ

う、乳児院を活用 して養子縁組里親の養

育力向上のための研修や新生児 と養子縁

組里親の交流支援を行 うことにより、新

生児委託を推進す る。

ク 乳児院の家庭養育推進事業

乳児院に精神科医師、治療指導担当職員

及び里親交流支援員等 を配置 して治療的
・専門ケアができる体制を整備するとと

もに、里親子の交流支援の取組等を強化

することにより、入所児童の家庭復帰及

び養育家庭等への委託 を促進する。

ケ フォスタリング機関(里 親養育包括支援機

関)事 業

里親のリクルー トからマッチング、継続

的な支援を包括的に実施す ることにより
一貫 した相談 ・支援を提供するフォスタ

リング機関事業を先行実施す る。

百万円

288

24

規模

(2か 所)

230

規模

(10か 所)

231

規模

(3か 所)

百万円

0

24

(2か 所)

213

(10か 所)

73

(1か 所)

百万円

288

0

(0か 所)

17

(0か 所)

158

(2か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

コ 里親養育専門相談事業(里 親了のサポー ト

ネ ッ ト)

チーム養育の中で調整できなかった課題

や疑問について、専門相談員が第三者の

立場か ら、里親や児童相談所の意見を聴

き、調整する仕組みを児童福祉審議会の

もとに設置することにより、子供の利益

を守るとともに権利擁護 を図る。

(新)

サ 施設運営力向上コンサルテーション事業

被措置児童虐待が発生する等、運営に課

題 を抱える施設に対 して、個別 コンサル

テーシ ョンを実施 し、人材育成や組織管

理能力を向上させ、重大事故の再発 ・未

然防止 を図る。

(新)

シ 社会的養護施設退所者等への支援

18歳で措置解除 となった施設退所者等が

安定 した生活を送るため、施設職員等に

よるきめ細やかなアフターケアが行える

よう近隣のアパー トを借 り上げ、退所者

等に提供する施設等を補助する。

自立支援強化事業(再 掲)等

百 万 円

11

26

59

百 万 円

11

0

0

百万円

0

26

59

福 祉 保 健 局 一37
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(33)東 京ユー スヘル スケア推進事 業

中高生等 の思春期特有 の健康 上の悩みや妊

娠 を考 える男女 のプ レコンセプシ ョンケア

な どに対応 できる よ う、相 談の実施 方法や

医療機 関 との連携 、受診支援 に向 けた取組

を進 める。

(34)不 妊検査等助成

早期 に検査 を受 け、必要 に応 じて適 切な治

療 を開始す るために、夫婦 間(い わ ゆる事

実婚 を含む)の 不妊検査及 び一般 不妊治療

の一部 につ いて助成 を行 う。

(35)不 妊治療費助成

不妊治療 の経済 的負担 の軽減 を図 るた め、

医療保険 が適用 されず 、高額 の医療 費がか

か る夫婦 間(い わゆ る事 実婚 を含 む)の 特

定不妊治療 の一部 を助成す る。 また、女性

が 自らのライ フプラ ンについて、適 切な選

択が行 えるよ う、卵子凍結 の正 しい知識 の

普及啓発 を行 うほか、卵子凍結 に関す る助

成対象疾患拡充 のため、専門医に ヒア リン

グを行 う。

(36)不 育症検査助成

妊娠 しても流産 を繰 り返す反復 ・習慣 流産

等(い わゆる不育症)に ついて、 リス ク因

子 を特定 し適切 な治療 、出産 につなげ るた

めの検査 に要す る経費 の一部 を助成 す る。

百万円

100

528

規 模

(延

10,040人)

6,337

規 模

(延

24,051人)

65

規 模

(延

1,250人)

百 万 円

0

470

(延

8,870人)

5,525

(延

22,702人)

62

(延

1,200人)

百万円

100

58

(延

1,170人)

812

(延

1,349人)

3

(延

50人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(37)と うき ょ うママパパ応援事業

妊娠 ・出産期 か ら子育 て期 にわた る切れ 目

ない支援 が行 われ るよ う、育児 パ ッケー ジ

の配布や相談支援体制 の構築 等、区市町村

の取組 を支援す る。

育児パ ッケー ジの配布

専 門職 による妊婦全数 面接

産前 ・産後 サポー ト事業

産後 ケア事業

産後家事 ・育児支援事業

コロナ禍 での取組 として、家事負 担の

軽減 に資す る よ う、家事支援 用品の購

入支援 をメニューに追加 し、子育て家

庭 を応援す る。

多胎児家庭支援事業

人材育成

バー スデー サポー ト 等

(38)東 京都 出産応援事業 ～ コロナに負 けない!～

コロナ禍 にお いて、 これ か ら子供 を産み育

てたい と考 えてい る家庭 を応援 ・後押 しす

るた め、子育 て支援 サー ビスの利 用や育児

用 品等 の購入 に係 る経済 的負担 を軽減 す る

とともに、あわせ て具体 的な子 育てニーズ

を把握 し、今後 の施策へ反 映す る。

百万円

4,410

規 模

(62か 所)

4,956

百 万 円

2,950

(62か 所)

10,097

百万円

1,460

(0か 所)

△5,141
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(39)生 涯 を通 じた女性 の健康支援事 業

女性 の心身 の健康や不妊 不育に関す る相 談

を行 うとともに、妊娠 ・出産 に関す る悩み

につい ての専用相談 を実施 し、特定妊婦 と

疑 われ る場合 には、医療機 関等への同行 支

援等 を行 う。 また、LINEを 活 用 した妊

娠不安相談や妊産婦 が抱 える不安に対応 し

た助産師 によるオ ンライ ン相 談 を行 うとと

もに、妊娠等 に関す る正確 な知識 が広ま る

よ う、普及啓発 を実施す る。

妊娠相談 ほっ とライ ン

妊産婦 に対す るオ ンライ ン相 談

妊娠適齢期 に特化 した広報 の充実

特定妊婦等 に対す る産科受診 等支援

LINEを 活用 した妊娠 不安相 談 等

(新)

(40)と うき ょ う子育 て応援パ ー トナー事業

妊娠期 か ら就学前 にかけて、子供 と家庭 に

寄 り添い 、あ らゆ る支援 をコーデ ィネー ト

す る人材 を育成 し、安 心 して子育てがで き

る環境 を整備す る。

(新)

(41)予 防 のための子供 の死 亡検証(CDR)

子供 の死 亡事例 にっ いて、福祉 、保健 、教

育等 の関係機 関 と連携 しなが ら、社 会的背

景や環境要 因等 の分析等 を行 い、効果的な

予防対策 を提言す ることで、将来に向 けた

予防 につ なげてい く。

百 万 円

121

48

20

百万円

99

0

0

百万円

22

48

20

福 祉 保 健 局 一40
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(42)児 童手 当等 の支給

ア 児童育成手 当(障 害手 当)

実施主体 都 、区市 町村(区 部財調算入)

手 当 額 児童1人1.月15,500円

対 象 者 次 のいずれ かの20歳 未満 の障

害児 を扶養 してい る者

(施設入所児童 を除 く。)

①身体 障害1・2級 程度

②知 的障害1～3度 程 度

③脳性麻痺 、進行性 筋萎縮 症

所得制 限 扶養親族2人 の場合

保護者年収 概 ね613万 円未満

(国 の特別 障害者手 当の所得 制限額 に準

じる。)

イ 児童育成手 当(育 成手 当)

実施主体 都 、区市 町村(区 部財調算入)

手 当 額 児童1人1.月13,500円

対 象 者 父又 は母 がいないか重度障害

等 の状態 にあ る18歳 に達す る

年度末 までの児童 を扶養 して

いる者

(施設入所児童 を除 く。)

所得制 限 扶養親族2人 の場合

保護者年収 概 ね613万 円未満

(都 の児童育成手 当(障 害手当)の 所 得

制 限 と同 じ。)

百万円

35,331

576

規 模

(延

37,156人)

8,353

規 模

(延

618,595人)

百 万 円

36,598

593

(延

38,260人)

8,453

(延

625,951人)

百 万 円

△1,267

△17

(延

△1,104人)

△100

(延

△7,356人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 児童手 当

実施主体 区市町村

手 当 額

3歳 未満1人1.月15,000円

3歳 以上小学校修 了前

第1・2了1人1月10,000円

第3子 以 降1人1.月15,000円

小学校修 了後 中学校修 了前

1人1月10,000円

所得制 限以 上

中学校修 了前1人1.月5,000円

対 象 者15歳 到達後最初 の年 度末まで

の児童 を養 育 してい る者

所得制 限 扶養親族3人 の場合

保護者年収 概 ね960万 円未満

工 児童扶養手 当

実施主体 区市部 区市、町村部 都

手 当 額

第1子(全 部支給)1人1月43,160円

第1子(一 部支給)1人1月

10,180円 ～43,150円

第2子(全 部支給)1人1月10,190円

第2子(一 部支給)1人1月

5,100円 ～10,180円

第3子(全 部支給)1人1月6,110円

第3了(一 部支給)1人1月

3,060円 ～6,100円

対 象 者 父又 は母 と生計を同 じく して

いない18歳 に達す る年 度末ま

での児童 を養 育 してい る親 又

は養育者

所得制 限

扶養親族1人 の場合 保護者年 収

(全部支給)概 ね160万 円未満

(一部支給)概 ね365万 円未満

百 万 円

26,036

規 模

(延

17,349,400人)

366

規 模

(延

13,654人)

百 万 円

27,187

(延

18,360,329人)

365

(延

13,428人)

百 万 円

△1,151

(延

△1,010,929人)

1

(延

226人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(43)ひ とり親家庭支援セ ンター事 業

東京都ひ と り親家庭支援 セ ンター を、 区部
・多摩部 にそれ ぞれ1か 所ず つ設 置 し、ひ

とり親家庭や 関係者 に対す る相 談支援や普

及啓発等 を実施す る。

区 部1か 所

多摩部1か 所

(44)ひ とり親家庭就業推進事業

(3年 度補正計上)

コロナ禍 で雇用 が不安 定な状 況にあ るひ と

り親家庭等 の 自立を支援す るため、一人ひ

とりの希望や適性 に応 じて、 目標設 定か ら

ス キル ア ップ訓練 、就職 直後 の フォ ロー に

至 るまで一貫 して支援す る。

(45)若 年被害女性等支援事業

暴力被害等 の困難 を抱 えた若年 女性 に対 し

て、 ア ウ トリー チに よる相 談支援 や居場所

の確保等 を行 う民間団体 と連携 し、公 的機

関へ の 「つ なぎ」 を含 めたアプ ローチ を実

施す るこ とに よ り若年女性 の 自立の促進 を

図 る。

(46)養 育 困難児童 の受入体制整備事 業

保護者 が新型 コロナ ウイル ス感 染症 に感 染

し、養育 が困難 となった児童 の受入体制 を

整備す る区市 町村 を支援す るとともに、医

療機 関にお ける児童 の一 時保護委 託 を推進

す る。

百 万 円

119

47

193

66

百 万 円

109

0

107

67

百万円

10

47

86

△1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(47)児 童福祉施設等整備費補助

児童館

学童クラブ

児童養護施設

母子生活支援施設

乳児院

院内保育施設

病児保育施設

(新)

(48)学 童クラブ待機児童対策提案型事業

学童クラブ待機児童対策計画を策定 した区

市町村が、計画に基づき地域の実情に応 じ

た創意工夫により都に提案 した取組 を支援

する。

学童クラブ事業費補助(再 掲)

児童館等 「学童クラブ」(再 掲)等

百万円

805

規模

(19か 所)

(42か 所)

(23か 所)

(1か 所)

(1か 所)

(5か 所)

(2か 所)

344

百万円

1,914

(34か 所)

(33か 所)

(12か 所)

(3か 所)

(0か 所)

(5か 所)

(3か 所)

O

百万円

△1,109

(△15か 所)

(9か 所)

(11か 所)

(△2か 所)

(1か 所)

(0か 所)

(△1か 所)

344
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

4障 害者施策の推進

(1)障 害者 ・障害児地域生活支援3か 年プラン

期間 令和3年 度～令和5年 度

目標 ①3か 年で約7,700人 分の施設を重

点的に整備

②障害者の地域生活支援 と就労促進

のため、地域生活基盤 を整備

内容 設置者負担の1/2等 を特別に補助

共同生活援助

短期入所事業

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就

労継続支援

重症心身障害児(者)通 所事業

主に重症心身障害児を受け入れる児童発

達支援事業所、放課後等デイサービス

百万円

1,340

規 模

(21か 所)

(18人)

(3か 所)

(19か 所)

(10人)

百万円

1,741

(30か 所)

(14人)

(6か 所)

(24か 所)

(10人)

百万円

△401

(△9か 所)

(4人)

(△3か 所)

(△5か 所)

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)地 域移行促進 コーデ ィネ ー ト事 業

入所施設 に地域移行促進 コーデ ィネー ター

を配置 し、担 当す るブ ロックの課題 分析 や

区市町村 、相談支援事業者等 との連携 を支

援す るこ とに よ り、地域移行 を促進 す る。

(3)共 生社会実現 に向けた障害者理解促進 事業

障害者 の差別解 消に向けた体制整備 や普及

啓発 を行 うとともに、ヘル プマー クやヘル

プカー ドの普及 を図 ることで、共生社 会の

実現 を 目指す。

(新)

(4)障 害者施設等 のBCP策 定支援 事業

大規模災害発生 特等 において、利 用者 の安

全 を確保 しなが ら障害者施設 等が事業 を継

続で きるよ う、実効性 のあ るBCP策 定 に

向けた普及啓発や専 門的な支援 等 を行 う。

(5)「 東京チ ャ レンジオフ ィス」の運 営

都庁 にお いて障害者 が会計年度任 用職員 や

短期実習生 として就 労経験 を積 む拠 点 を設

置 し、就労機会 を提供す ることで、一般 企

業へ の就労 を促進す る。

(6)福 祉 ・トライ アル シ ョップの展 開

福祉施設 の 自主製 品を販 売す る通販 サイ ト

を構築運用す る とともに、 トライアル シ ョ

ップ を都庁 内な どで運 営 し、障害者 の工賃

向上へ の取組 を推進す る。

百万円

73

規 模

(10か 所)

48

31

81

235

規 模

(3か 所)

百万円

73

(10か 所)

48

0

81

198

(3か 所)

百万円

O

(0か 所)

0

31

0

37

(0か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(7)区 市町村ネ ッ トワークによる共同受注体制の

構築

関係者会議等を開催 し、共同受注体制の構

築や民需及び官公需の開拓を行 うことで、

障害者就労施設における受注拡大及び工賃

向上を図る。

(8)精 神障害者就労定着連携促進事業

精神障害者就労支援連絡会を設置 し、医療

機 関 ・就労移行支援事業所 ・企業等の連携

を促進するとともに、各障害者就業 ・生活

支援センターに医療機関連携 コーディネー

ターを配置 し、就労を希望す る精神障害者

を就労支援機関につなぐことで、企業等へ

の就労 と定着の促進を図る。

(新)

(9)就 労移行支援事業におけるテレワーク等支援

力向上事業

就労移行支援事業者等向けに、新 しい 日常

におけるテ レワーク等の多様な働 き方に対

応するための研修や事例紹介等を行い、障

害者の円滑な就職活動及び就労促進 ・定着

を実現する。

(10)デ ジタル技術を活用 した重度障害者に対する

就労支援事業

遠隔操作が可能な分身 ロボッ トや意思伝達

システム等を活用 し、重度肢体不 自由等の

重度障害者の就労を支援す る事業スキーム

を構築する。

百万円

26

42

6

1

百万円

26

42

0

5

百万円

0

0

6

△4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(11)心 身障害者(児)手 当の支給

ア 重度心身障害者手当

実施主体 都

手 当 額1人1,月60,000円

対 象 者 重度知的障害と重度身体障害

との重複者等

(65歳以上の新規対象者、3か

月以上の入院者及び施設入所

者を除く。)

所得制限 扶養親族な しの場合

本人年収 概ね518万 円以下

(国の特別障害者手当の所得制限額に準

じる。)

イ 心身障害者福祉手当

実施主体 都、区市町村(区 部財調算入)

手 当 額1人1,月15,500円

対 象 者 次のいずれかの20歳 以上の障

害者

①身体障害1・2級 程度

②知的障害1～3度 程度

③脳性麻痺、進行性筋萎縮症

(65歳以上の新規対象者及び

施設入所者を除く。)

所得制限 扶養親族なしの場合

本人年収 概ね518万 円以下

(国の特別障害者手当の所得制限額に準

じる。)

百 万 円

13,850

6,932

規 模

(9,548人)

6,918

規 模

(37,247人)

百 万 円

13,861

6,939

(9,559人)

6,922

(37,498人)

百万円

△11

△7

(△11人)

△4

(△251人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(12)居 宅介護等事業

ア 居宅介護等事業

障害者(児)の 家庭等に対 し、ホームヘル

パーを派遣 して 日常生活を営む上で必要

なサー ビスを提供す ることにより、障害

者(児)の 自立と社会参加を促進する。

実施主体 区市町村

負 担 率1/4

対 象 者 障害のため独立 して 日常

生活を営むことに支障が

ある者

事業内容 身体介護、家事援助、重

度訪問介護、重度障害者

等包括支援、乗降介助、

行動援護、同行援護

利用者負担 所得階層別に上限額を設

定

イ 重度訪問介護等の利用促進に係 る市町村支

援事業

重度障害者の割合が著 しく高い等の理由

で訪問系サー ビスの給付費が国庫負担基

準を超えている市町村に対 し財政支援 を

行 うことで、障害者の地域生活 を支援す

る。

百 万 円

13,117

12,863

規 模

(延

14,053,591時 間)

254

百 万 円

12,366

12,201

(延

13,251,598時 間)

165

百 万 円

751

662

(延

801,993時 間)

89
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(13)デ ジタル技術を活用 した聴覚障害者 コミュニ

ケーション支援事業

デジタル技術を活用 した遠隔手話通訳等を

実施 し都庁内における聴覚障害者の情報保

障を推進する。

(14)障 害者グループホーム体制強化支援事業

身体上又は行動特性上、特別な支援 を必要

とする重度の利用者を受け入れるために、

手厚い職員配置を行 うグループホームの体

制確保を支援する。

(新)

(15)東 京都障害者 ピアサポー ト研修事業

質の高い ピアサポー ト活動実現に向け、ピ

アサポーター として従事す る者や、障害福

祉サー ビス事業所等の管理者等に対 し研修

を行 う。

(新)

(16)障 害福祉サー ビス等人材育成 ・定着支援事業

雇用環境 ・業務管理に係 る課題への解決方

法や、先進事例の紹介等 を行 うことで、障

害福祉サー ビス事業所等における福祉人材

の育成 ・定着に向けた取組を支援する。

百 万 円

7

414

8

11

百万円

7

408

0

0

百 万 円

0

6

8

11
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(17)障 害福祉サー ビス等職員宿舎借 り上げ支援事

業

職員住宅の借 り上げを支援す ることで、福

祉 ・介護人材の確保定着 を図るとともに、

施設による防災の取組を計画的に進 め、地

域の災害福祉拠点として、災害時の迅速な

対応を推進する。

(18)医 療 ・福祉事業所内メンタルヘルスセルフケ

ア等スキル向上支援事業(3年 度補正計上)

事業所におけるメンタルヘルスケアの取組

を促進 し、従事者の心身の負担 を軽減する

ため、管理 ・監督者等向けにオンライン研

修を実施する。

(新)

(19)福 祉 ・介護職員処遇改善事業

福祉 ・介護職員を対象に、賃金改善を行 う

障害福祉サー ビス事業所等に対 して、当該

賃金改善を行 うために必要な経費を支援す

る。

(新)

(20)障 害者支援施設等におけるデジタル技術等活

用支援事業

障害福祉分野における業務の生産性及び支

援の質の向上に向けた取組みを促進するた

め、障害者支援施設等におけるデジタル技

術等の導入を支援す る。

百万円

284

規 模

(813人)

25

5,054

290

規 模

(142か 所)

百万円

150

(254人)

0

0

0

(0か 所)

百万円

134

(559人)

25

5,054

290

(142か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(21)重 症心身障害児等在宅療育支援事業

専門医や看護師による訪問看護 ・訪問健康

診査や、NICU等 からの在宅移行支援等

により、在宅の重症心身障害児等の支援充

実を図る。

重症心身障害児等在宅療育支援センター

訪問看護及び訪問健康診査

訪問看護師等育成研修

在宅療育相談 等

(22)医 療的ケア児に対す る支援のための体制整備

医療的ケア児の支援に係 る関係機関相互の

連絡調整、意見交換を行 う協議会を設置す

るとともに、地域で医療的ケア児等に対す

る支援を適切に行 うことができる人材 を養

成するための研修を実施す る。

(新)

(23)医 療的ケア児支援セ ンター事業

医療的ケア児が心身の状況等に応 じた適切

な支援を受けられ るようにす るため、医療

的ケア児支援センターを設置 し、相談支援

や情報提供を行 うとともに、支援に関わる

人材を養成する。

(新)

(24)在 宅 レスバイ ト・就労等支援事業

重症心身障害児(者)及 び医療的ケア児の家

族の休養(レ スバイ ト)や就労等を支援する

ため、家族に代わって一定時間医療的ケア

等を行 う訪問看護師の派遣に取 り組む区市

町村を支援する。

百万円

201

6

43

規 模

(2か 所)

113

百万円

201

5

0

(0か 所)

0

百万円

0

1

43

(2か 所)

113
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(25)地 域生活支援拠点整備に向けた障害者(児)シ

ョー トステイ受入体制支援事業

有資格の支援員等を短期入所事業所に配置

するなど、地域生活支援拠点整備に向け、

緊急時に重度障害者(児)を 確実に受け入れ

られる体制確保に取 り組む区市町村 を支援

する。

(26)障 害児の放課後等支援事業

重症心身障害児や医療的ケア児に対する放

課後等支援の充実を図るため、放課後等デ

イサー ビス事業者等で、専門職の配置や送

迎負担の軽減等に取 り組む区市町村を支援

する。

(新)

(27)都 型放課後等デイサー ビス事業

都で定める基準を満たす事業者へ運営等に

要する経費の一部を補助 し、放課後等デイ

サー ビス事業所の支援の質向上を図る。

(28)児 童発達支援センター地域支援体制確保事業

児童発達支援センターにおいて、地域支援

及び地域連携を行 う専門職員を確保 ・育成

する取組を支援 し、障害児の地域支援体制

整備の促進を図る。

百万円

43

規模

(20か 所)

105

307

規模

(70か 所)

160

規模

(27か 所)

百万円

0

(Oか 所)

25

0

(0か 所)

190

(21か 所)

百万円

43

(20か 所)

80

307

(70か 所)

△30

(6か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(29)発 達障害専門医療機関ネ ッ トワーク構築事業

地域における発達障害の診断待機 を解消す

るため、専門性の高い医療機関を中心とし

たネ ットワークを構築 し、地域の医療機関

への実地研修等を実施す ることで、発達障

害を早期に診断可能な体制確保 を図る。

(30)精 神障害者地域移行体制整備支援事業

社会的入院の状態にある精神障害者が、円

滑な地域移行や安定 した地域生活 を送るた

めの体制整備を行 うとともに、精神科医療

機 関と地域 との相互理解及び連携強化を推

進する。

(31)措 置入院者退院後支援体制整備事業

措置入院者が退院後に医療等の継続的な支

援を確実に受けられ る体制の整備 を行 う。

(32)精 神科医療地域連携事業

精神障害者が地域で必要な時に適切な医療

が受けられる仕組みを構築す るため、地域

連携を推進するための協議会を設置すると

ともに、圏域 ごとに地域連携会議 を設置 し

連携ツールの活用などの取組を行い精神疾

患に関する地域連携体制の整備 を図る。

百万円

13

規 模

(3か 所)

66

11

45

規 模

(12圏 域)

百万円

13

(3か 所)

66

15

45

(12圏 域)

百万円

0

(0か 所)

0

△4

0

(0圏 域)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(33)災 害時 こころのケア体制整備事業

大規模災害特等に、被災地で精神科医療及

び精神保健活動の支援を行 う 「東京都災害

派遣精神医療チーム(東 京DPAT)　 」を

整備することで、災害支援体制の強化を図

る。

(34)依 存症対策の推進

依存症対策の一層の推進に向け、依存症対

策に係る計画の策定 ・管理や都民に対する

情報の発信、関係機関の連携強化の取組等

を実施する。

(35)て んかん地域診療連携体制整備事業

都のてんかん診療の拠点となる 「てんかん

支援拠点病院」を設置 し、てんかん患者 に

ついての診療連携体制を整備す る。

(36)在 宅要介護者の受入体制整備事業

介護者が新型 コロナ ウイルス感染症に感染

した際に、要介護者が緊急一時的に利用で

きる短期入所事業所に支援員等を配置する

など受入体制を整備す る区市町村 を支援す

る。

百万円

7

12

5

規 模

(1か 所)

80

百万円

7

14

2

(0か 所)

50

百万円

O

△2

3

(1か 所)

30
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

5地 域医療対策の推進

(1)救 急医療対策

ア 東京都地域救急医療セ ンターの運営等

救急医療の連携を強化 し、迅速に患者 を

受け入れる体制を整備す る。

東京都地域救急医療センター

救急患者受入 コーデ ィネーター

イ 休 日 ・全夜間診療(一 般)

実施時間帯 全 日17時～翌 日9時 及び

休 日9時 ～17時

ウ 救急搬送患者受入体制強化事業

救急医療機関における救急依頼の不応需

を改善するため、救急救命処置等を行 う

ことができる救急救命士を配置 し、救急

搬送患者受入体制の強化を図る。

工 救急患者の早期地域移行支援

地域の救急告示医療機関が、診断 ・初期

治療を終えた患者を受け入れる仕組みを

構築 し、早期の地域移行につなげるとと

もに、救急患者を地域で積極的に受け入

れ られる体制を整備す る。

オ 救命救急センター運営費補助

必要かつ適切な医療を行 う救命救急セン

ターに対 し、運営費等 を補助 し、重症救

急患者の応需体制を確保す る。

百万円

601

規 模

(24病 院)

(19人)

3,346

規 模

(481床)

175

規 模

(44病 院)

403

1,050

規 模

(18病 院)

(437床)

百万円

595

(24病 院)

(18人)

3,373

(489床)

104

(32病 院)

416

1,129

(16病 院)

(397床)

百万円

6

(0病 院)

(1人)

△27

(△8床)

71

(12病 院)

△13

△79

(2病 院)

(40床)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

力 休 日 ・全夜間診療(小 児)

実施時間帯 全 日17時～翌 日9時 及び

休 日9時 ～17時

キ こども救命センターの運営

小児重篤患者を迅速に受け入れ、救命治

療を速やかに行 う小児医療施設 を指定 し

小児救急医療体制の充実を図る。

ク 小児初期救急運営費補助事業

実施時間帯 平 日17時～24時

ケ 東京都 ドクターヘ リ運航事業

ドクターヘ リを運用す る基地病院の運営

経費等を補助す るとともに、 ドクターヘ

リを近隣県 と連携 して活用す る体制を構

築 し、救急患者の救命率等の向上及び救

急患者搬送体制の拡充 を図る。

(新)
コ 循環器病対策推進協議会等

東京都循環器病対策推進計画に基づき、

循環器病対策の総合的かっ計画的な推進

を図るため、東京都循環器病対策推進協

議会及び専門部会等の運営を行 う。

百万円

1,014

規 模

(74床)

208

規 模

(4病 院)

129

規 模

(41地 区)

386

2

百万円

944

(68床)

208

(4病 院)

135

(42地 区)

192

0

百万円

70

(6床)

0

(0病 院)

△6

(△1地 区)

194

2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)周 産期医療対策

ア 周産期医療システムの整備

NICUやM-FICUを 整備 した周産

期母子医療センターの運営費等に対 して

補助を行 う。

母体救命強化

搬送受入促進

麻酔科医配置促進

臨床心理技術者配置促進

搬送調整業務を支援す る看護師の増配

置等

NICU入 院児支援 コーディネーター

配置促進

理学療法士配置促進

周産期連携病院におけるNICU運 営

費補助

周産期医療システムの整備(災 害時)

イ 母体救命対応総合周産期母子医療センター

の運営

救命救急センター と連携 し、緊急に母体

救命が必要な症例を必ず受け入れる母体

救命対応総合周産期母子医療センターを

運営する。

ウ 周産期搬送 コーデ ィネーターの配置

選定困難事案について、地域間での調整

を行 う。

百万円

1,633

規模

(総合

11か 所)

(地域

14か 所)

263

規模

(6病 院)

41

規模

(7人)

百万円

1,477

(総 合

10か 所)

(地 域

15か 所)

262

(6病 院)

41

(7人)

百万円

156

(総合

1か 所)

(地域

△1か 所)

1

(0病 院)

0

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

工 周産期医療ネ ッ トワークグループの構築

初期から三次医療の機能分担 と連携 を強

化 し、身近な地域で リスクに応 じた周産

期医療を提供す るため、総合周産期母子

医療センターが地域連携会議 を開催する

オ 周産期連携病院(休 日・全夜間診療事業)

ミドル リスク妊産婦の受け皿 として周産

期連携病院を指定 し、周産期母子医療セ

ンターの負担を軽減す る。

力 多摩新生児連携病院

多摩地域においてハイ リスクに近い新生

児に対応可能な医療機関を確保すること

により新生児受入体制の強化 を図る。

キ 在宅移行支援病床運営事業

NICU・GCUか ら在宅療養に至る中

間的病床 として在宅移行支援病床 を設置

することにより、NICUやGCUに 長

期入院 している小児等の在宅生活への円

滑な移行を促進す る。

百万円

14

規模

(8地 区)

170

規模

(12病 院)

24

規模

(2病 院)

201

規模

(61床)

百万円

14

(8地 区)

170

(12病 院)

12

(1病 院)

149

(50床)

百万円

0

(0地 区)

0

(0病 院)

12

(1病 院)

52

(11床)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)が ん対策

ア がん診療連携拠点病院事業

都道府県がん診療連携拠点病院

地域がん診療連携拠点病院

緩和ケア医師研修

拠点病院ネ ッ トワーク ・研修計画

地域がん診療連携推進

がん患者療養支援 等

イ 東京都がん診療連携拠点病院事業

がん医療水準の向上を図るため、地域が

ん診療連携拠点病院 と同等の診療機能を

有する医療機関を、東京都がん診療連携

拠点病院 として整備す る。

ウ 地域がん診療病院事業

がん診療連携拠点病院のない二次保健医

療圏に地域がん診療病院を指定 し、がん

診療体制の強化を図る。

工 東京都小児 ・AYA世 代がん診療連携推進

事業

小児 ・AYA世 代がん診療を提供する医

療機関によるネ ッ トワークを構築するこ

とによ り、個々の医療機関の特性 を活か

した医療連携体制を確立 し、質の高い小

児 ・AYA世 代がん医療を提供する。

百万円

330

規模

(2病 院)

(21病 院)

86

規模

(8病 院)

8

規模

(1病 院)

17

百万円

308

(1病 院)

(19病 院)

68

(6病 院)

8

(1病 院)

17

百万円

22

(1病 院)

(2病 院)

18

(2病 院)

0

(0病 院)

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ がん予防 ・検診受診率向上事業

がんの予防 ・早期発見のため、がん検診

受診率の更なる向上を図る普及啓発等を

行 う。

カ がん登録の活用によるがん検診精度管理向

上事業

区市町村が行 うがん検診の質の向上を支

援するため、モデル区市町村において、

がん検診データと全国がん登録のデータ

を照合 し、検診の精度管理に活用する。

キ 緩和ケア推進事業

医療機関における切れ 目のない緩和ケア

の提供に向け、がん患者に対する緩和ケ

ア提供体制を充実す るための取組 を推進

する。

百万円

42

5

15

百万円

42

4

37

百万円

0

1

△22
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ク　 AYA世 代等がん患者支援事業

AYA世 代等のがん患者への適切な医療

提供体制の構築や、多様なニーズに応 じ

た環境整備を進めるため、がん診療連携

拠点病院等を　「AYA世 代がん相談情報

センター」 として指定し、専門的な相談

支援体制を整備す る。

ケ 若年がん患者等生殖機能温存治療費助成事

業

がん治療により、生殖機能が低下する又

は失 う恐れがある若年がん患者等に対 し

て生殖機能温存治療等に要す る経費を助

成する。

コ がん患者の治療 と仕事の両立支援事業

がん患者の治療 と仕事の両立の実現に向

けた環境の充実など、就労継続に必要な

支援が進む よう、企業における両立支援

の取組を促進す るための普及啓発 を行 う

百 万 円

15

122

27

百 万 円

15

122

27

百万円

0

0

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)災 害医療対策

ア 災害拠点病院事業

災害時における重症者の医療 を確保する

ため、災害拠点病院が備えるべき医療費

器材を整備する。

イ 災害拠点連携病院事業

災害時に、主に中等症者を受け入れる責

務を負 う災害拠点連携病院を整備すると

ともに、災害時に一時的に増加する中等

症患者の受入れを促進す るため、災害拠

点連携病院の設備、ライフライン確保用

賀器材等の整備を支援す る。

ウ 災害拠点病院等事業継続計画(BCP)策

定等支援事業

災害拠点病院や災害拠点連携病院のBC

Pの 改定等を支援 し、災害時の救護活動

体制の確保を図る。

工 東京DMAT　 (災害医療派遣チーム)

大震災等の自然災害や大規模交通事故等

の発生に際して災害現場に出動 して早期

の救命処置を行 うため、災害医療派遣チ
ームを整備する。

百万円

106

規模

(85病 院)

135

規模

(220病 院)

79

134

規模

(28病 院)

百万円

90

(85病 院)

379

(220病 院)

93

121

(28病 院)

百万円

16

(0病 院)

△244

(0病 院)

△14

13

(0病 院)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 医療機関の耐震化(再 掲)

災害拠点病院、災害拠点連携病院等を対

象に耐震改修、改築費用等を助成する。

耐震診断 ・改修等

力 災害拠点病院等施設整備費補助

災害拠点病院に対 して、24時 間対応可能

な緊急体制等を整備 し、災害時の医療の

確保を図る。

キ 災害拠点病院等 自家発電設備等整備強化事

業

災害時における医療機能の確保 を図るた

め、災害拠点病院及び災害拠点連携病院

が設置する自家発電設備を水害等か ら守

るための対策等への支援を行 う。

ク 移動電源車の確保

停電時の病院機能を維持す るため、移動

電源車を確保す る。

百万円

719

規模

(40病 院)

535

規模

(44病 院)

842

規模

(46病 院)

44

百万円

1,007

(42病 院)

1,022

(48病 院)

807

(44病 院)

44

百万円

△288

(△2病 院)

△487

(△4病 院)

35

(2病 院)

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)在 宅医療対策

ア 在宅療養普及事業

地域の実情に応 じた在宅療養 を推進する

ため、先行する取組や注 目すべき取組等

について、他の地域への普及 を図る。

イ 入退院時連携強化事業

医療機関における入退院支援に取 り組む

人材の育成や、入退院時の地域連携 を一

層強化 し、円滑な在宅療養移行体制の整

備を図る。

入退院時速携強化研修

入退院時連携支援

ウ 小児等在宅医療推進研修事業

在宅医や看護師等向けに小児医療 に関す

る研修を実施 し、小児等在宅医療への参

入促進を図る。

工 在宅医療参入促進事業

訪問診療を実施 していない診療所医師等

に対 し、在宅医療に関す る基礎的な知識

や24時 間診療体制の実践手法を伝 えるセ

ミナーを実施 し、在宅医療への参入を促

進する。

オ 区市町村在宅療養推進事業

在宅医療 と介護の連携 を推進するために

区市町村が実施す る取組を支援 し、地域

包括ケアシステムの構築を図る。

百万円

7

220

6

規 模

(110人)

10

規 模

(160人)

236

百万円

9

245

6

(110人)

14

(160人)

496

百万円

△2

△25

0

(0人)

△4

(0人)

△260
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

力 切れ 目のない在宅医療体制整備支援事業

区市町村 と連携 し、地域の実情に応 じた

医療 ・介護関係者の相互連携による24時

間の支援体制を構築す ることで、切れ 目

のない在宅医療提供体制の整備 を推進す

る。

キ　 ACP推 進事業

住み慣れた地域で自分 らしい暮 らしを人

生の最期まで続けることを実現するため

医療 ・介護従事者に対す るACP(ア ド

バンス ・ケア ・プランニング)の 理解促

進を図る。

(6)地 域医療構想推進事業

地域医療構想に基づき地域で不足する医療

機能の充足を図るため、病床機能転換等に

対する支援を行 うとともに、医療機能の強

化に必要な施設整備を行 う中小病院に対 し

支援を行 う。

(新)

(7)病 床機能再編支援事業

地域の実情に応 じた質の高い効率的な医療

提供体制の構築に向け、地域医療構想 に即

した病床機能の再編を行 う医療機関を支援

する。

(8)病 院診療情報デジタル推進事業

医療機関が質の高い医療の提供ができるよ

う電了カルテシステムの整備を支援する。

百 万 円

48

16

2,865

157

1,052

百 万 円

0

17

3,863

0

644

百万円

48

△1

△998

157

408
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(9)東 京都地域医療連携システムデジタル環境整

備推進事業

医療機関の間でデジタル技術を活用 した医

療情報の共有化等を図ることにより、切れ

目のない地域医療連携の推進を図る。

(10)世 界 トップレベルの地域医療を東京に構築す

る事業

総合診療医等を各地域で育成 し、医療 ・介

護関係者 との連携を図ることにより、世界

トップレベルの包括的な地域医療 を東京 に

構築する。

(11)外 国人旅行者等への医療情報提供体制整備

(一部再掲)

ア 医療機関が行 う外国人患者受入体制整備

への支援

外国人旅行者等が安心して医療機関を受

診できる環境を整備す るため、民間医療

機関における外国人患者受入体制整備 に

係る支援を行 う。

外国人患者対応力向上研修

外国人患者受入体制整備支援

外国人患者への医療等に関する協議会

イ 救急通訳サー ビス等の推進

外国語で診療できる医療機関案内な ど医

療情報サー ビスを提供す るとともに、外

国人患者の救急搬送の実態等を踏まえ、

医療機関向け救急通訳サービスを6か 国

語対応で実施す る。

百万円

657

51

19

規 模

(2回)

(15病 院)

76

百万円

317

59

19

(2回)

(15病 院)

85

百万円

340

△8

0

(0回)

(0病 院)

△9
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(12)医 療現場へ の 「や さしい 日本語 」導入 ・普及

事業

都民 の誰 もが安 心 して医療 を受 け られ るよ

う、 医療現場へ の 「や さ しい 日本 語」の導

入 ・普及 を推進 し、患者 と医療 現場の問 に

お ける、よ り円滑な コミュニケーシ ョンの

実現 を図る。

(13)医 療施設近代化施設整備費補助

患者 の療養環境 、医療従事者 の職 場環境 、

衛生環境等 の改 善を進 め るための病院の建

替新築 、増改築等 に対 して補助 す る。

(14)公 立病院運営費補助

多摩及び 島 しょ地 区におけ る市町村公 立病

院 に対 して、その運営 に係 る経 費 を補助 す

るこ とによ り、地域住 民の医療 の確保 と向

上 を図る。

青梅市立総合病院

町 田市民病院

日野市立病院

稲城市立病院

奥多摩病院

町立八丈病院

公立阿伎留 医療セ ンター

公立昭和病院

公立福生病院

計9病 院

1床 当た り1,220千 円の病床 基礎額

特殊診療部 門加算

周産期 、がん、小児 等

百万円

46

1,879

規 模

(10病 院)

3,356

規 模

(446床)

(433床)

(300床)

(290床)

(43床)

(50床)

(305床)

(430床)

(316床)

(2,613床)

百万円

0

1,357

(9病 院)

3,309

(446床)

(433床)

(300床)

(290床)

(43床)

(50床)

(305床)

(430床)

(316床)

(2,613床)

百万円

46

522

(1病 院)

47

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)

(0床)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(15)医 療人材確保対策

ア 医師確保事業

(ア)医 師奨学金(特 別貸与 ・一般貸与)

将来都内の医師確保が必要な地域

や診療科等に従事す る意志のある

者に対 して奨学金を貸与する。

(イ)東 京都地域医療支援 ドクター事業

自治医科大学卒業医等を都職員 と

して雇用 し、へき地及び市町村公

立病院に派遣す る。

(ウ)病 院勤務者勤務環境改善事業

病院勤務医及び看護職員の勤務環

境を改善し、離職防止 と定着を図

るとともに、出産や育児などによ

り職場を離れた医師等の復職 に向

けた支援を行 う。

(新)

(エ)地 域医療勤務環境改善体制整備事業

医師の働き方改革を推進するため

救急医療等地域医療で特別な役割

を担い、勤務医の労働時間が長時

間に及ぶ医療機関に対 し、勤務環

境改善に向けた体制整備 を支援す

る。

(オ)へ き地勤務医師等確保事業

医師確保困難地域に派遣 される医

師の手当に対す る支援等を行 う。

百万円

883

規 模

(150人)

24

規 模

(8人)

271

130

274

百万円

871

(149人)

20

(6人)

190

0

264

百万円

12

(1人)

4

(2人)

81

130

10
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 看護師確保事業

(ア)看 護師等修学資金貸与

将来都の区域内において看護業務

に従事 しようとす る者に対 して修

学資金を貸与 し、修学を容易にす

ることにより、都の区域内の看護

職員の確保及び質の向上を図る。

(イ)看 護職員定着促進支援事業

就業協力員を配置 し、各施設が実

施する看護職員の定着等に向けた

取組を支援す ることにより、勤務

環境を改善 し都内の看護職員の定

着促進を図る。

(ウ)キ ャ リアアップ支援事業

看護職員の資質や労働意欲の向上

による離職防止 ・定着促進 に向け

認定看護師等の活用が図 られるよ

う、施設管理者等の理解促進 に向

けたセ ミナーを開催す る。

(エ)プ ラチナナース就業継続支援事業

看護職員のキャリア継続 を支援す

るため、定年退職前か らその後の

ライフプランを考え多様な職場を

知る機会を提供 し、看護職員の潜

在化を防止す るとともに、定着促

進を図る。

百 万 円

865

75

7

26

百 万 円

706

75

7

26

百 万 円

159

0

0

0

福 祉 保 健 局 一70
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(オ)看 護職員地域確保支援事業

離職看護師の就業意欲 を喚起 し、

再就業の促進を図るため、地域 に

密着 した再就業支援相談及び復職

支援研修を実施す る。

(新)

(カ)看 護職員再就業支援事業

看護需要の増大 を踏まえ、東京都

ナースプラザにおける情報発信や

短時間 ・非常勤勤務希望者 を受け

入れる求人施設の開拓、職業紹介

に向けた取組を強化するとともに

看護職員の再就業 ・定着に向けた

奨励金の支給等 を実施する。

(キ)島 しょ看護職員定着促進事業

島しょ看護職員の働きやすい環境

を整え、定着促進を図る。

島しょへの出張研修

短期代替看護職員派遣

(新)

(ク)看 護職員等処遇改善事業

地域でコロナ医療など一定の役割

を担 う医療機関に対 し、勤務する

看護職員等の賃金改善を行 うため

の必要な費用を支援す る。

百万円

90

90

8

規 模

(10回)

(14地 区)

1,945

百万円

90

0

9

(10回)

(14地 区)

0

百万円

0

90

△1

(0回)

(0地 区)

1,945

福 祉 保 健 局 一71

-142一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6地 域保健対策の推進

(新)

(1)公 衆衛生医師確保事業

東京の公衆衛生行政を担 う人材 を安定的に

確保 し、定着へ とつなげるための取組 を実

施する。

(2)自 殺総合対策

ア 自殺総合対策東京会議等

自殺総合対策東京会議

自殺防止!東 京キャンペーン 等

イ 夜間こころの電話相談事業

うっ等の精神疾患患者の病状悪化や自殺

を防止するため、電話相談を行 う。

ウ 東京都 自殺相談ダイヤル

電話による自殺相談窓口を設 け、自殺念

慮の背景 となる問題を傾聴 した上で必要

に応 じ各種相談機関による支援へつなげ

る。

百 万 円

31

78

27

89

百万円

0

47

27

73

百 万 円

31

31

0

16

福 祉 保 健 局 一72
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

エ　 SNS自 殺相談

LINEに よる自殺相談窓口を設 け、若

年層が抱える悩みに対応す るとともに、

必要に応 じて各種相談機関による支援へ

っなげる。

(3)健 康づ くり対策

ア 生活習慣改善推進事業等

都民の主体的な健康づ くりを推進するた

めの普及啓発や、区市町村等の取組促進

を図る上で必要な支援 を行 う。

イ 職域健康促進サポー ト事業

経済団体 と連携 し、従業員の健康づくり

等に取 り組む企業を支援す る。

(4)受 動喫煙防止対策

〔産業労鯛 に計上されている事業を含む 〕

未成年者等に対す る喫煙の健康影響や東京

都受動喫煙防止条例に基づき、都民や関係

団体への普及啓発を実施す るとともに、宿

泊 ・飲食施設への支援を行 う。

百 万 円

147

33

40

354

百 万 円

137

30

39

893

百万円

10

3

1

△539

福 祉 保 健 局 一73
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)肝 炎対策

ウイルス性肝炎及び肝炎 ウイルスに起因す

る肝がん等について、医療連携の推進や医

療費の一部助成などにより、感染者 を早期

に発見 し、適切な治療へつなげる。

肝炎 ウイルス検診

診療ネ ッ トワーク整備事業

※ 医療費助成は 「医療費助成事業」に計上

(6)難 病対策

難病患者が地域で安心して生活できるよう

関係機関の連携体制強化 を図るとともに、

地域では対応が困難な患者に対 して広域的

な観点から支援を行 う。

ア 難病患者対策

在宅難病患者一時入院事業

(新)

在宅 レスバイ ト事業

難病医療ネ ッ トワーク事業

難病対策地域協議会の運営 等

イ 難病相談 ・支援セ ンター事業

難病患者の 日常生活における相談 ・支援

等を行い、療養生活の質の維持向上を図

る。

百万円

347

460

46

百万円

349

372

46

百万円

△2

88

0

福 祉 保 健 局 一74
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

7健 康安全対策の推進

(1)薬 物乱用防止啓発対策

麻薬、覚醒剤等の乱用による危害を広く周

知することにより都民の認識を高めるとと

もに、関係機関が連携 して薬物乱用防止を

推進する。

薬物専門講師養成 ・派遣

街頭啓発活動等の実施

SNSを 活用 した普及啓発活動 等

(2)危 険 ドラッグ対策

健康被害や死亡事故を防止す るため、未規

制薬物の知事指定、監視指導等を通 じて、

総合的な危険 ドラッグ対策を推進する。

監視指導の強化

規制の強化 等

(3)感 染症対策強化事業

感染症に対する体制の強化を図ることによ

り、都民の生命 と健康を守 り、安全 ・安心

を確保する。

一類感染症等対策

蚊媒介感染症対策

百 万 円

29

84

161

百 万 円

37

85

165

百万円

△8

△1

△4

福 祉 保 健 局 一75
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)新 型イ ンフルエ ンザ対策

〔瓢 病院会計に計上されてい纈 〕

新型インフルエンザの発生に備 えた物資の

準備や体制の整備を行い、新型インフルエ

ンザの脅威から都民の生命 と健康 を守 り、

安全 ・安心を確保す る。

医薬品の購入

医療物資の確保

医療体制の整備 等

(5)性 感染症対策

性感染症の予防啓発や検査等、総合的な対

策を実施する。

普及啓発

検査

梅毒

淋菌 ・クラミジア

　　　　　　　HTLV-1

医療従事者向け研修 等

(6)高 齢者肺炎球菌 ワクチン定期接種補助事業

高齢者肺炎球菌 ワクチン定期予防接種に係

る費用を区市町村を通 じて補助することで

接種率の向上を図る。

(7)東 京iCDC専 門家ボー ド

感染症対策全般について提言を行 う専門家

ボー ドを設置 し、調査 ・研究を実施する。

百 万 円

1,848

規 模

(67,000人)

46

467

249

百 万 円

1,876

(73,200人)

50

371

250

百万円

△28

(△6,200人)

△4

96

△1

福 祉 保 健 局 一76
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(8)東 京 εCDC情 報基盤整備

新型コロナ ウイルス感染症関連データを集

約 ・蓄積 し、より高度な分析を実施する。

(9)東 京都感染症医療支援 ドクター事業

新型コロナ ウイルス感染症をは じめ感染症

医療に携わる臨床医を養成す る。

(10)食 品安全情報の外国人への発信

都の食品安全を確保す る取組等を外国人に

情報発信するとともに、飲食店等が外国人

客へ適切に情報提供できるよう支援する。

(新)

(11)中 小病院におけるポス トコロナ時代の感染症

健康危機への対応能力強化事業

中小病院での新型 コロナウイルス感染症 ク

ラスター発生事例を分析 し、それに基づい

た教育資材の開発や感染症対策 を担 う人材

の育成を行 う。

(新)

(12)手 洗い場の設置等支援事業

多 くの人が利用す る公共の場に手洗い場を

設置 し、こまめな手洗いができる環境整備

に取 り組む区市町村を支援す る。

百 万 円

52

2

7

30

50

百万円

50

2

7

0

0

百万円

2

0

0

30

50

福 祉 保 健 局 一77
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(13)放 射能対策

ア 放射能測定調査

'、

環境局、産業労働局、港湾局、中央卸

売市場会計、水道事業会計、下水道事

業会計に計上 されている事業を含む。
、 ノ

モニタリング等の現況把握及び情報提供

イ 放射線に係る情報提供の充実

放射線に対する正 しい知識の普及啓発等

(14)動 物愛護の推進

ア 動物愛護事業等

動物愛護精神の普及の促進や、動物によ

る人への危害防止を図る取組等を実施す

るとともに、動物 との共生推進拠点にっ

いて調整を進める。

イ 動物譲渡推進事業

動物の殺処分ゼ ロを継続す るため、譲渡

機会の拡大に向けた取組等を推進する。

ウ 大学 と自治体、企業、NPOの 協働 による

高齢者の福祉向上を目指 した動物 との共生

社会の実現 と拠点形成

安全で従順な動物介在活動適格伴侶動物

を診断 ・訓練 ・治療等で確保 し動物介在

活動による高齢者の健康寿命の延伸等、

福祉対策の一助 となるよう動物 との共生

社会の拠点を形成す る。

百 万 円

186

9

72

4

48

百万円

202

9

97

4

48

百万円

△16

0

△25

0

0

福 祉 保 健 局 一78
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

8新 型コロナ ウイルス感染症対策

(3年 度補正計上)

(1)相 談体制の確保

新型コロナ ウイルス感染症に係 る相談体制

を確保するため、 「新型 コロナコールセン

ター」及び 「東京都発熱相談センター」を

設置する。

(2)検 査体制の確保

ア 検査試薬の購入等

東京都健康安全研究セ ンターにおける新

型コロナ ウイルス検査に係 る検査試薬の

購入等を行 う。

イ　 PCR検 査等の保険適用に伴 う自己負担分

の費用負担

新型コロナ外来(帰 国者 ・接触者外来)

を設置 している医療機関等において実施

するPCR検 査等について、保険適用 し

た場合に発生す る自己負担分を都が負担

する。

ウ 戦略的検査強化事業

感染者が確認 された場合、クラスター化

等が懸念 される集団への集中的 ・定期的

なPCR検 査の実施及び感染動向に応 じ

た比較的感染 リスクの高い人流のある場

所 ・交通結節点等での検査実施により、

感染者を早期に探知 し感染拡大を防止す

る。

百 万 円

1,819

55,346

486

13,277

2,408

百万円

0

0

0

0

0

百 万 円

1,819

55,346

486

13,277

2,408

福 祉 保 健 局 一79
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

エ ゲノム解析による変異株監視体制の強化

新たな変異株の発生動向等を監視するた

め、民間委託によってゲノム解析 を実施

する。

オ　 PCR等 検査無料化事業

陽性者の早期発見 ・早期治療につなげる

ため、感染拡大傾向が見られる場合に、

感染不安を感 じている方などに対する検

査を無料化する。

力 集中検査等の実施

〔齋 織 認 教育庁に計上さ〕

感染が拡大 した場合に リスクの高い人が

が多 く利用する施設の職員等を対象 とし

た定期的検査等を実施す る。

医療機関

救護施設

高齢者施設等

障害者支援施設

保育所等

障害福祉サービス事業所

私立学校

都立学校

区市町村立学校

百 万 円

1,161

33,650

4,364

百万円

0

0

0

百 万 円

1,161

33,650

4,364

福 祉 保 健 局 一80
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)医 療提供体制の確保

ア 感染症疑い患者一時受入医療機関受入謝金

等交付事業

新型コロナ ウイルス感染症患者の受入れ

や感染の疑いのある患者の一時受入れ、

症状が改善 した患者を転院させ、新たな

患者の受入れを行 う医療機関を支援する

イ 新型コロナ ウイルス感染症疑い救急患者の

東京ルールの運用

新型コロナ ウイルス感染症疑い救急患者

受入れを促進す るとともに、搬送先の選

定が困難な患者の受入体制を確保する。

ウ 外来診療体制等確保支援事業

外来診療体制及び検査体制を確保するた

め、医療機関が設置す る新型 コロナ外来

(帰国者 ・接触者外来)の 運営に係 る経

費等を支援する。

工 感染拡大時における地域外来 ・検査センタ

ーの体制強化事業

感染拡大時や、3日 以上の連休期間でも

検査需要に適切に対応 していくため、地

域外来 ・検査セ ンターに対す る支援を拡

充 し、検査体制の一層の強化 を図る。

百 万 円

133,541

16,020

260

1,933

289

百万円

0

0

0

0

0

百 万 円

133,541

16,020

260

1,933

289

福 祉 保 健 局 一81
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 疑い患者受け入れのための救急 ・周産期 ・

小児医療機関の院内感染防止対策

都内の救急 ・周産期 ・小児医療機関にお

いて、院内感染を防止するために必要な

設備整備等を支援する。

力 新型 コロナウイルス感染症医療提供体制緊

整備事業

医療機関が新型コロナ ウイルス感染症患

者等を確実に受け入れる体制を確保する

ため、空床確保料の補助や、医療従事者

に対する特殊勤務手当の支給に係る経費

の補助な どの支援 を行 う。

キ 新型 コロナウイルス感染症入院医療確保の

ための後方支援病院確保事業

新型 コロナウイルス感染症による入院加

療後、回復期にある患者を受入れる後方

支援病床 を確保 し、重症 ・中等症患者等

に対する医療提供体制を確保するため、

転院先の医療機 関へ受入謝金を支払 う。

百 万 円

508

113,061

113

百万円

0

0

0

百 万 円

508

113,061

113

福 祉 保 健 局 一82
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ク 東京都医療人材登録データベースを活用 し

た医療人材確保事業

都が職員の派遣を要請 した施設等におい

て必要な人材を確保できる体制を構築す

るため、東京都医療人材登録データベー

スを活用 して職員を派遣 した医療機関等

への支援等を実施す る。

ケ 院内感染対策人材育成支援事業

感染管理認定看護師等の専門資格 を有す

る医療人材の育成を行 う医療機関を支援

するとともに、認定看護師等が不在の病

等において感染管理の指導的役割 を担 う

院内感染対策 リーダーを養成する。

コ 感染症入院患者医療費等の公費負担

感染症法に基づき、陽性患者が感染症指

定医療機関等で受ける医療に要する費用

について、公費負担す る。

サ 新型コロナ ウイルス感染症専用医療施設の

運営

新型コロナ ウイルス感染症専用施設を、

多摩総合医療セ ンターの病棟(旧 都立府

中療育センター)と して運営する。

百 万 円

247

95

1,037

51

百万円

0

0

0

0

百 万 円

247

95

1,037

51

福 祉 保 健 局 一83
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)臨 時の医療施設等の確保

ア 酸素 ・医療提供ステーシ ョンの設置 ・運営

軽症患者等を受入れ、酸素投与や中和抗

体薬治療等を実施す る施設型の酸素 ・医

療提供ステーションを運営す る。

イ　 TOKYO入 院待機ステーシ ョンの運営

入院治療が必要にもかかわ らず、入院待

機 となった患者を一時的に受入れる施設

を確保 し、酸素投与や投薬治療が可能な

医療機能を強化 した宿泊施設 を運営する

(5)宿 泊療養 ・自宅療養体制の確保

ア 宿泊施設活用事業

ホテル等の宿泊施設を活用 し、軽症等の

新型コロナ ウイルス感染症患者に対 して

健康管理や酸素投与、中和抗体薬治療等

を実施するための療養環境を確保する。

百 万 円

14,674

14,176

498

103,413

83,021

百万円

0

0

0

0

0

百 万 円

14,674

14,176

498

103,413

83,021

福 祉 保 健 局 一84
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 自宅療養の適切な実施に向けた支援

保健所等 との連携体制 を確保 し、新型 コ

ロナ ウイルス感染症の自宅療養者 に対す

る適切かつ効率的な健康観察 と生活面で

の支援を実施す るとともに、自宅療養者

が安心 して療養生活を送れ る体制を構築

する。

ウ 診療 ・検査医療機関による健康観察等支援

陽性判明後に自宅療養 となった者 に対 し

し、速やかな健康観察 を実施するため、

保健所及びフォローアップセンターに加

え、地域の医療機関等の協力による健康

観察業務を実施す る。

百 万 円

17,548

2,844

百万円

0

0

百 万 円

17,548

2,844

福 祉 保 健 局 一85
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)保 健所支援体制の強化

ア 患者移送体制の確保

医療機関や保健所に新型 コロナウイルス

感染症患者を適切に搬送す るため、民間

救急事業者や保健所陰圧草箒を活用 し、

患者移送体制を確保す る。

イ 保健所支援体制の強化

東京都保健所支援拠点における会計年度

任用職員の活用や保健所業務の一部の外

部委託化などにより、保健所業務の負担

軽減を図る。

ウ 保健所のデジタル化推進

保健所が感染拡大時においても疫学調査

や健康観察等の業務を円滑に実施するた

め、デジタルを活用 した業務の一層の効

率化を図る。

百 万 円

2,522

537

1,822

163

百万円

0

0

0

0

百 万 円

2,522

537

1,822

163

福 祉 保 健 局 一86
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(7)新 型コロナ ウイルスワクチン接種体制の整備

ア 新型コロナ ウイルスワクチン接種体制の整

備

新型コロナ ウイルスワクチンの副反応 に

ついて、都民からの電話相談に対応する

窓 口の設置や、接種医等か らの相談に対

応する専門医療機関の確保等を行 う。

イ 新型コロナ ウイルスワクチン接種促進支援

事業

区市町村が実施す るワクチン接種を促進

し、希望する方への迅速な接種 を実現す

るため、集中的にワクチンの個別接種 に

取 り組む地域の診療所等に対 して協力金

を支給する。

ウ 大規模接種会場における新型 コロナウイル

スワクチン集団接種事業

ワクチン接種を希望す る方への接種を迅

速に行 うため、都が主体 となって都内複

数箇所に大規模接種会場を設置 し、ワク

チンの集団接種を行 う。

工 新型コロナ ウイルスワクチン職域接種促進

支援事業

新型コロナ ウイルスワクチンの効果的 ・

効率的な接種を進める観点か ら、中小企

業や大学等が実施す る職域接種 を支援す

る。

百 万 円

30,760

1,251

6,498

21,783

1,025

百万円

0

0

0

0

0

百 万 円

30,760

1,251

6,498

21,783

1,025

福 祉 保 健 局 一87
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

オ 新型コロナ ウイルスワクチン接種促進キャ

ンペーン事業

都民等のワクチン接種 を後押 しするため

特設サイ トを通 じたワクチンに関する正

しい知識等の情報提供 を行 うとともに、

ワクチン接種記録を登録できるアプ リを

活用 した取組等を展開す る。

(8)中 和抗体薬治療の促進

感染拡大時にも患者に対 し適時 ・適切に中

和抗体薬を投与可能な体制を整備 し、往診

で中和抗体薬治療を実施す る医療機関を支

援するとともに、中和抗体薬投与の対象 と

なる患者を早期 ・確実に治療に繋げるため

コールセンターの設置及び患者搬送を実施

する。

百 万 円

203

3,005

百万円

0

0

百 万 円

203

3,005

福 祉 保 健 局 一88
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(9)区 市町村に対する支援

ア 区市町村 との共同による感染拡大防止対策

推進事業

都 と区市町村が共同で行 う連携の仕組み

に参画する区市町村に対 し、当該 自治体

が地域の実情に応 じて集中的に実施する

新型コロナ ウイルス感染症の感染拡大防

止に向けた取組に係 る経費を支援する。

イ 新型コロナ ウイルス感染症区市町村緊急包

括支援事業

国の新型 コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金を活用す る区市町村に対 し、

都が交付を受けて行 う間接補助事業に要

する経費を計上す る。

百 万 円

3,429

2,500

929

百万円

0

0

0

百 万 円

3,429

2,500

929

福 祉 保 健 局 一89
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

9地 域福祉 の推進等

(1)民 生 ・児童委員活動 の推進

活動費

区市町村会長1人1.月14,300円

会 長1人1月9,200円
一 般1人1月8

,800円

協議会活動支援費1人1.月1,200円

協議会特別強化費1人1年700円

会長協議会費1人1月600円

(2)心 と情報 のバ リアフ リーに向けた普及推進

誰 もが心 のバ リアフ リー を実践、実感 で き

る とともに、多様 な手段 に よ り必要な情報

を容易 に入手 でき る社会 を実現す るた め、

普及啓発等 を実施す る。

と うき ょ うユ ニバ ーサル デザイ ンナ ビの

充実 と普及啓発

バ リアフ リー情報 のオープ ンデー タ化

等

(3)心 のバ リアフ リー サポー ト企 業連携 事業

心 のバ リアフ リーの推進 に向けて、従業員

へ の普及啓発 の実施 な ど、心のバ リア フ リ
ー に 自ら取 り組 む とともに、都 や区市町村

の取組 に協力す る企業 を 「心のバ リア フ リ

ーサ ポー ト企業」 として登録 し
、その取組

状況 を公表す る。

(新)

(4)公 共 トイ レへ の介助用大型ベ ッ ド設 置促進 事

業

公共 トイ レへ の介助用 大型ベ ッ ドの計画的

な設置 に取 り組 む区市 町村 を支援 す るこ と

で、公共 トイ レのバ リア フ リー化 を一層推

進す る。

百万円

1,275

規 模

(10,375人)

25

12

規 模

(150社)

50

百 万 円

1,249

(10,361人)

30

12

(150社)

0

百万円

26

(14人)

△5

0

(0社)

50

福 祉 保 健 局 一90
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)住 居喪失不安定就労者 ・離職者等サポー ト事

業

住居喪失不安定就労者や離職者等に対 し、

生活相談、居住相談、就労支援及び介護資

格取得支援等を実施 し、安定 した居住、生

活の確保 を図る。

(6)受 験生チャレンジ支援貸付事業

学習塾費用、大学 ・高校受験料等を捻出で

きない低所得者 に対 して貸付を行い、低所

得者世帯の子供を支援する。

対 象 者 中学3年 生、高校3年 生等

所得制限3人 世帯(一 般)の 場合

世帯年収概ね441万 円以下 等

(7)ひ きこもりに係 る支援事業

ひきこもりの状態にある者やその家族に対

す る相談窓 口の設置や早期のニーズ把握 ・

早期支援に繋げるための普及啓発を行 うと

ともに、身近な地域において切れ 目のない

支援体制が整備 されるよう区市町村を支援

す る。

百 万 円

2,378

5,750

規 模

(35,386人)

222

百 万 円

2,231

1,128

(9,367人)

106

百 万 円

147

4,622

(26,019人)

116

福 祉 保 健 局 一91
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

10路 上生活者の自立支援

(1)自 立支援センター事業

路上生活者に対 し就労と生活の自立に向け

た指導等を行い、地域で安定 した生活を営

めるよ う支援する。

実施主体 都及び区

負担割合 国庫補助を除き都1/2区1/2

(2)巡 回相談事業

路上生活者に対 し、その起居す る場所で面

接相談を行い、各種施策の活用を助言する

とともに、自立支援セ ンター退所者等に対

して再び路上生活に戻 らないよう相談助言

を行 う。

実施主体 都及び区

負担割合 国庫補助を除き都1/2区1/2

(3)支 援付地域生活移行事業

路上生活が長期化、高齢化 した者に対 し、

本人の状況に応 じた適切な福祉施策につな

ぐ支援を行 う。

実施主体 都及び区

負担割合 国庫補助を除き都1/2区1/2

百万円

1,451

規 模

(5か 所)

108

規 模

(5か 所)

122

規 模

(5か 所)

百万円

1,475

(5か 所)

120

(5か 所)

122

(5か 所)

百万円

△24

(0か 所)

△12

(0か 所)

0

(0か 所)

福 祉 保 健 局 一92
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

11福 祉 人材 の確保

(1)介 護人材確保対策事業

急速 な高齢化 と生産年齢人 口の減 少が見込

まれ るこ とか ら、将来 を見据 えて介護 人材

の安定的 な確保 を図 る。

①職場体験事業1,000人

②介護職員資格取得支援事 業900人

③介護職員就業促進事業1,200人

(新)

(2)介 護 の仕事就業促進事業

イ ンター ンシ ップか らマ ッチ ング、就業、

定着 までを一貫 して支援す ることに よ り、

求職者 と求人事業所双方 のニーズに応 え、

未経験者 の介護分野へ の入職 ・定着 を促進

す る。

(新)

(3)介 護職員処遇改善支援事業

介護職員 を対象 に、賃 上げ効果 が継続 され

る取組 を行 うことを前提 と して、処遇 改善

を行 う介護事業所 に対 し、必 要な経費 を支

援す る。

百 万 円

2,193

542

規 模

(1,000人)

16,630

百 万 円

1,502

0

(0人)

0

百 万 円

691

542

(1,000人)

16,630

福 祉 保 健 局 一93
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)介 護職員奨学金返済 ・育成支援事業

事業者が介護業務未経験で常勤の介護職員

の奨学金返済相当額を手当として支給する

場合に要する経費の一部 を支援することで

介護人材の確保定着を図る。

(5)介 護職員宿舎借 り上げ支援事業

介護従事職員の宿舎借 り上げ支援 を行 う介

護事業者に対 して、その経費の一部を補助

する。

実施主体 ①福祉避難所の指定を受け

けるなど、災害住宅を確

保す る介護事業所

②①以外の介護事業所

補助基準額1戸 当た り.月82,000円

負担割合 ①都7/8、 事業者1/8

②都1/2、 事業者1/2

百万円

144

規 模

(660人)

2,581

規 模

(6,847戸)

百万円

128

(600人)

950

(2,344戸)

百万円

16

(60人)

1,631

(4,503戸)

福 祉 保 健 局 一94
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)介 護職員 の宿舎施設整備支援事 業

介護職員等 の宿舎整備 を行 う介護 事業者 に

対 して、そ の経費 の一部 を補助 す る。

実施主体 福祉避難所 の指 定 を受 け、

災害住宅 を確保 す る介護 事

業所

補助基準額1㎡ 当た り163,800円 、

又 は187,400円

負担割合 都1/3、 事業者2/3

(7)東 京都 区市 町村介護人材対策事 業費補 助金

区市町村 が取 り組む介護人材 対策 への支援

を行 うこ とに よ り、地域社会 を支 える介護

人材 の確保 ・定着 ・育成 を図 る。

補 助 率3/4

補助単価20,000千 円/区 市 町村

百万円

44

規 模

(2件)

310

百万円

16

(3件)

310

百万円

28

(△1件)

0

福 祉 保 健 局 一95
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(8)介 護現場改革促進事業

介護サー ビスを効率的かつ継続的に提供す

るため、設備整備や人材育成等、生産性 向

上に向けて取 り組む介護事業者への支援 を

行 う。

デジタル機器導入促進支援

補助率3/4

基準額347万 円等

次世代介護機器導入促進支援

補助率3/4等

基準額134万 円等

人材育成促進支援

組織 ・人材マネジメン ト

生産性向上の意識啓発

個別相談

機器の活用 ・定着に向けた支援

人材育成に向けた支援

(9)介 護事業者の地域連携推進事業

小規模介護事業者が安定的に事業運営 し、

介護サー ビスを継続的に提供できるよう、

地域の介護事業者の連携体制を構築するた

めの取組を行 う区市町村 を支援する。

百万円

1,987

規 模

(250か 所)

(180か 所)

(1,000か 所)

30

百万円

995

(250か 所)

(50か 所)

(1,000か 所)

30

百万円

992

(0か 所)

(130か 所)

(0か 所)

0

福 祉 保 健 局 一96
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(10)介 護現場におけるハラスメン ト対策事業

介護事業者に対す るハ ラスメン ト対策説明

会の実施や介護職員向けのハ ラスメン ト相

談窓 口の設置等を行い、介護現場における

ハラスメン ト対策を推進す る。

(11)東 京都福祉人材センターの運営

社会福祉サー ビスに対す る理解 と関心を高

め、東京労働局 との連携等により、福祉人

材の育成や福祉分野への就業援助 を行 うと

ともに、社会福祉事業従事者や経営者の相

談に応 じ、必要な援助を行 う。

(12)東 京都福祉人材情報バ ンクシステムによる情

報発信

事業者の職員募集や職場環境等に関する情

報、都 ・区市町村の資格取得等に関する支

援策等の情報を提供す る東京都福祉人材情

報バンクシステム 「ふ くむすび」の再構築

を実施 し、機能拡充を行 うことで、利便性

や情報発信力の強化を図る。

(13)福 祉の仕事イメージアップキャンペーン事業

若年層を中心に幅広い世代に対 して福祉の

仕事の魅力を発信す るキャンペーン等を実

施 し、福祉人材の裾野拡大を図る。

(14)働 きやすい福祉 ・介護の職場宣言情報公表事

業

都が、働きやすい職場づ くりのガイ ドライ

ンを作成 し、それに準拠 した職場づくりを

行い 「働きやすい福祉 ・介護の職場宣言」

を行 う福祉 ・介護事業所の働きやすさに関

する情報を公表す る。

百万円

16

369

150

35

54

規 模

(615法 人)

百万円

18

360

95

35

54

(571法 人)

百万円

△2

9

55

0

0

(44法 人)

福 祉 保 健 局 一97
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(15)訪 問看護ステーション事務職員雇用支援事業

福祉現場の勤務環境の改善と高齢者の雇用

促進を図るため、実務経験を有する高齢者

等をクラーク人材 として雇用す る訪問看護

ステーションを支援す る。

(16)訪 問看護人材確保育成事業

高齢者の在宅療養を支える訪問看護サービ

スの安定的な供給を実現す るため、訪問看

護師の確保 ・育成 ・定着 を図る。

(17)訪 問看護ステーション代替職員確保支援事業

訪問看護師の勤務環境の向上のための支援

策を行 うことにより、訪問看護サービス量

の確保 と質の向上を図る。

研修派遣による代替職員確保

産休 ・育休 ・介休による代替職員確保

(18)新 任訪問看護師育成支援事業

訪問看護未経験の看護師を雇用 し育成を行

う訪問看護ステーシ ョンに対 し、教育体制

の強化を図るための支援 を実施 し、看護職

員の勤務環境の向上及び定着を図る。

百万円

24

規模

(26か 所)

70

19

22

規模

(43人)

百万円

26

(34か 所)

71

19

29

(60人)

百万円

△2

(△8か 所)

△1

0

△7

(△17人)

福 祉 保 健 局 一98
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

12医 療費助成事業

(1)心 身障害者(児)医 療費の助成

実施主体 都

対 象 者 身体障害1・2級(内 部障害3

級含む)、 知的障害1・2度 及

び精神障害1級

(65歳以上の新規対象者 を除く.)

所得制限 扶養親族なしの場合

本人年収概ね518万 円以下

(国の特別障害者手当の所得制限

額に準 じる。)
一部負担 高齢者の医療の確保に関する法

律に準 じた一部負担

(低所得者は食事療養標準負担額

等以外を助成)

(2)ひ とり親家庭等医療費の助成

実施主体 区市町村(区 部財調算入)

対 象 者 ①ひ とり親家庭の母又は父及び

児童

②父母のいない児童及びその児

童の養育者

所得制限 扶養親族2人 の場合

年収概ね412万 円未満

(国の児童扶養手当の所得制限額

に準 じる。)

補 助 率2/3
一部負担 高齢者の医療の確保に関する法

律に準 じた一部負担

(低所得者は食事療養標準負担額

等以外を助成)

百万円

16,533

規 模

(105,957人)

994

規 模

(45,564人)

百 万 円

16,211

(106,165人)

1,021

(47,545人)

百万円

322

(△208人)

△27

(△1,981人)

福 祉 保 健 局 一99
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)乳 幼児医療費の助成

実施主体 区市町村(区 部財調算入)

対 象 者 義務教育就学前の乳幼児

所得制限 扶養親族3人 の場合

年収概ね960万 円未満

補 助 率1/2
一部負担 食事療養標準負担額

(国民健康保険法等に準拠)

(4)義 務教育就学児医療費の助成

実施主体 区市町村(区 部財調算入)

対 象 者 義務教育就学児

所得制限 扶養親族3人 の場合

年収概ね960万 円未満

補 助 率1/2
一部負担 通院1件 当た り200円

食事療養標準負担額

(国民健康保険法等に準拠)

(新)

(5)高 校生等医療費の助成

子育て支援の充実のため、高校生相当年齢
への医療費助成制度の開始に向けた区市町

村等の準備経費を補助

百 万 円

3,491

規 模

(181,874人)

3,609

規 模

(240,120人)

700

百 万 円

3,591

(188,790人)

3,613

(242,908人)

0

百 万 円

△100

(△6,916人)

△4

(△2,788人)

700

福 祉 保 健 局 一100
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)大 気汚染健康障害者医療費の助成

ア18歳 未満

実施主体 都

対 象 者 都内に引き続き1年(3歳 に満

たない者は6か 月)以 上住所 を

有 し、医療保険各法が適用にな

る者

所得制限 なし

対象疾病 気管支ぜん息、慢性気管支炎、

ぜん息性気管支炎、肺気 しゅ
一部負担 食事療養標準負担額

(国民健康保険法等に準拠)

イ18歳 以上(東 京大気汚染訴訟の和解 に基づ

く事業)

実施主体 都

対 象 者 都内に引き続き1年 以上住所 を

有 し、医療保険各法が適用にな

る者(喫 煙者 を除く。)

所得制限 なし

対象疾病 気管支ぜん息
一部負担 月額6

,000円

食事療養標準負担額

生活療養標準負担額

(国民健康保険法等に準拠)

百万円

1,711

83

規 模

(1,700人)

1,628

規 模

(43,333人)

百 万 円

1,700

90

(2,253人)

1,610

(46,133人)

百万円

11

△7

(△553人)

18

(△2,800人)

福 祉 保 健 局 一101
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)都 単独制度による助成

主な対象r特 殊医療

精神通院

一般不妊治療(再 掲)

被爆者の子

難病医療

ウイルス肝炎

重度肝硬変 ・肝がん

＼ 小児精神障害者

(7)国 制度に基づ く助成

主な対象r繍 樋 院

難病医療

特定不妊治療(再 掲)

小児慢性疾患

ウイルス肝炎

重度肝硬変 ・肝がん

＼ 精神措置入院

百 万 円

7,079

規 模

(31,121人)

(439,650件)

(延

10,040人)

(延

36,550人)

(309人)

(1,504人)

(149人)

(860件)

67,318

規 模

(4,917,788件)

(100,493人)

(延

17,064人)

(6,700人)

(8,256人)

(121人)

(3,867件)

百 万 円

6,875

(29,709人)

(406,643件)

(延

8,870人)

(延

32,570人)

(579人)

(1,677人)

(16人)

(936件)

67,691

(4,783,170件)

(108,240人)

(延

22,702人)

(7,000人)

(8,763人)

(22人)

(3,916件)

百万円

204

(1,412人)

(33,007件)

(延

1,170人)

(延

3,980人)

(△270人)

(△173人)

(133人)

(△76件)

△373

(134,618件)

(△7,747人)

(延

△5,638人)

(△300人)

(△507人)

(99人)

(△49件)

福 祉 保 健 局 一102
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

13国 民健康保険事業

(1)特 別区に対する補助等

(2)市 町村に対する補助等

(3)国 民健康保険組合に対す る補助

(4)国 民健康保険新制度移行支援事業

百 万 円

84,707

38,898

4,729

193

百 万 円

84,413

37,934

4,740

1

百万円

294

964

△11

192

福 祉 保 健 局 一103
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

14後 期高齢者医療制度に係 る都負担金等

後期高齢者医療制度に関連 して、都の負担金等

を支出する。

実施主体 東京都後期高齢者医療広域連合

(都内の全区市町村が加入)

対 象 者 ①75歳 以上

②65～74歳 で一定の障害がある者

後期高齢者医療給付費等負担金

高額医療費負担金

保険基盤安定負担金

健康診査事業

百 万 円

142,788

規 模

(1,472,734人)

(1,618,119人)

(951,660人)

(853,891人)

百 万 円

138,138

(1,453,855人)

(1,673,717人)

(940,804人)

(837,324人)

百 万 円

4,650

(18,879人)

(△55,598人)

(10,856人)

(16,567人)

福 祉 保 健 局 一104
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

15国 民健康保険事業の財政運営

(国民健康保険事業会計)

(1)保 険給付費等交付金

区市町村が負担す る療養の給付等に要する

費用等

(2)後 期高齢者支援金

後期高齢者医療制度における後期高齢者の

医療費の一部等に係 る、社会保険診療報酬

支払基金への納付金等

(3)介 護納付金

介護保険制度における介護の給付及び予防

給付に係る、社会保険診療報酬支払基金へ

の納付金

(4)国 民健康保険財政安定化基金支出金

区市町村において財政収支の不均衡が生 じ

る場合に、不足額を貸付 ・交付するための

経費

(5)国 民健康保険財政安定化基金積立金

国民健康保険財政安定化基金への積立を行

う経費

百 万 円

837,762

167,174

78,690

1,900

196

百 万 円

825,256

168,344

73,724

1,900

4

百 万 円

12,506

△1,170

4,966

0

192

福 祉 保 健 局 一105
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

16東 京都立病院機構への負担

都民の健康の維持及び増進に寄与するため、地

方独立行政法人東京都立病院機構に対 し、行政

的医療の安定的かつ継続的な提供をはじめ、高

度 ・専門的医療の提供及び地域医療の充実への

貢献に向けた取組等を推進できるよ う必要な経

費を負担す る。

(新)

17都 立病院における最先端がん治療の方向性に関す

る調査

がん対策の現状及び最先端がん治療の方向性に

について、データ収集 など必要な調査を行 う。

(新)

18東 京都立病院機構に対する貸付金

(地方独立行政法人東京都立病院機構貸付等事業

会計)

地方独立行政法人東京都立病院機構に対 して、

施設整備に要する資金の貸付を行 う。

(新)

19公 債費会計繰出金

地方独立行政法人移行前に発行 した都債の償還

を行 う。

(新)

20病 院施設整備

大塚病院及び荏原病院の施設整備を行 う。

百 万 円

36,463

30

6,788

7,885

3,553

百万円

0

0

0

0

0

百 万 円

36,463

30

6,788

7,885

3,553

福 祉 保 健 局 一106
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産 業 労 働 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1「 新 しい 日常」対応型サー ビス創出支援事業

労働集約的な業種における先導的な取組 を人材

面 ・資金面で支援 し、先進事例の創出 ・発信 に

より、その取組を波及 させ ることで、社会の変

化に対応 した新たなサー ビス創出を促進する。

(新)

2ポ ス トコロナに向けた企業変革推進事業

中小企業の事業計画の見直 しや新たな収益基盤

の確保等に必要な支援を行 うとともに、中小企

業間や大企業、大学等 との連携を強化 しなが ら

ポス トコロナに向けた企業変革を推進する。

3小 規模企業対策

商工会 ・商工会議所等補助

小規模事業者持続化支援事業 等

(新)

4中 小企業活力向上プロジェク トア ドバンス

現状分析に基づ く潜在的な課題の発見か ら解決

までの一体的な支援に加え、事業計画の進捗確

認 と実行継続を支援 し、収益 を確保できる経営

体質へ転換を図る。

経営分析

アシス トコース

ア ドバンスコース

百万円

289

規 模

(30件)

44

規 模

(40件)

3,437

規 模

(37所)

459

規 模

(1,200回)

(2,500回)

(1,500回)

百万円

264

(30件)

0

(0件)

3,463

(37所)

0

(0回)

(0回)

(0回)

百万円

25

(0件)

44

(40件)

△26

(0所)

459

(1,200回)

(2,500回)

(1,500回)

産 業 労 働 局 一1

-178一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

5下 請企業対策

下請企業取引対策

取引情報の提供

苦情紛争処理に関す る相談

下請企業等への支援

倒産防止特別相談

取引適正化に関する法制度の普及 等

6明 日にチャレンジ中小企業基盤強化事業

中小企業の基盤技術の高度化 ・高付加価値化等

に向けた取組を支援す る。

補 助 率2/3

補助限度額 一般枠20百 万円

小規模企業枠10百 万円

7目 指せ!中 小企業経営力強化ア ドバ ンス事業

経営基盤の強化に取 り組む都内中小企業や積極

的にPR展 開を図る企業に対 し、販路開拓助成

やマ ッチング商談会等の支援策を実施する。

国内外の展示会参加 等

百万円

121

規 模

(2,600件)

(300件)

(116件)

1,563

規 模

(122社)

1,142

規 模

(880件)

百万円

121

(2,600件)

(300件)

(116件)

1,563

(122社)

825

(680件)

百万円

O

(0件)

(0件)

(0件)

0

(0社)

317

(200件)

産 業 労 働 局 一2
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

8中 小企業 にお ける危機管理対策

(1)東 京都BCP策 定支援事業

中小企業 のBCP策 定を支援す る とともに

成果 を広 く紹介す ることで、中小企業への

BCPの 浸透 を図 る。

BCP策 定講座 等

(2)中 小企業サイバーセ キュ リテ ィ向上支援 事業

セ キュ リテ ィ機器 の導入や イ ンシデ ン ト対

応 をは じめ とした技術 的相 談、セキ ュ リテ

ィ診断 な どの支援 を実施す るほか、情報発

信 によ り中小企業 のサイバ ーセキ ュ リテ ィ

対策 の向上 を図る。

(新)

(3)中 小企業サイバーセ キュ リテ ィ対策継続 支援

事業

セ キュ リテ ィ人材 の育成支援や 実践的な課

題解決 を通 じ、セ キュ リテ ィ対策 の継続性

の担保 を後押 しし、サプ ライチ ェー ンのセ

キュ リテ ィ対策 な どに もつなが る中小企 業

の体制 を強化す る。

(4)中 小企業 にお ける危機管理対策促進 事業

中小企業 にお ける様 々な リス クに対応 す る

た めの施設 ・機器等 の整備 に要す る経費 を

支援す る。

危機管理対策

サイバーセ キュ リテ ィ対策 等

百万円

1,026

132

規 模

(480社)

205

151

規 模

(30件)

538

百万円

774

77

(360社)

205

0

(0件)

492

百万円

252

55

(120社)

0

151

(30件)

46

産 業 労 働 局 一3
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

9事 業承継 ・再生支援事業

事業承継、事業再生の問題を抱える中小企業の

円滑な事業承継等に向けて、普及啓発、巡回相

談、承継 ・改善計画の策定 ・実行を支援する。

企業継続支援

事業承継塾

M&A着 手支援

企業再編促進支援 等

10倒 産防止特別支援事業

東京都中小企業振興公社に事業再生特別相談窓

口を設置 し、金融機関 ・専門家と連携 を図 り、

都内中小企業の経営改善等を短期 ・集 中で支援

する。

11東 京国際展示場の運営

大規模修繕

建物貸付料等積立(社 会資本等整備基金)等

12東 京国際フォーラムの運営

大規模修繕

建物貸付料等積立(社 会資本等整備基金)等

(新)

13障 害者向け製品等の販路開拓支援事業

障害者向けスポーツ関連の製品等や義足 ・車い

すなど障害者向け製品等の製造 ・販売に取 り組

む都内中小企業に対 し、展示会等への出展経費

の一部を助成する。

百万円

542

規 模

(20社)

41

8,881

債 務 負 担

(105)

4,192

債 務 負 担

(2,142)

81

規 模

(50件)

百 万 円

525

(20社)

41

8,361

(667)

1,070

(328)

0

(0件)

百 万 円

17

(0社)

0

520

(△562)

3,122

(1,814)

81

(50件)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

14国 際的 ビジネス機会の拡大

(1)海 外展開総合支援事業

アジア諸国等への事業展開を志向 している

企業に対 し、海外展開プランの策定や、ハ

ンズオン支援、海外展示会への出展支援等

を組み合わせ、総合的 ・多角的に海外販路

開拓を支援する。

海外販路ナ ビゲーター

海外販路ア ドバイザー

海外ワンス トップ相談

海外展示会出展等支援

越境EC出 品支援 等

(2)地 域闇経済交流事業

欧米地域において、現地支援機関等のネ ッ

ワークを活用 した、中小企業の海外展開支

援の仕組みを構築 し、中小企業の欧米展開

を支援する。

(新)

(3)海 外デジタルマーケテ ィング支援事業

英語WEBペ ージやPRツ ールな どの作成

を支援 し、海外展開を志向す る都内中小企

業のデジタルツールを活用 した英語での情

報発信力を強化す る。

(4)成 長産業分野の海外展示会出展支援事業

医療 ・環境 ・エネルギー産業分野における

都内中小企業の海外展示会への出展を支援

し、中小企業の海外市場の獲得 を後押 しす

る。

百万円

882

411

規 模

(15人)

(2人)

182

債 務 負 担

(42)

101

規 模

(100社)

188

規 模

(2回)

百万円

725

446

(15人)

(2人)

91

0

(0社)

188

(2回)

百万円

157

△35

(0人)

(0人)

91

101

(100社)

0

(0回)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

15多 摩イ ノベー シ ョン総合支援事業

成長分野へ の参入 、新製 品 ・新技術 の開発 等 に

向け、多摩地域 に蓄積 され た高度 な技術 力や知

的資源 を活 か した中小企業 と他企 業、大学、研

究機 関 との連携 を総合 的に支援す る。

新技術創 出交流会

研 究会

勉強会 等

16多 摩イ ノベー シ ョンエ コシステム促進 事業

多摩イ ノベー シ ョンパー ク構想 の実現に寄与す

るた め リーデ ィングプ ロジェ ク トの支援 や情報

発信 に加 え、地域 でプ ロジェ ク トを創 出す るプ

ラ ッ トフォー ムを構築 し、多摩 地域 でのイ ノベ
ー シ ョンエ コシステムの形成 を促進 す る

。

17知 的財産活用へ の支援

知的財産 に関す る相談体制 の構 築や 中小企業が

自ら策定 した知 的財産戦 略の実施 に対す る助 成

な ど、 中小企業 の知 的財産 の創造 ・保護 ・活 用

を総合的 に支援す る。

ア ドバイザー ・専 門相談員 に よる相 談

ニ ッチ トップ育成支援

AI・ デー タ知財取得支援

(新)

ス ター トア ップ知 的財産支援事 業 等

百万円

169

規 模

(1回)

(8回)

(8回)

831

899

規 模

(10社)

(5件)

(5件)

百万円

0

(0回)

(0回)

(0回)

45

640

(10社)

(5件)

(0件)

百万円

169

(1回)

(8回)

(8回)

786

259

(0社)

(0件)

(5件)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

18生 産性 向上 のためのデ ジタル技術活用推進 事業

都 内中小企業 がデ ジタル基盤 の整備 や先端技術

の活用 によ り生産性 の向上 を図 る取組 を支援 す

る。

普及啓発セ ミナー

専 門家 による導入 ・活用支援

助成金 等

19　 TOKYO戦 略 的イ ノベー シ ョン促進 事業

「未来 の東京」戦 略等 で示 され る都 市課題 を解

決す るた め、顧客 ニーズを視 野に入 れた技術 ・

製品開発 の動 向を示 した 「イ ノベ ーシ ョンマ ッ

プ」 に基づい て、中小企業 と大学 ・研 究機 関等

が連携 して行 う技術 ・製 品の開発及 び実用化 に

向けた取組 を支援す る。

開発経費助成 補 助 率2/3

補助 限度額80百 万 円

(下限15百 万 円)

20躍 進的 な事業推進 のための設備投 資支援 事業

中小企業 が更 なる発展 に向けた競争 力の強化 や

DX化 、イ ノベー シ ョン推進 な どを 目指す際 に

必要 となる設備等 の導入 に要す る経 費の一部 を

支援す る。

補 助 率1/2・2/3

補助限度額100百 万 円(下 限1百 万 円)

百万円

310

規 模

(10回)

(50件)

832

規 模

(12件)

10,117

百万円

186

(10回)

(20件)

428

(12件)

5,590

百万円

124

(0回)

(30件)

404

(0件)

4,527
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

21未 来 を拓 くイ ノベー シ ョンTOKYOプ ロジ ェク

ト

新産業創 出を 目指す ため、民間資金 を活 用 し、

大企業等 も巻 き込 んだオープ ンイ ノベー シ ョン

による先進的 、革新 的なプ ロジェ ク トを支援 す

る。

補 助 率1/2

補助総額300百 万 円上限

補助期 間2年

22ゼ ロエ ミッシ ョン東京 の実現 に向けた技術 開発 支

援事業

ゼ ロエ ミッシ ョン東京 の実現 に向けた技術開発

・製 品の事業化 を促進す るため、東京 に集積 す

るベ ンチ ャー企業等 が大企業等 と連携 して行 う

プ ロジェク トや 中小企業 グル ープに よる共同開

発 に対 し、幅広 く支援す る。

大企業等 と連携 した研究 開発支援

中小企業 グルー プに よる新 たな共同開発 等の

支援

(新)

23中 小企業デ ジタル ツール導入促進支援 事業

都 内中小企業 に対 し、デ ジタル ツール の導入 に

係 る経費 の一部 を助成す ることで、事業活動の

デ ジタル化 を促進 させ 、継続 的な成長 ・発展 を

支援す る。

補 助 率1/2・2/3

補助限度額1百 万円

百万円

1,130

債 務 負 担

(112)

658

債 務 負 担

(168)

規 模

(4件)

(5件)

574

規 模

(500件)

百万円

1,131

(112)

244

(167)

(2件)

(5件)

0

(0件)

百万円

△1

(0)

414

(1)

(2件)

(0件)

574

(500件)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

24創 業への支援

(1)創 業支援拠点 の運営

都 内開業率 の向上を図 るため、創 業希望者

等が気軽 に立 ち寄 ることができ る創 業支援

窓 口及び適切 な創業 メニ ューの提 供が可能

な機能 を備 えた創業支援拠 点を運営す る。

TOKYO起 業塾

入 門コー ス

実践 コー ス 等

(2)創 業支援拠点(多 摩)の 運 営

多摩地域 にお ける開業率 の向上 を図 るた

め、地域 の特性 を活 か した起業に向 けた各

種支援 を行 う創業支援拠 点を運 営す る。

業種別 ポイ ン トセ ミナー 等

(3)次 世代 アン トレプ レナ ー育成 プ ログラム

優れ た ビジネ スプラ ンを コンテス ト方式で

選定 し、法人設 立資金 を助成 す る とともに

経営者 としての資質 、スキル 等 を磨 くた め

の機会 を提供す る。

ビジネ スプラン コンテス ト

ビジネ ススクール

アクセ ラ レーシ ョンプ ラグラム 等

(4)青 山創業促進セ ンター の運 営

将来有望 な人材 が切磋琢磨 し、起業家 と し

て育つ場 を提供す るとともに、先輩起業家

等か らの支援 を受 け、大き く成長 す るこ と

を 目指す新 たなタイ プのイ ンキ ュベー シ ョ

ン施設 を運営す る。

百万円

5,684

679

規 模

(14回)

489

134

255

債 務 負 担

(197)

百 万 円

5,073

679

(14回)

489

134

239

百万円

611

0

(0回)

0

0

16
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)女 性ベンチャー成長促進事業

全国規模、更には国際規模まで事業拡大を

目指すよ うな女性起業家に対 し、短期集 中

型のプログラム等を提供す る。

アクセラレーションプログラム

海外派遣

(6)起 業家による空き家活用事業

空き家を活用 した事業を行 う起業家に対 し

て家賃相当額を助成す るとともに、空き家

を提供 した建物所有者に対 して助成 を行 う

ことで、空き家を有効活用 した先進事例を

創出する。

(7)小 中学校向け起業家教育推進事業

都民にとって起業をより身近な存在 にする

ため、小中学校における起業家教育の実施

に向け相談体制を整備 し、必要な支援を実

施する。

(8)高 校生起業家養成プログラム

起業家の裾野をさらに拡大 していくため、

高校生を対象 とす る起業まで視野に入れた

プログラムを実施す る。

(9)シ ニア創業促進事業

シニア層が、働き方の選択肢 として起業を

考えられるよ う支援す るとともに、実際の

起業に向けた後押 しを行 う。

百万円

264

17

92

債 務 負 担

(30)

159

債 務 負 担

(65)

35

百万円

262

債 務 負 担

(262)

17

62

(30)

93

(65)

20

百 万 円

2

0

30

(0)

66

(0)

15
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(10)創 業活性化 に向けた広報PR

創 業活性化 に向けた各種広報PRを 実施 す

るこ とで、創業へ の機運 を醸成 し、創 業希

望者 の増加 と都 内開業率 の向上 を 目指す。

(11)ス ター トア ップ総合支援拠 点の運 営

創 業初期 を乗 り越 えたス ター トア ップの更

なる成長 に向け、業種や業界 、地域 にと ら

われ ない連携 の促進 を後押 しす るス ター ト

ア ップ総合支援拠点 を運 営す る。

(12)連 携促進型オー プンイ ノベ ーシ ョンプ ラッ ト

フォー ム事業

企業や大学 、行政機 関の抱 え る課題 等 とス

ス ター トア ップのアイデ ア とを機 能的 ・集

約的 に結びつ けるプ ラッ トフォーム を構 築

す る ことで、事業連携 を促進す る。

(13)ス ター トア ップ ・グ ローバル 交流HUB事 業

海外現地 での大規模 マ ッチ ングイベ ン ト、

ピッチ会等へ の参加 を通 じ、有望な都 内ス

ター トア ップ と現地VC・ 事 業会社 等 との

マ ッチ ングの機会 を提供す る等に よ り、協

働 関係構築 ・事業連携 を促進 す る。

(14)新 事業発掘 プロジェク ト

大企業 に潜在す る人材 、アイデア、 シーズ

を活用 した新事業創 出 ・起 業等の活性化 を

図 るため、新 たな ビジネ スの創 出につな げ

る場 ・機会 を提供 し、事業化 を促進 す る。

百万円

50

455

債 務 負 担

(726)

102

規 模

(12回)

636

規 模

(60社)

286

規 模

(20件)

百万円

50

424

102

(12回)

636

(60社)

286

(20件)

百万円

0

31

0

(0回)

0

(0社)

0

(0件)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(15)ス ター トア ップ社会実装促進事 業

未成熟 で競争者 の少 ない領域 での活躍 を 目

指す スター トア ップに対 し、 ビジネスモデ

ル の社会実装 を支援す る。

(16)リ ス ター トアン トレプ レナー支援 事業

事業 に行 き詰 った等過去 の経 験 を糧 に再起

を 目指す有望 なア ン トレプ レナーが着実 に

再ス ター トし、成長 でき る環境構 築 ・機 運

醸成 に向けた支援 を実施す る。

(17)5G技 術活用型 開発等促進事 業

5G技 術 を活用 した新 たな技術 ・サー ビス

等 の開発 を 目指す スター トア ップに、資金

面 ・ビジネ ス面 か らサポー トを実施 す る。

(18)行 政課題解決型 スター トア ップ支援 事業

行政 とスター トア ップの交流拠 点 を西新 宿

で運営 し、セ ミナーや ピッチ会 の開催 等 を

通 じて行政課題 の解決 を図 る。

(19)ス ター トア ップに よるDX社 会 実装 事業

ス ター トア ップが開発 したDX推 進 に資す

る製 品やサー ビスの普及 ・実装 に向 け、大

企業等 とのマ ッチ ング機会 を創 出 し、導入

事例 を広 く発信す る。

(新)

(20)中 小企業DX推 進 に係 るス ター トア ップ支援

事業

中小企業 の課題解決 に資す る革新 的な製 品

・サー ビスを有す るスター トア ップ を支援

す る。

百万円

209

規 模

(10社)

201

規 模

(20社)

1,027

規 模

(9社)

413

105

76

債 務 負 担

(150)

規 模

(20社)

百万円

209

(10社)

201

(20社)

652

(6社)

413

105

0

(0社)

百万円

O

(0社)

O

(0社)

375

(3社)

0

0

76

(20社)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

25ク ラ ウ ドファンデ ィングを活用 した資金調 達支援

(1)ク ラ ウ ドファンデ ィングを活用 した資金調 達

支援

起業家等 の小 口や無担保 の資金 ニーズ に応

え、創業や ソー シャル ビジネス等への挑 戦

を促進す る。

(新)

(2)ク ラ ウ ドファンデ ィ ングを活用 した事業の再

構築支援

ポス ト ・コ ロナを見据 えた事業の見直 し ・

再構築 を図る中小企業者等 の挑 戦 を促進 す

る。

(新)

(3)ク ラ ウ ドファンデ ィ ングを活用 したDX支 援

デ ジタル技術 を活用 した新製 品 ・新 サー ビ

ス を創 出す る中小企業者等 の挑 戦 を促進 す

る。

26女 性 ・若者 ・シニア創業 サポー ト事 業

女性、若者 、シニアに よる地域 に根 ざ した創 業

を後押 しす るため、信用金庫 ・信用組 合や、地

域創 業 ア ドバイザー と連携 し、資金 ・経営両面

か らの支援 を行 う。

27外 国人起業家 の資金調達支援

外国人 による東京 での起業 を後押 しす るた め、

融資の ほか事業計画 の 日本語化 サポー トな ど、

金融 と経営 の両面 か ら支援 を提供す る。

百万円

358

131

規 模

(230件)

88

規 模

(100件)

139

規 模

(200件)

370

規 模

(405件)

88

規 模

(40件)

百万円

131

131

(210件)

0

(0件)

0

(0件)

359

(405件)

1,873

(40件)

百万円

227

0

(20件)

88

(100件)

139

(200件)

11

(0件)

△1,785

(0件)

産 業 労 働 局 一13

-190一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

28地 域産業活力創出支援事業

多様な主体 との連携による地域の産業力強化や

社会構造の変革への対応など、区市町村が 「地

域産業活性化計画」に基づき取 り組む事業を支

援することで、地域産業の活性化を図る。

区市町村計画に対す る補助

29　 TOKYO地 域資源等活用推進事業

地域経済の活性化に向け、中小企業等による東

京の魅力ある 「地域資源」を活用 した新製品 ・

新サー ビスの開発を支援す るとともに、東京の

課題解決につながる取組を支援す る。

(新)

30多 摩産業交流センターの管理

多摩地域の持つ産業集積の強みを生か し広域的

な産業交流の中核機能を担 うことにより、東京

都 における産業の振興を図るため、多摩産業交

流センターを管理運営す る。

(新)

31地 域産業デジタル化推進事業

デジタル技術の導入により、中小企業の生産性

向上 ・競争力強化や新産業の創出等に取 り組む

区市町村を支援 し、デジタル化を推進する。

百万円

794

規 模

(10団 体)

451

1,032

1,200

百万円

421

(5団 体)

401

0

0

百 万 円

373

(5団 体)

50

1,032

1,200
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

32商 店街の活性化

(1)商 店街チャレンジ戦略支援事業 等

魅力ある商店街づ くりに向けて、将来を見

据えた戦略的な取組にチャレンジする商店

街に対 して幅広い支援を行 う。

イベン ト事業 ・活性化事業

地域連携型商店街事業

広域支援型商店街事業

政策課題対応型商店街事業

商店街起業 ・承継支援事業

若手 ・女性 リーダー応援プログラム

(新)

未来を創る商店街支援事業 等

(2)進 め!若 手商人育成事業

商店街の次代を担 う若手商店主の育成を支

援する。

商店街パワーアップ作戦

商店主スキルアップ事業

商人大学校

商店街 リーダー実践力向上塾

商店街起業促進サポー ト 等

百 万 円

5,094

4,381

規 模

(2,300件)

50

百 万 円

5,076

4,641

(2,300件)

50

百万円

18

△260

(0件)

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(3)商 店街ステ ップアップ応援事業

商店街の自主的かっ継続的な取組 を後押 し

するため、新たな取組を行 う意欲のある商

店街に対 し、巡回相談や専門家派遣を実施

するとともに、計画策定支援などを行 う。

巡回相談

専門家派遣

市場調査、計画策定支援

(4)東 京都スマー ト商店街推進事業

商店街におけるデジタル化等の好事例を創

出し、情報発信を実施す ることで、更なる

商店街の活性化を図る。

(5)大 東京商店街まっ り

商店街の魅力や地域における役割 を広くア

ピールするイベン トを開催 し、都内商店街

の中長期的な活性化につなげる。

百万円

200

規 模

(10団 体)

(11団 体)

(15団 体)

383

80

百万円

200

(10団 体)

(11団 体)

(15団 体)

105

80

百万円

O

(0団 体)

(0団 体)

(0団 体)

278

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

33中 小企業に対する総合的な支援事業

総合相談窓 口の運営

(創業 ・経営 ・資金調達など)

事業可能性評価

専門家の派遣

人材の育成

情報の提供

34政 策課題対応型専門家派遣事業

環境や防災などの政策課題に係 る取組 を行 う中

小企業者等に対 し、専門家を派遣 し、経営上の

様々な課題の解決を図る。

35　 TMAN(航 空機産業への参入支援)等

高い技術的波及効果が期待 され る航空機関連産

業への都内中小企業の参入に向けた取組 を支援

する。

連携強化支援

都立産業技術研究セ ンターとの連携
一貫生産部品販路開拓支援 等

36医 療機 器産業への参入支援

持続的な成長が見込まれ る医療機器産業への参

入を図るため、コーデ ィネーターの配置等によ

る医産学連携の取組を行 う。

医王連携イノベーションセ ンターの運営

先端医療機器開発アクセ ラレーシ ョンプロジ

ェク ト

海外向け医療機器開発支援 等

百万円

154

規 模

(2,240件)

22

規 模

(880件)

118

1,106

債 務 負 担

(50)

百万円

154

(2,240件)

22

(880件)

172

855

(539)

百万円

0

(0件)

0

(0件)

△54

251

(△489)

産 業 労 働 局 一17

-194一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

37江 戸東京 き らりプ ロジェク ト

東京の魅力 を更 に高め、外 国人観 光客誘 致 に繋

げる とともに、東京 の宝物 の技術 を次代 に継 承

させ るた め、東京 の宝物 を発掘 し、付加価値 を

付 けて世界 に発信す る。

江戸東京 き ら りプ ロジェ ク ト推進委員 会

民間事業者等 のネ ッ トワー ク構 築 等

(新)

38学 生 ファ ッシ ョンデ ザイナ ー育成支援 事業

アパ レル業界 を 目指す学生 向けに、3部 門(フ

リー部 門、着物活用部 門、障害者 用デザイ ン部

門)の デザイ ン コンクール を実施 し、学生やバ

イヤー に向けて広 く発信す ることで、東 京か ら

世界 に羽 ばた くデ ザイナ ーの育成 を支援 す る。

(新)

39中 小企業受注拡大 プ ロジェク ト

東京2020大 会 の開催後 も、優れ た製 品やサー ビ

ス を生み 出す東京 の中小企業 が中長期 的な受注

機 会の拡大や販路 開拓 の機会 を得 られ るよ う、

ビジネスチ ャンス ・ナ ビの充 実等 に よ りさ らな

る利便性 向上 を図る。

40女 性経営者等 の活躍促進事業

女性経営者等 の活躍 を促進す るための知識 ・ノ

ウハ ウの習得や 、ネ ッ トワー ク構 築に対す る支

援 を実施す る。

rNEW　 CONFERENCE」 　 (女性 経

営者 の活躍 に向けた会議)の 開催

「女性首長 によるび じょんネ ッ トワー ク」(

女性首長等 による会議)の 開催 等

百万円

390

規 模

(4回)

50

685

230

百万円

352

(4回)

0

0

230

百万円

38

(0回)

50

685

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

41フ ァ ッシ ョン産業 の振興

東京の ファ ッシ ョンの魅力 をイベ ン トを通 じて

幅広い層へ発信す る とともに、新 たな ビジネス

チ ャンス の創 出や アジアの ファッシ ョン拠点 と

しての東京 のプ レゼ ンスを向上 させ る取組 を推

進す る。

42地 域特性 に着 目した産業振興 イベ ン ト支援

都 内の さま ざまな産業分野 におけ る業界団体等

が地域 の特性 を踏 まえ、都 内産 業の振興 ・活性

化 に結び付 くイベ ン トへ の支援 を実施 す る。

43eス ポー ツに係 る産業 の振興

ゲー ム ・コンテ ンツに係 る中小企 業へのサポー

トとして、eス ポー ツに係 る産 業振 興に向 けた

啓発イベ ン トを開催す る。

44ECサ イ トの活用 に よる東京 の特産 品販 売支援 事

業

有名ECサ イ トに特設ペ ージ を設 置 し、東京 の

特産 品を広 く発信す る ことで、中小の特産品販

売事業者 の販路 開拓 につ なげ る。

45ECサ イ トの活用 に よる東京 の伝 統工芸品販 売支

援事業

有名ECサ イ トにアンテ ナシ ョップ を設 置 し、

東京の伝統工芸 品の販売及 びプ ロモーシ ョンを

支援す る ことで、東京 の伝統 工芸品 を広 く発信

し、販路 開拓 につ なげ る。

百万円

105

300

規 模

(5件)

130

122

95

規 模

(123品)

百万円

105

300

(5件)

130

122

95

(123品)

百万円

O

O

(0件)

0

0

0

(0品)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

46ゼ 日工 ミッシ ョン実現 に向けた経 営推進 支援 事業

中小企業 のゼ ロエ ミッシ ョンの実現に向 けて、

脱炭素化 な どの取組 の普及啓発 か ら経営戦略の

策定、実行支援 までを総合 的に支援 す る。

(新)

47ゼ ロエ ミッシ ョン推進 に向けた事 業転換 支援事業

中小企業 のゼ ロエ ミッシ ョンに資す る新製品 ・

新技術 開発及び販路 開拓等 を総合 的に支援す る

こ とによ り、中小企業 の成長 を図 ると ともに、

脱炭素社会 の実現 に貢献 してい く。

(新)

48都 市型産業施設 を活用 した事業 可能性調 査

都 内や 国内外 の動 向を整理 し、今 後都 内で求 め

られ るイ ノベー シ ョン創 出に向けた施設 の在 り

方 について調査 を実施す る。

(新)

49サ プ ライチ ェー ン維持確保 サポー ト事業

部品 ・原材料 の不足等 に よる経 営上の課題 を解

決す るた め、総合相談窓 口の設置や 専門家派遣

を実施す る とともに、発注先企 業 と部品 ・原材

料の供給 が可能 な中小企業等 の掘 り起 しを行 う

こ とで、 ビジネ スチャ ンス ・ナ ビへの誘 導や受

発注商談会 の開催 につ なげ る。

(新)

50テ ナ ン トビル等安全対策強化支援事 業

中小企業 が火災 の初期対応 を確 実に実施 す るた

め、高性能 な消火器等 を導入す る際に要す る経

費の一部 を助成す る。

百 万 円

62

311

20

74

238

百万円

0

0

0

0

0

百 万 円

62

311

20

74

238
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

51中 小企業 の5G・IoT・ ロボ ッ ト普及促進 事業

5　G、　 I　o　T、　ロボ ッ トをは じめ とす る先端技

術 を中小企業 が活用 ・展 開 し、生産性 向上や新

製品 ・新サー ビスの開発等へ つなげ る環境 を構

築す るた め、社会実装 に向けた支援 な どを実施

す る。

52障 害者ス ポー ツ研究 開発推進事業

東京2020大 会 の レガシー として、障害者 スポー

ツ用具 のニー ズの うち波及効果 が高い と想 定 さ

れ る一般 の障害者 向けスポーツ用 品等の開発 を

推進す る。

(新)

53ゼ ロエ ミッシ ョンに資す るモ ビ リテ ィ産業支援 事

業

次世代 のモ ビリテ ィ産業 に資す る支援 体制 を整

備 し、都 内中小企業 の車載機 器や 小型 モ ビ リテ

ィに関す る製 品化 ・事業化 を加速 させ 、東京 の

産業力 を強化 してい く。

(新)

54フ ー ドテ ックによる製 品開発支援事 業

都立産業技術研究セ ンターにおけ る依 頼試 験や

機 器利用 の実施 ノ ウハ ウを生か しなが ら食 品技

術セ ンター でのサー ビスの充 実を図 ることで、

フー ドテ ック分野 におけ る中小企 業の製 品開発

を促進す る。

百 万 円

1,166

82

314

317

百 万 円

1,378

64

0

0

百 万 円

△212

18

314

317
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

55中 小企業制度融資

(1)融 資

融資 目標額

百 万 円

327,000

215,686

融 資 目 標 額

(20,100億 円)

百 万 円

314,382

202,176

(22,000億 円)

百 万 円

12,618

13,510

(△1,900億 円)

区 分 4年 度 3年 度 増(△)減 限 度 額 利 率

政
策
課
題
対
応
資
金

DX・ イ ノ ベ ・産 業

育 成 融 資

億 円

170

(88)

億円

70

(35)

億 円

100

(53)

■

1企 業2.8億 円

1組 合4.8億 円
2.2%以 下

社 会 課 題

解 決 融 資

330

(123)

253

(92)

77

(31)

1

1企 業2.8億 円

1組 合4.8億 円
2.2%以 下

金 融 機 関

提 案 融 資

140

(0)

140

(0)

0

(0)

1企 業2.8億 円

1組 合4.8億 円
所定利率

一

般
的
な
事
業
運
営
資
金

小 規 模 事 業 ・

フ リ ー ラ ン ス

向 け 融 資

909

(325)

909

(281)

0

(44)

1企 業 ・1組 合2,000万 円
2.5%以 下 、

変 動

一 般 事 業 融 資

2,088

(10)

2,088

(98)

0

(△88)

1企 業2.8億 円

1組 合4.8億 円
所定利率等

新
た
な
事
業
展
開
資
金

創 業 融 資
540

(185)

382

(131)

158

(54)
1企 業 ・1組 合3,500万 円

2.5%以 下 、

変 動

販 路 開 拓 融 資
21

(7)

21

(9)

0

(△2)

1企 業2.8億 円

1組 合4.8億 円

2.2%以 下 、

変 動

設 備 融 資
132

(63)

132

(62)

0

(1)
1企 業2.8億 円

2.4%以 下 、

変 動

事 業 承 継 融 資
293

(152)

160

(70)

133

(82)

1企 業2.8億 円

1組 合4.8億 円
2.4%以 下

そ の 他 の 融 資
12

(5)

12

(5)

0

(0)

1企 業2.8億 円

1組 合4.8億 円

2.2%以 下 、

変 動

経
営
の

安
定
化
資
金

経 営 安 定 融 資

194

(66)

160

(69)

34

(△3)

1企 業2.8億 円

1組 合4.8億 円
2.4%以 下

そ の 他 の 融 資

2,791

(8)

2,793

(8)

△2

(0)

各 制 度 に よ る 所定利率等

一 般 保 証 付 融 資 4,880

(14)

4,880

(14)

0

(0)
各 制 度 に よ る 所定利率

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

感 染 症 対 応 融 資

7,600

(1,111)

10,000

(1,148)

△2,400

(△37)

1企 業2.8億 円

1組 合4.8億 円
2.4%以 下

計
20,100

(2,157)

22,000

(2,022)

△1,900

(135)

注()内 は預託原資、限度額及び利率は令和4年 度予定

新型コロナウイルス感染症対応融資には、特別借換(新 型コロナウイルス感染症対応緊急融資等)を 含む
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)信 用保証料補助

対象　 DX・ イ ノベ ・産業育成融資

社会課題解決融資

金融機関提案融資

小規模事業 ・フ リーランス向け融資

創業融資

販路開拓融資

設備融資

経営強化融資

事業承継融資

経営安定融資

新型 コロナウイルス感染症対応融資

(特別借換(新 型 コロナウイルス感

染症対応緊急融資等)を 含む)

その他の融資

(3)新 型コロナ ウイルス感染症対応緊急融資等利

子補給

(4)保 証債務履行損失補助

56金 融機 関と連携 した海外展開支援

独立行政法人 日本貿易振興機構 と連携 し、融資

実行 と併せ、海外展開に向けた取組の開始時か

ら実行後まで状況に応 じたハ ンズオン支援 を実

施することで、都内中小企業の海外展開を幅広

く支援する。

57東 京都動産 ・債権担保融資(ABL)制 度

動産や債権を総合的に取 り扱 う都独 自のABL

制度により、企業の成長ステージに応 じた様々

な資金需要に対応する。

百万円

31,420

70,547

9,347

85

規 模

(250社)

1,102

債 務 負 担

(38,400)

融 資 目標 額

(480億 円)

百 万 円

22,218

82,798

7,190

135

(250社)

1,086

(38,400)

(480億 円)

百 万 円

9,202

△12,251

2,157

△50

(0社)

16

(0)

(0億 円)
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58地 域の金融機関と連携 した新たな金融支援策

厳 しい経営環境にある都内中小零細企業の資金

繰 りを支援するため、都 と地域の金融機関が連

携 し、都独 自の金融支援策を実施す る。

59地 域金融機関による事業承継促進事業

地域密着型の取引ネ ッ トワークを有する地域金

融機 関が、取引先である中小企業に対 して事業

承継についての働きかけを行 う取組 を支援する

ことで、都内中小企業が保有す る技術や人材の

次世代への引継の促進を図る。

啓発活動、計画策定支援 等

(新)

60フ ァン ドによる脱炭素化ベ ンチャー支援

ファン ドへの出資を通 じてカーボンニュー トラ

ルの取組を後押 しするため、都 と同等以上の出

資を民間等から募 り、脱炭素化に向けたベンチ

ャー支援の環境を整備す る。

百万円

37,414

債 務 負 担

(40,000)

融 資 目標 額

(500億 円)

388

規 模

(1,800社)

6,022

百 万 円

37,191

(31,760)

(397億 円)

386

(1,800社)

O

百万円

223

(8,240)

(103億 円)

2

(0社)

6,022
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61観 光産業 の振興

(1)　 MICE誘 致 の推進

ア 東京都MICE連 携推進協議会 の運営

国や 関連事業者等 の様 々な関係 主体が連

携 を図 り、　MICE誘 致 に向 けた取組 を

展 開す る。

イ　 MICE誘 致 に向けたプ ロモーシ ョンの展

開

MICEマ ー ケテ ィング戦 略の構 築

MICE情 報発信 の展 開

MICEプ ロモー シ ョン基盤 の強化

ウ　 MICEの 誘致 ・開催支援

国際会議誘致 ・開催支援事 業

誘致資金助成 補助 率10/10

開催資金助成 補助 率10/10

報奨旅行等誘致 ・開催支援 事業

(新)

島 しょ地域 におけ るMICE誘 致促進 事

業

ユ ニー クベ ニュー ワンス トップ窓 口の設

置

ユ ニー クベ ニュー の魅力発信

ユニー クベ ニュー利用促進 事業

ユニー クベ ニュー施設 の受入 環境整備 支

援

百万円

21,867

3,701

10

440

2,619

規 模

(6件)

(40件)

百 万 円

17,891

2,174

11

238

1,727

(4件)

(26件)

百万円

3,976

1,527

△1

202

892

(2件)

(14件)
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エ　 MICE拠 点育成支援事業

会議 、宿泊 、商業施設等 のMICE関 連

施設 が集積す るエ リア をMICE拠 点 と

して育成 し、国際会議等 の誘 致や受 け入

れ に向けた計画 的な取組 を支援 す る。

オ 多摩地域 にお けるMICE拠 点の育成支援

多摩地域 にお いて会議 、宿 泊、商業施設

等 のMICE関 連施設 が集積 す るエ リア

をMICE拠 点 として育成 し、国際会議

等 の誘致や受 け入れ に向けた計画的な取

組 を支援す る。

カ　 MICE施 設 の受入環境整備 支援

MICEの 会場 とな る施設 の機 能強化 に

向けて開催 に必要 な設備 の導入 を支援 す

る。

キ 都市 間連携 に よるMICE誘 致の推進

国内他都市 と連携 してMICE誘 致 を推

進す る とともに、東京 での会議 主催者 に

対 し、他都市 を訪 問す るプ ログラム を提

案す る。

(新)

ク 次世代型MICEの 推進

MICEのDX化 を加速 させ るた め、東

京 での会議 主催者 に対 し、先進 的テ クノ

ロジー を活用 したMICEの 開催 を支援

す る。

百万円

32

規模

(7地 域)

24

規模

(2地 域)

110

52

規模

(7地 域)

414

百万円

36

(7地 域)

12

(2地 域)

110

40

(7地 域)

0

百万円

△4

(0地 域)

12

(0地 域)

0

12

(0地 域)

414
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(2)外 国人旅行者誘致 の新 たな展 開

ア 情報 の収集及び発信

観光マー ケティ ング調査

ウェブサイ トに よる情報発信

東京 ブラン ドの推進

(新)

イ ンナー ブランデ ィング強化 に向 けた キ

ャンペー ン

イ ンバ ウン ド需要 回復 に向けた観 光PR

等

イ 観光 プロモー シ ョン等 の積極 的な展開

富裕層 向けプ ロモ ーシ ョン

多様 なチ ャネル を活用 したBtoBプ ロ

モー シ ョン

東京観光 レップの運 営

東京 か ら 日本 の魅力新発 見

世界 自然遺産 を活用 した観 光振 興

渡航ルー ト多様化等 を見据 えた 日本各地

との新 たな連携

東京 と近 隣県 の魅力再発 見事業

(新)

レガ シー を活用 した国内観 光促進 事業

等

ウ イベ ン トを通 じた観光振興

東京 アニメア ワー ドフェステ ィバル

東京 国際映画祭

シ ョー トシ ョー トフ ィル ム フェステ ィバ

ノレ

春 の食 フェステ ィバル の実施 ・運営

(新)

バーチ ャル スポー ツを活用 した観 光振 興

事業 等

百万円

5,580

3,152

1,817

規 模

(15都 市)

(4地 域)

611

百 万 円

5,150

2,864

1,709

(15都 市)

(4地 域)

577

百万円

430

288

108

(0都 市)

(0地 域)

34
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(3)魅 力を高める観光資源の開発

ア 自然 と調和 した観光

多摩 ・島しょ地域観光施設整備等補助事

業

島しょ地域における観光連携実践プロジ

ェク ト

多摩 ・島しょ魅力発信事業

多摩 ・島しょ観光交通促進プロジェク ト

島しょ地域を活用 した縁結び観光プロジ

ェク ト

キャッシュレスを活用 した島 しょ地域誘

客促進事業

新たなツー リズム開発支援事業

観光型MaaS導 入支援事業

滞在型旅行(ロ ングステイ)推 進事業

(新)

島しょ地域観光課題解決事業 等

イ 観光まちづ くり

願1製 響 言葉会計に諄

東京 プ ロジェクシ ョンマ ッピング促進 支

援事業

プ ロジェクシ ョンマ ッピング国際ア ワー

ドTOKYO

(新)

夜 間 ・早朝利活用促進事 業

富裕層 向け夜 間 ・早朝観 光 コンテ ンツ開

発支援

多摩 の観光 ・産業振興ネ ッ トワー ク事業

(新)

花 と光 のムー ブメ ン ト

(新)

臨海部 と都 立公 園におけ る新 たな賑わい

の創 出 等

百万円

4,184

1,131

2,425

債 務 負 担

(242)

百 万 円

3,382

847

2,213

(147)

百万円

802

284

212

(95)
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ウ 東京 フィル ム コミッシ ョン事 業

東京 ロケー シ ョンボ ックスの運営

地域 フイル ム コミッシ ョンの設 立等支援

国内外へ のPR活 動

(新)

工 海外作 品制作支援事業

オ アニ メ等 コンテンツを活用 した誘 客促進 事

業

アニメ等 コンテ ンツ(デ ザイ ンマ ンホー

ル蓋 を含む)を 活用 した新 たな観 光資源

の開発 に取 り組む都 内区市町村 や観 光振

興 団体 に対 して支援す る。

カ アニ メ関連観光情報等発信事 業

キ デザイ ンマ ンホール等 ツー リズム推進 事業

ク 観光 まちづ く りサポー ト事 業

ケ　 01d　meets　New日 本文化 を活用 した観 光振

興支援事業

(新)

コ サステナ ブル ・ツー リズム推進 事業

(4)受 入環境 の充実

ア 観光案 内機能 の充実

東京ひ と り歩 きサイ ン計 画

デ ジタルサイネー ジを活用 した観 光情報

ネ ッ トワー ク事業

外 国人旅行者 に対す るWi-Fi利 用環

境整備事業

観光案 内所 の運営

広域的 な観光案 内拠 点等 の運 営

全 国特産 品等 の展示紹介事 業 等

百 万 円

51

30

90

66

55

10

75

251

6,139

2,267

規 模

(5か 所)

百 万 円

51

0

90

40

56

10

75

0

4,936

2,221

(5か 所)

百万円

0

30

0

26

△1

0

0

251

1,203

46

(0か 所)
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イ 観光インフラ整備支援事業

区市町村観光イ ンフラ整備支援

多言語コールセ ンター事業

宿泊施設のバ リアフ リー化支援事業

アクセシブル ・ツー リズムの推進

シンポジウム

(新)

ドローンを活用 したアクセシブル ・ツー

リズムの推進

観光事業者の経営力強化支援事業

観光バス等バ リアフ リー化支援事業

TOKYO旅 館ブラン ド構築 ・発信事業

住宅宿泊事業の適正な運営

新 しい 日常に対応 した観光事業者等の受

入環境整備事業

宿泊施設テ レワーク利用促進事業

先端技術による次世代受入環境構築事業

観光行動データを活用 したマーケティン

グ等支援事業

観光業界における経営課題解決促進事業

(新)

観光事業者向けワンス トップ支援センタ
ーの運営

(新)

観光関連事業者の連携促進による経営支

援事業

(新)

宿泊施設活用促進事業

ア ドバイザーを活用 した観光事業者支援

事業(3年 度補正計上)

(新)

DXに よる旅行事業者 レベルア ップ応援

事業

(新)

観光事業者のデジタル化促進事業 等

百万円

3,520

規 模

(100件)

(500人)

(2か 所)

(5件)

(100件)

(50件)

(200件)

(20件)

百万円

1,884

(100件)

(500人)

(2か 所)

(5件)

(0件)

(0件)

(0件)

(0件)

百万円

1,636

(0件)

(0人)

(0か 所)

(0件)

(100件)

(50件)

(200件)

(20件)
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ウ 温か く迎える仕組みづ くり

ウエルカムカー ドの作成 ・配布等

ムスリム等多様な文化 ・習慣に関する受

入環境整備

専門家個別派遣

多言語メニュー作成支援 ウェブサイ ト保

守 ・運営

都民向けお もてなしポケッ トガイ ドの作

成 等

(5)人 材の育成 ・活用

MICE専 門人材育成

MICE専 門人材育成講座

観光ボランティアの活用

観光経営人材育成事業

観光産業外国人材活用支援事業 等

(6)推 進体制の構築

都市観光支援事業 等

(7)被 災地応援ツアー

旅行会社が企画す る被災地応援ツアーや都

内の学校が行 う教育旅行 を通 じ、福島県の

復興を支援する。

百万円

352

規 模

(120事 業 者)

824

規 模

(19回)

(7大 学)

1,339

100

百万円

831

(120事 業 者)

809

(19回)

(7大 学)

1,340

100

百万円

△479

(O事 業 者)

15

(0回)

(0大 学)

△1

0
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62農 林水産業の普及啓発

東京の農林水産業及び東京産農林水産物に関す

る情報を国内外に広 く発信す る。

東京味わいフェスタの実施 ・運営(秋 のイベ

ン ト)

(新)

公募型東京農林水産魅力発信事業

(新)

クロスメディアを活用 した東京産食材PR推

進 等

(新)

63受 発注システムを活用 した東京産食材の流通促進

事業

東京産食材の流通の拡大を図るため、受発注及

び集荷配送の仕組を構築 し、都心で利用 しやす

い集配送サー ビスを運用す る。

64都 市農地保全支援プロジェク ト

環境保全や防災など農地の多面的機能を活かす

区市町の取組を支援す る。

65生 産緑地買取 ・活用支援事業

農地を維持するため、所有者から買取 り申出の

あった生産緑地にっいて区市の買取 り及び農的

活用を支援する。

(新)

66DXに よる農業基盤の防災力強化

都内全域の防災重点ため池にっいて、災害発生

時における人的被害の防止等 を図るため、デジ

タル技術を活用 した監視体制 を強化する。

百万円

457

74

317

規 模

(24区 市)

2,005

446

規 模

(7か 所)

百万円

398

0

333

(19区 市)

1,005

0

(0か 所)

百万円

59

74

△16

(5区 市)

1,000

446

(7か 所)

産 業 労 働 局 一32

-209一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

67食 育の推進

食育推進団体への支援

ぎょしょく普及事業

水産物加工 ・流通促進対策事業 等

68東 京都GAP推 進事業

「東京都GAP」 　を策定 し、食品安全や環境 に

配慮 した持続可能な農業を推進 し、都民へ安全

安心な農産物を提供す る。

69　 GAP認 証農産物普及促進事業

より多 くの農業者がGAP認 証に取 り組み、認

証農産物の流通が促進 され るよう、認証の取得
・維持に向けた環境整備等を行 う。

70　 TOKYO　 Xブ ラン ド強化支援

TOKYO　 Xの ブラン ド力強化を 目指す とと

もに、生産基盤の強化を推進す る。

71都 市農業経営力強化事業

認定農業者等の意欲ある経営体に対 し、農林水

産物の需要拡大等を視野に、必要な農業関連施

設の整備や新たな技術の活用等を支援する。

72チ ャレンジ農業支援事業

農業経営の多角化に向けて、農業者等に専門家

を派遣するとともに、新たな販路開拓を支援す

る。

百 万 円

79

20

24

12

485

106

百 万 円

77

16

32

20

485

82

百万円

2

4

△8

△8

0

24
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

73農 地の創 出 ・再生支援事業

多面的機能を発揮できる農地の減少 を抑止する

ため、市街化区域内の農家所有の宅地等を農地

として整備する場合や、低利用農地等の再生利

用 ・有効活用に向けた支援を行 う。

74江 戸東京野菜生産流通拡大事業

江戸東京野菜の栽培技術を継承 し、生産流通の

拡大を図るとともに、シンボル として発信する

75東 京ファーマー育成プロジェク ト

(1)東 京農業アカデ ミー事業

就農に向けた取組の開始期か ら経営発展期

までステージに応 じた支援メニューにより

農業後継者や農外からの新規参入者の就農

か らステ ップアップまでを トータルで支援

する。

女性 ・青年農業者育成対策

八王子研修農場事業

(新)

(2)就 農準備支援事業

都内での新規就農希望者に対 して、就農地
への円滑な定着を図るため、就農地を貸借

できるまでの一定期間の営農を支援する。

(新)

(3)多 様な担い手育成支援事業

働き方や生活スタイルの多様化が進む社会

情勢に対応 し、農地保全 を実現するため、

都市住民等を含む多様な主体による農地の

新たな活用策や都市農業の経営手法を構築

する。

百万円

37

51

281

233

規 模

(10人)

21

債 務 負 担

(30)

27

債 務 負 担

(40)

百 万 円

37

51

277

277

(10人)

0

0

百万円

0

0

4

△44

(0人)

21

27
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

76東 京型スマー ト農業プロジェク ト

産官学等の連携により　IoTやAI等 の先端技

術の開発 ・改良や東京の農業への適合 を促進 し

東京型スマー ト農業の推進を図る。

(新)

77島 しょ地域農業DX推 進事業

デジタル技術を活用 した島しょ地域の 自然環境

条件等に適 した農業振興を促進 し、島 しょ地域

における東京型スマー ト農業の推進 を図る。

(新)

78所 有者不明森林緊急対策事業

森林の所有情報の精緻化を図 り、所有者が不明

となっている森林を把握 し、森林経営管理法に

基づ く森林整備を促進す る。

79造 林対策

造林 ・保育

間伐対策 等

80総 合的花粉症対策

贋難 禦 辮 計に計上さ榔 る〕

社会的な問題 となっている花粉症について、花

粉の飛散状況の情報提供やスギ林の伐採などの

取組を行 うことで、花粉症患者の大幅な減少 を

図るとともに、林業の再生や森林機能の回復 ・

向上を促進する。

森林循環促進事業

主伐基金

とうきょう林業サポー ト隊 等

百 万 円

257

59

35

315

規 模

(54ha)

(370ha)

2,165

百 万 円

249

0

0

333

(33ha)

(420ha)

1,847

百 万 円

8

59

35

△18

(21ha)

(△50ha)

318
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

81搬 出困難箇所における森林整備事業

台風特等の倒木による被害の減少に向け、搬 出

が困難なライフライン等の施設に隣接する人工

林について、伐採作業を支援す る。

(新)

82木 材利用ポイン ト事業

多摩産材など国産木材を使用す る住宅の購入者

に対 し、東京の特産物等 と交換できるポイン ト

を交付 し、多摩産材や国産木材の更なる需要拡

大を図る。

83中 ・大規模建築物等の木造木質化促進事業

設計業務への支援や建築士講習会の開催等に加

え、施工費用への支援を通 じて、中 ・大規模建

築物の木造木質化を促進す る。

84共 存共栄による国産木材の魅力発信事業

全国各地 との 「共存共栄」の視点か ら、多摩産

材 をはじめとする国産木材製品の常設展示拠点

の運営、木材製品展示会の開催などを通 じ、国

産木材の更なる利用を推進す る。

(新)

85林 業先進技術導入事業

林業の生産性を高め、施業の効率化 を進 めるた

め、デジタル技術を活用 した様々な林業機械等

の開発や海外等の先進技術の導入を促進する。

86本 有活動の推進

本有推進事業

木育活動支援事業

東京の森林を支える未来の担い手育成支援事業

百 万 円

28

165

2,534

241

410

93

百 万 円

20

0

42

241

0

93

百 万 円

8

165

2,492

0

410

0
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

87林 業労働力総合対策事業

林業技術者の確保 ・育成を図 り、安定的に雇用

できるよ う林業経営体等の強化を推進する。

(新)

88林 業機械化促進事業

施業の効率化や多摩産材の供給力の強化 を図る

ため、国内の先進技術を含む森林整備作業の機

械化等を支援する。

89東 京の森林の将来展望実行プログラム

50年、100年 先の長期を見据えた東京の森林の

将来像の実現に向け、多摩、島 しょ、区部それ

ぞれの地域に応 じた施策を実施す る。

100年 の森整備事業

島 しょ観光資源 ・林産物生産振興事業 等

(新)

90栽 培漁業センターの機能強化

沿岸域における水産資源を適切に管理 しなが ら

漁業を行 うため、栽培漁業セ ンターの機能強化

に向けた調査等を実施す る。

91東 京の漁業人材確保 ・育成事業

東京漁業就業支援センターを設立 し、担い手ご

とのキャリアに応 じたステップアップ研修の実

施等により、漁業者の確保や技術力向上を図る

92東 京産水産物の海外販路開拓

消費量及び取引価格の高ま りを見せ る海外市場
への東京産水産物の輸出を促進す るとともに、

事業者の販路多角化 と販売活動を支援する。

百 万 円

83

99

134

11

59

42

百 万 円

88

0

149

0

38

47

百万円

△5

99

△15

11

21

△5
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

93DXに よる漁協荷捌き作業効率化推進事業

デジタル技術による漁協荷捌き作業効率化のた

めのシステムを構築 し、漁協事務の効率化及び

適切な資源管理を推進す る。

94農 林災害復旧等

(1)農 地及び農業用施設の復 旧等

農地 ・農業用施設

(2)林 道 ・治山災害復旧

林道施設

治山施設

林地荒廃

95小 笠原振興

(1)小 笠原農業の振興

農業基盤整備

植物防疫

亜熱帯農業センター施設整備 等

(2)小 笠原漁業の振興

漁業基盤整備

沖ノ鳥島総合対策

百万円

40

2,156

130

規 模

(2地 区)

2,026

債 務 負 担

(18)

規 模

(26か 所)

(3か 所)

(24か 所)

408

353

規 模

(1施 設)

55

百万円

0

3,042

852

(98地 区)

2,190

(64)

(24か 所)

(5か 所)

(24か 所)

573

273

(3施 設)

300

百万円

40

△886

△722

(△96地 区)

△164

(△46)

(2か 所)

(△2か 所)

(0か 所)

△165

80

(△2施 設)

△245
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

96若 年者の雇用就業支援

(1)若 年者の雇用就業支援

概ね34歳 以下の求職者を対象に、 しごとセ

ンターにおいて各種支援策を実施する。

高校生向け就業意識啓発講座

若年者早期就職支援事業

若年者就職力アップ事業

若者 と企業のマッチング支援

若者の職場定着支援

オンライン就職支援

就活アプローチ事業

多摩地域若者 ・中小企業交流支援事業

等

(2)若 者ジョブマ ッチング事業

新規大卒者等を対象に、企業とのマッチン

グの機会を提供す る。

(3)若 者正社員チャレンジ事業

大学等既卒29歳 以下の求職者を対象に、セ

ミナー と企業内実習をセ ッ トに したプログ

ラムを提供する。

(4)学 生インターンシップ支援事業

中小企業を視野に入れた就職活動を促進す

るため、都内中小企業におけるインターン

シップを提供する。

(5)若 年者能力開発訓練

職業能力開発センターにおいて、フリータ
ー等の就労状態の不安定な若者や学校を卒

業後 も無業でいる若年者に対 し、職業訓練

を実施する。

百万円

1,388

655

規 模

(140ク ラス)

45

規 模

(4回)

516

規 模

(1,000人)

53

規 模

(500人)

119

規 模

(280人)

百 万 円

1,338

590

(140ク ラ ス)

45

(4回)

517

(1,000人)

53

(500人)

133

(280人)

百万円

50

65

(0ク ラス)

0

(0回)

△1

(0人)

0

(0人)

△14

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

97中 高年の雇用就業支援

(1)中 高年 の雇用就業支援

概ね30～54歳 の求職者 を対象 に、 しご とセ

ンター にお いて各種支援策 を実施 す る。

求職活動支援セ ミナー

ア ドバイザー に よる支援

能力 開発 コー ス

小規模就職面接会

ミ ドル アフターのキ ャ リアチ ェンジ支援

オ ンライ ン就職支援 等

(2)非 正規 向け特別支援

非正規経験 は長 い ものの、正社員 経験が あ

るな ど、社会人 として一 定の基礎 力 を有 し

てい る求職者 に対 して、就職活 動 レベル に

合 わせ たプ ログラムを提供 し、早期就職 を

支援す る。

就活エ クスプ レス事業

非正規 向け求職活動支援

(3)ミ ドルチ ャ レンジ事業

一定 の社会人 スキル を有 しなが らも
、非正

規で の雇用期 間が長 くなってい る中高年層

に対 し、セ ミナー ・企業 内実習 を行 い、正

規雇用化 を図る。

百万円

3,719

577

規 模

(6,300人)

184

規 模

(720人)

176

規 模

(200人)

百万円

3,741

577

(6,300人)

206

(820人)

176

(200人)

百万円

△22

0

(0人)

△22

(△100人)

0

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)東 京 しごと塾事業

現状では正社員 としての就職が困難な求職

者に対 して、長期にわたる支援プログラム

を提供するとともに、就職活動か ら就職後

の定着支援まで、一貫 した手厚い支援 を講

じることによ り、正規雇用化を図る。

(5)就 職氷河期世代対策

就職氷河期世代に対 し、これまでの支援で

は対応が困難な方への支援等を実施する。

雇用創出 ・安定化支援事業

非正規就業者向けアプローチセ ミナー

ミドル版ワークスター ト支援プログラム

98高 齢者の雇用就業支援

(1)高 齢者の雇用就業支援

概ね55歳 以上の求職者を対象に、 しごとセ

ンターにおいて各種支援策を実施する。

生涯現役社会推進事業

中小企業向け人材開発

65歳以上のシニア対象職場体験事業

シニア就業支援キャラバ ン

オンライン就職支援 等

百万円

213

規 模

(160人)

2,569

規 模

(2,500人)

2,238

336

規 模

(1,800人)

百 万 円

213

(160人)

2,569

(2,500人)

2,249

334

(1,800人)

百万円

0

(0人)

0

(0人)

△11

2

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)高 年齢者訓練

職業能力開発センター等において、新 しい

職業に就こ うとす る高年齢者に対 して職業

訓練を実施する。

(3)ア クティブシニア就業支援センター助成

区市町村が、地域の高齢者の就業支援のた

めに相談や職業紹介等を行 う拠点を整備 し

た場合に、その経費の一部を支援する。

(4)シ ニア就業応援プロジェク ト

高齢者がいきいきと働 くことができるよう

に、高齢者の就業を後押 しす るとともに、

企業において高齢者活用が促進 されるよう

な施策を総合的に展開す る。

(新)

企業向けシニア雇用促進事業

東京キャリア ・トライアル65

東京セカン ドキャ リア塾

シニアしごとEXPO　 等

(5)シ ルバー人材センター等に対す る支援

公益 目的事業費の助成

シルバー向け人材開発

広域企画提案による就業機会の確保

人材情報バンクの整備

労働者派遣事業

シルバー人材センターを活用 した保育人材

等確保支援事業 等

百万円

304

規 模

(1,510人)

94

規 模

(10区 市)

663

規 模

(150人)

(400人)

(930人)

(40社)

841

規 模

(58か 所)

百万円

323

(1,510人)

106

(13区 市)

605

(0人)

(400人)

(870人)

(40社)

881

(58か 所)

百万円

△19

(0人)

△12

(△3区 市)

58

(150人)

(0人)

(60人)

(0社)

△40

(0か 所)
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99障 害者の雇用就業支援

鶴 輌 教育庁に計上さ極 る事業を〕

障害者の雇用就業の安定化を図 り、地域におけ

る障害者の自立 した生活を実現す るため、総合

的な施策を展開する。

(1)普 及啓発 ・就労機会の確保

障害者雇用就業総合推進事業

障害者雇用ナ ビゲー ト事業

企業に対する普及啓発

中小企業障害者雇用応援連携事業

特別支援学校による企業開拓 等

(2)障 害者職業訓練

障害者職業能力開発校等において、障害者

を対象 とする職業訓練を実施する。

(3)障 害者の就労に向けた支援

「東京チャレンジオフィス」の運営

(再掲)

障害者就業 ・生活支援セ ンター事業

特別支援学校における就労支援 等

百万円

2,149

305

635

規 模

(1,070人)

183

規 模

(6か 所)

百 万 円

2,145

266

644

(1,070人)

166

(6か 所)

百万円

4

39

△9

(0人)

17

(0か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)障 害者の職場定着支援

障害者の職場への定着や処遇改善を図るた

め、専門スタッフによる支援や雇用企業へ

の助成等を行 う。

東京ジョブコーチ支援事業

職場内障害者サポーター事業

中小企業障害者雇用支援助成事業

障害者安定雇用奨励事業

100難 病 ・がん患者就業支援事業

難病 ・がん患者が安心して職場で活躍できるよ

うにするため、雇入れ、休職からの職場復帰、

就業継続に積極的に取 り組む企業に対 し、奨励

金を支給する。

難病 ・がん患者採用奨励金

奨励金 最大90万 円

難病 ・がん患者雇用継続助成金

助成金 最大90万 円

(新)

101　 TOKYO障 害者マ ッチング応援フェスタ

関係機 関 ・業界団体 と連携 しマッチングイベン

トを開催するとともに障害者 ・企業の双方をサ

ポー トするイベン トを開催 し、障害者雇用を促

進する。

百万円

1,026

規 模

(800人)

123

101

百 万 円

1,069

(800人)

150

0

百万円

△43

(0人)

△27

101
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

102女 性 の雇用就 業支援

(1)女 性再就職支援窓 口等 の運 営

女性 の再就職 を支援す る窓 口において、 出

産、育児 、介護等 で離職 した女性 等 を対象

にきめ細 かい再就職支援 を行 う。

(2)女 性再就職支援事業

再就職 が困難 な女性 を対象 と した支援プ ロ

グラム等 の提供 に よ り、潜在 的労働 力の掘

り起 こしを行 い、女性 労働力 人 口を確保 す

る。

女性再就職 サポー トプ ログ ラム

オー ダー メイ ド型女性 しごと応援 出張テ

ラス 等

(新)

(3)女 性 しごと応援 キャ ラバ ン

女性 を対象 に、都 内各地 でキ ャラバ ン型 の

就業相談会 を開催す るとともに、ひ と り親

の方 な ど、きめ細や かな支援 が必要な方ヘ

カ ウンセ リング等 の就職支援 サー ビス を実

施す る。

(4)女 性 しごとEXPO

女性 に多様 な 「はた らく選択肢 」 を提示 し

自身 の可能性 の発見 に繋 げ るためのイベ ン

トを開催 し、女性 の就業 を後 押 しす る。

(5)テ レワー クを活用 した女性 の雇用 拡大事業

テ レワー クを希望す る女性 求職者 を対象 に

個別カ ウンセ リングやセ ミナー を実施す る

とともに、合 同就職面接会 を開催 し、女性

求職者 と企業 とのマ ッチ ングを支援 す る。

百万円

1,570

223

276

規 模

(3,110人)

201

規 模

(50回)

100

71

規 模

(200人)

百 万 円

1,002

223

257

(2,425人)

0

(0回)

100

71

(200人)

百万円

568

0

19

(685人)

201

(50回)

0

0

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

(6)レ デ ィGO!Projectプ ラス

出産 ・子育 て等 を契機 に離職 した女性 に対

し、仕事 と家庭 の両立に協 力的な企 業 との

合 同就職面接会等 を開催す る。

(新)

(7)女 性活躍推進企業等 との合 同就職 面接 会

非正規雇用 で働 く女性等 に対 し、女性活 躍

推進企業等 とのマ ッチ ング機会 を提供す る

た め、合 同就職 面接会等 を開催 す る。

(8)女 性従業員 のキャ リアア ップ応援 事業

職場 にお いて女性活躍推進 のための取組 を

進 めるこ とで会社全体 で女性 リーダー を生

み 出 してい くための取組 を支援 す る。

(新)

キャ リアア ップに向けた意識 づ け研修

(新)

ネ ッ トワー ク形成 のための交流会

(新)

企業 の意識変革 を促す セ ミナー

(新)

コンサルテ ィング ・メ ンタ リング 等

(9)女 性 向け委託訓練

出産や育児 を機 に退職 し、再度働 くこ とを

希望す る女性 の再就職 を支援す るた め民間

教育機 関に委託 して職業 訓練 を実施 す る。

3か 月訓練

5日 間訓練

eラ ー ニング コー ス

(新)

オ ンライ ン コース

百万円

127

規 模

(600人)

134

規 模

(1,000人)

292

規 模

(1,000人)

(100人)

(500社)

(100回)

146

規 模

(200人)

(280人)

(150人)

(300人)

百万円

O

(0人)

0

(0人)

224

(0人)

(0人)

(0社)

(0回)

127

(400人)

(280人)

(150人)

(0人)

百万円

127

(600人)

134

(1,000人)

68

(1,000人)

(100人)

(500社)

(100回)

19

(△200人)

(0人)

(0人)

(300人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

103産 業人材の確保 ・育成事業

若者等に中小企業の魅力を発信 し、就業促進 を

図るとともに、専門家派遣等により中小企業の

人材確保 ・育成等を支援す る。

人材ナ ビゲーターによる支援 等

104中 小企業の外国人材受入支援事業

中小企業における外国人材受入を促進するため

高度外国人材を世界から積極的に呼び込む とと

もに、企業の受入れ段階に応 じて総合的かつき

め細やかな支援を実施す る。

東京外国人材採用ナビセ ンタ一 等

105特 定技能外国人雇用支援事業

人手不足に悩む特定技能分野の都内中小企業に

対 し外国人材 とのマッチングの機会 を提供 し、

受入準備に関するコンサルティングを実施する

など、きめ細かな支援を提供す る。

(新)

106中 小企業の外国人社員に対する研修等支援事業

中小企業の外国人社員に対す る日本語教育支援

に係 る経費の一部を助成す ることで、社内にお

ける外国人社員の定着を図る。

107人 材確保支援事業

中小企業の人材不足を解消す るため、相談窓 口

を設置 し、企業の人材確保に向けた総合的な支

援を実施する。

人材確保相談窓 口の設置

人材確保に関するコンサルティング 等

百万円

287

規 模

(10人)

487

159

18

389

規 模

(330社)

百万円

288

(10人)

556

156

0

386

(330社)

百万円

△1

(0人)

△69

3

18

3

(0社)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

108業 界別 人材確保 オーダー メイ ド型支援事業

都 内中小企業 の人材確保 を図 るため、業界団体

を通 じて採用や育成 ・定着等 の課題 に対応 した

支援 をオー ダー メイ ド型 で提供す ると ともに、

各業界特有 の課題解決 に向けた 自主的な取組 に

対 し、費用 の一部 を補助す る。

109中 小企 業人材確保 のた めの奨学金返還支援事業(

3年 度補正 計上)

奨学金 を利用 している大学生等 が技術者 な どの

採用が容易 でない業界 に就職 した場合 、就職 後

3年 間、奨学金返還費用相 当額 の一部 を助成 す

るこ とで、 中小企業 の人材確保 を支援 す る。

110デ ジタル人材確保 ・就職促進事業(3年 度補正計

上)

デ ジタル分野へ の人材 シフ トを強力 に展開す る

た め、デ ジタル産業 に特化 したマ ッチ ングイベ

ン トを開催 し、デ ジタル分野未経 験者 で もエ ン

トリー可能 な求人 に加 え、デ ジタル 中核 人材 の

求人 も開拓 し、中小企業 のDX人 材確保 のニー

ズ にも対応 してい く。

(新)

111も のづ く り産 業人材確保 支援事業

労働 者派遣 のスキー ムを活用 し、派遣社 員 と し

て働 きなが ら、 ものづ く りの職種 等 を経験 し、

終了後 に正社員 としての就職 を 目指 す。

百 万 円

603

54

185

198

百万円

0

0

0

0

百 万 円

603

54

185

198
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

112就 職 チ ャレンジ多摩 事業

多摩地域 にお いて、セ ミナー とグル ープ ワー ク

を経て、企業 内実習やマ ッチ ング支援 を行 うプ

ログラムを提供 し、正規雇用化 を図 る。

113東 京都 地域 人材確保 総合支援事業

地域の実情 に応 じて実施す る、中小企 業の人材

確 保 に向けた区市 町村や商 工会等 の取組 や、就

労困難者支援等 、先進 的な取組 を支援 す る。

114就 労困難者対策

「ソー シャル ・イ ンクル ージ ョン」の考 え方 に

基づ き、就労 に困難 を抱 え る方 々を支援 す る と

ともに、 ソー シャル フ ァームの創設及 び活動の

支援 を総合的 に展 開す る。

就労 困難者特別支援事業

ソー シャル ファー ム支援事業

ソー シャル ファーム認証審査会 等の運営

ソー シャル ファー ム等 に関す る普及 啓発 事業

115早 期 再就職 緊急 支援 事業

新型 コロナ ウイル ス感染症へ の雇 用の緊急対策

として、 キャ リアカ ウンセ リング、セ ミナー、

就職面接会 を短期集 中プ ログラム と して1日 で

実施 し、早期 の就職 を支援す る。

百万円

198

870

1,068

288

規 模

(1,540人)

百 万 円

0

1,027

1,062

268

(1,200人)

百万円

198

△157

6

20

(340人)
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116業 界連携再就職 支援 事業

新型 コロナ ウイル ス感染症 の影響 で離職 した者

な どを対象 に、人材 を確保 したい業界団体 と連

携 し、業界知識 と技能 を付 与す る短期 間の講習

プ ログラム と業界傘 下企業 とのマ ッチ ングを組

み合わせ た再就職支援 を実施す る。

(新)

117長 期失 業者等 に向 けた フォ ロー ア ップ支援

しご とセ ンター で実施 してい るキ ャ リアカ ウン

セ リングや職業紹介 な どの支援 と職 業能力開発

セ ンター等 で行 う職業 訓練 を組 み合 わせ 、就 業

に関す る総合 的な支援 の仕組 みを構 築す る。

118雇 用創 出 ・安 定化 支援事業(一 部再掲)

コロナ禍 による雇用環境 の深刻化 に対応 す るた

め、派遣制度 のスキームを活用 して、一定の収

入 を得 なが ら正社員就職 を 目指す 支援 を行い、

新た な安定 した雇用 の場 を提供す る。

(新)

119デ ジタル ・ビジネスス キル習得支援事業

しご とセ ンター を利用す る求職者 に対 しオ フィ

ス ソフ トの操作 に加 え、急速 に普及 してい るオ

ンライ ンツール の習得やネ ッ トワー ク関連の知

識、プ ログラ ミング言語 を使用 しないプ ログラ

ム開発手法等 を習得 させ 、再就職 を支援 す る と

ともに、社会 のDX化 を推進 してい く。

百万円

254

規 模

(300人)

85

4,095

規 模

(5,000人)

317

規 模

(700人)

百万円

197

(200人)

0

4,095

(5,000人)

0

(0人)

百万円

57

(100人)

85

0

(0人)

317

(700人)
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(新)

120新 卒向け緊急合同就職面接会

新規学卒者のマ ッチング支援機能を強化するた

め、新たな求人開拓機能を活用 した合同就職面

接会を実施 し、重なるセーフティネッ トとする

仕組みを構築する。

(新)

121労 働相談オンライン化事業

テ レビ会議アプ リ等を新たに導入 し、労働相談

を利用する都民の利便性向上を図ることで、労

働問題の解決等を図る。

122正 規雇用等転換安定化支援事業

計画的な育成計画の策定や退職金制度など、正

規雇用転換後も安心して働き続け られる労働環

境整備を行った中小企業に対 して助成金を支給

し、質の良い転換を促進す る。

助成金1事 業所当た り最大70万 円

123就 職氷河期世代雇用安定化支援事業

就職氷河期世代を正規雇用労働者 として採用 し

職場定着に取 り組む中小企業に対 して助成金 を

支給 し、安定雇用を促進す る。

助成金1事 業所当た り最大90万 円

百万円

73

26

643

規 模

(1,700件)

164

規 模

(500件)

百万円

0

0

737

(2,000件)

322

(1,000件)

百万円

73

26

△94

(△300件)

△158

(△500件)
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124働 き方改革促進事業

企業 が主体的に働 き方改革 に取 り組 めるよ う、

相談 窓 口の設 置、働 き方改革 に必要 な法知識や

ノウハ ウ等の提 供、専 門家 による社 内推進や生

産性 向上のサポー トを行 う。

相談 窓 口の設 置

集 中講座

専門家派遣1社 当た り最大5回

125ラ イ フ ・ワー ク ・バ ラ ンス推進 事業

ライ フ ・ワー ク ・バ ランスの推進 を効果 的に発

信す るため、普及周知活動 と、企業や都民 の多

様 なニーズに対応 した総合展 を開催す る。

126テ レワー ク等普及推進事業

テ レワー クな ど柔軟な働 き方 を推進す るため、

東京 テ レワー ク推 進セ ンター での相談や情報提

供 に加 え、テ レワー クの導入や活用拡大 に向け

たセ ミナーや コンサルテ ィング等 を行 う。

テ レワー ク推進 セ ンター の運営

テ レワー ク導入 ・運用課題 解決サ ポー ト事業

サテ ライ トオ フィス設 置等補助事業

TOKYOテ レワー クオ フィス の運営

TOKYOテ レワー クアプ リ

テ レワー ク促進 事業

(新)

テ レワー ク導入ハ ンズオ ン支援事業

次世代型 シ ェアオ フィス運営事業へ の助成

「テ レワー ク東京ルール」普及啓発 ムー ブメ

ン ト

小規模 テ レワー クコーナー設置促進事業(3

年度補 正計上)等

百万円

355

規 模

(1,000社)

(300社)

79

3,182

規 模

(16か 所)

(3か 所)

(300社)

(200件)

百万円

368

(1,000社)

(300社)

79

3,160

(16か 所)

(3か 所)

(0社)

(0件)

百万円

△13

(0社)

(0社)

0

22

(0か 所)

(0か 所)

(300社)

(200件)
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127働 きやすい職場環境づ くり推進事業

専門家派遣等によ り雇用環境改善の取組 を行 う

中小企業を支援するとともに、育児 ・介護や病

気治療 と仕事の両立等を支援す る取組 を行った

企業に対 して、奨励金を支給す る。

奨励金1社 当た り最大100万 円

128働 く人のチャイル ドプランサポー ト事業

不妊治療 ・不育症治療 と仕事の両立に関する企

業向け研修を実施 して知識を付与す るとともに

休暇制度や相談窓 口を設置 した企業への奨励金

の支給によ り、職場における環境整備 を促進す

る。

奨励金1社 当た り最大40万 円

129働 くパパママ育休取得応援事業

女性の育休取得 ・原職復帰や社内規則の整備、

男性の育休取得を奨励す る企業に助成金を支給

し、育児休業の取得 しやすい環境整備 を促進す

る。

働 くママコース

働 くパパコース

(新)

130男 性育休取得促進に向けた普及啓発事業

経済団体 と連携 し、男性育休に対す る意識啓発

キャンペーンを展開し、経営者等の理解 を促進

するとともに、男性育休の促進に積極的に取 り

組む企業の事例等を発信す る。

百万円

557

規 模

(600社)

118

規 模

(250社)

1,720

規 模

(400社)

(750社)

111

百万円

268

(300社)

94

(200社)

474

(400社)

(400社)

0

百万円

289

(300社)

24

(50社)

1,246

(0社)

(350社)

111
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(新)

131ハ ラスメ ン ト防止対策推進事業

パ ワーハ ラスメン ト等 の防止 に関す る普及啓発

を強化 し、企業 のハ ラスメ ン ト防止 に向 けた機

運醸成 を図る。

132職 業能 力の開発 ・向上

(1)公 共職業訓練

職業能力 開発セ ンター等13校

一般訓練

高年齢者 訓練(再 掲)

若年者能力 開発 訓練(再 掲)

障害者職業 訓練(再 掲)

女性 向け委託 訓練(再 掲)

能力 向上訓練 等

(2)再 就職促進等委託 訓練

3か 月訓練(IT・ 福祉 ・事務 等)

母子家庭 の母等 に対す る職 業訓練

障害者委託 訓練(再 掲)等

133中 小企 業人材 ス キルア ップ支援事業

生産性 の向上や新事業創 出に向けて企 業が取組

む人材育成 を支援す るため、 中小企 業が従業員

に対 して行 うeラ ー ニ ング等 に よる職 業訓練 に

対 して助成す る。

(新)

DXリ スキ リング助成金 等

134も のづ く り ・匠の技の祭典

日本の匠 の技 の魅力 を国内外 に広 く発信 す るた

め、都 内のみ な らず全 国か ら優れ た技能 を一堂

に集 めた大規模 なイベ ン トを開催す る。

百万円

49

6,373

3,000

債 務 負 担

(337)

規 模

(26,797人)

3,373

債 務 負 担

(2,607)

規 模

(11,327人)

349

規 模

(300社)

275

百 万 円

0

6,315

3,000

(337)

(26,722人)

3,315

(2,607)

(11,266人)

154

(0社)

292

百万円

49

58

0

(0)

(75人)

58

(0)

(61人)

195

(300社)

△17
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

135デ ジタル人材 育成 支援事業

失業 中の若者 な どに対 し、民間事 業者 の ノウハ

ウを活用 して、デ ジタル 関連 のスキル を付与す

る職業訓練 と、きめ細 かい再就職 支援 を一体的

に行 う取組 を実施す る。

(新)

136DX人 材 リスキ リング支援事業

中小企業 のDX人 材 の育成 に伴 う普及 セ ミナー

の開催や相談 ・ア ドバイ ス等 に加 えDX講 習 も
一体的 に実施す る ことで

、都 内中小企 業のDX

人材の育成 を支援す る。

137成 長産 業分 野 キャ リア形成支援事業(3年 度補 正

計 上)

非正規労働者等ヘ キャ リア形成 の機 会 を提供 す

るこ とで、経済活動 の再 開に向けて雇 用の安定

化 と成長産業分野へ の人材 シ フ トを促進 す る。

(新)

138女 性 向けデジ タル ・ビジネスス キル習得訓練事

業

結婚、 出産や育児等 のため退職す るな ど、事務

系の仕事 の経験 が少 ない女性 に対 し、オ フィス

ソフ トの基礎 的操作 のほか、オ ンライ ン会議 や

簡易 な業務 アプ リ開発等 ができ るデジ タルス キ

ル等 を付与す る ことで再就職 を支援 す る。

(新)

139ひ と り親 向 けオ ンライ ン訓練 ・就活支援事業

PCやWi-Fiを 無償 で貸 与 し、eラ ーニ ン

グ等 によ り、資格 の取得 、スキル の習得及び職

業紹介等 の就職支援 を一体 的に行 うこ とで、ひ

とり親 の方 々のキャ リア形成や就職活 動 を支援

す る。

百万円

1,264

規 模

(1,000人)

338

規 模

(250社)

368

規 模

(1,000人)

212

規 模

(300人)

230

規 模

(300人)

百万円

606

(400人)

0

(0社)

0

(0人)

0

(0人)

0

(0人)

百万円

658

(600人)

338

(250社)

368

(1,000人)

212

(300人)

230

(300人)
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建 設 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1区 部環状 ・多摩南北方向の道路の整備等

都心に流入する通過交通の分散や多摩地域の渋

滞緩和のため、区部放射 ・区部環状方向、多摩

南北方向、区部 と多摩を結ぶ東西方向の道路を

中心 とした、都市の骨格を形成す る幹線道路網

を整備する。

(1)道 路整備

町田調布線(多 摩市ほか)等

(2)街 路整備

環状第4号 線(港 区ほか)、

小平3・2・8号 線(小 平市ほか)等

※ 木造住宅密集地域内の都市計画道路の

整備(再 掲)を 含む

(3)環 状第2号 線の整備促進

晴海～築地(延 長2.1km)

百万円

94,557

4,964

債 務 負 担

(3,501)

規 模

(12路 線)

(22か 所)

74,231

債 務 負 担

(7,203)

規 模

(39路 線)

(82か 所)

15,362

債 務 負 担

(657)

百 万 円

84,804

4,722

(2,792)

(13路 線)

(24か 所)

71,837

(10,069)

(38路 線)

(79か 所)

8,245

(6,924)

百万円

9,753

242

(709)

(△1路 線)

(△2か 所)

2,394

(△2,866)

(1路 線)

(3か 所)

7,117

(△6,267)

建 設 局 一1
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

2東 京外か く環状道路の整備推進

国が直轄で施行する東京外かく環状道路の建設

に要する経費について、法令の定めるところに

より国に対 して負担金を支出す る。

(1)国 直轄事業負担金(工 事費 ・用地費)

負担率1/4

(2)用 地取得に関する事務受託

東京外かく環状道路の整備のために必要な

土地の取得等に関す る事務を、委託契約 に

より、国から受託す る。

3一 般道路の整備(区 部 ・多摩)

市街地において骨格幹線道路 を補完 し、地域の

防災性や円滑な交通を確保す るなど、地域生活

を支える基幹的な地域幹線道路を整備する。

(1)道 路整備

八王子町田線(町 田市ほか)等

(2)街 路整備

補助第230号 線(練 馬区)、

日野3・4・3号 線(日 野市)等

※ 木造住宅密集地域内の都市計画道路の整

備(再 掲)を 含む

百万円

5,110

5,000

110

債 務 負 担

(11)

73,583

5,100

債 務 負 担

(1,586)

規 模

(17路 線)

(27か 所)

68,483

債 務 負 担

(3,685)

規 模

(63路 線)

(108か 所)

百 万 円

5,114

5,000

114

(25)

73,581

5,621

(2,294)

(19路 線)

(29か 所)

67,960

(4,178)

(67路 線)

(114か 所)

百万円

△4

0

△4

(△14)

2

△521

(△708)

(△2路 線)

(△2か 所)

523

(△493)

(△4路 線)

(△6か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

4一 般道路の整備(山 間 ・島しょ)

山間 ・島しょ地域の日常生活における地域交流

を活性化 し、地域の生活を支 え、産業振興 ・観

光開発を促進するとともに、地域の防災性 を高

める道路を整備する。

(1)道 路災害防除

川野上川乗線(奥 多摩町ほか)等

(2)道 路整備

大久野青梅線(青 梅市ほか)等

(3)小 笠原道路整備

沖港北港線(小 笠原村)等

5木 造住宅密集地域内の都市計画道路の整備

(再掲)

延焼遮断帯を形成する主要な都市計画道路を 「

特定整備路線」に指定し、生活再建のための特

別な支援を行 うことで、整備 を促進する。

放射第2号 線(品 川区)、

補助第29号 線(品 川区ほか)等

百万円

8,475

4,356

債 務 負 担

(1,764)

規 模

(23路 線)

(55か 所)

3,726

債 務 負 担

(1,662)

規 模

(14路 線)

(23か 所)

393

規 模

(2路 線)

(2か 所)

47,758

債 務 負 担

(1,013)

規 模

(18路 線)

(30か 所)

百万円

10,358

4,348

(2,352)

(27路 線)

(58か 所)

5,494

(1,046)

(13路 線)

(22か 所)

516

債 務 負 担

(126)

(2路 線)

(2か 所)

45,175

(1,318)

(18路 線)

(31か 所)

百万円

△1,883

8

(△588)

(△4路 線)

(△3か 所)

△1,768

(616)

(1路 線)

(1か 所)

△123

(0路 線)

(0か 所)

2,583

(△305)

(0路 線)

(△1か 所)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6渋 滞対策

第3次 交差点すいすいプラン

幅員の狭い片側1車 線の道路で、交差点直近

の比較的短い区間の土地を取得 し、右折車線

等を整備することで渋滞を緩和 し、円滑な交

通を確保する。

事業期間 平成27年 度～令和6年 度

対象箇所76か 所

7第 三次みちづ くり・まちづ くりパー トナー事業

地域のまちづ くりと密接に関連 した道路整備 に

臨機応変に対応するとともに、幹線道路を補完

する地域的道路ネ ッ トワークを形成すべく、都

と市町村が協力 して道路整備 を行 う。

事業期間 平成29年 度～令和8年 度

対象箇所11市18か 所

8鉄 道の連続立体交差事業の推進

鉄道を一定区間連続 して高架化または地下化す

ることで道路 と立体化 し、多数の踏切の除却や

新たに交差する道路 との立体交差を実現する。

京王京王線(世 田谷区ほか)

西武新宿線 ・国分寺線 ・西武園線

(東村山市)等

9多 摩都市モノレールの整備

多摩地域のアクセス利便性や生活利便性の向上

を図るため、上北台から箱根ケ崎方面への延伸

に向けた調査及び設計を実施す る。

百万円

2,647

債 務 負 担

(210)

規 模

(30か 所)

4,018

規 模

(9市)

(14か 所)

37,288

規 模

(6路 線)

(7か 所)

180

債 務 負 担

(226)

百万円

2,682

(323)

(45か 所)

2,943

(9市)

(14か 所)

37,288

(6路 線)

(7か 所)

252

(100)

百万円

△35

(△113)

(△15か 所)

1,075

(0市)

(0か 所)

0

(0路 線)

(0か 所)

△72

(126)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

10山 岳道路の防災力向上

既設グラウン ドアンカーに加 え、その他の既設

斜面対策施設全体の経年劣化対策を行 うほか、

令和元年東 日本台風(台 風19号)な どの災害

の教訓を踏まえた、道路本体の強靭化対策や土

砂流出抑制対策を行 う。

(新)

高精度な地形データを活用 した効果的な防災

対策

11橋 梁の整備

(1)橋 梁整備

等々力大橋(仮 称)、 関戸橋 等

(2)橋 梁の長寿命化

「橋梁予防保全計画」に基づき、予防保全

型管理を行い、建設時より性能 を向上させ

て延命化 し、定めた要求性能を満足するこ

とを目指 し、必要な補修等を実施する。

平井大橋、江北橋 等

(3)橋 梁補修

「橋梁予防保全計画」に基づき、予防保全

型管理を行い、建設時と同等の性能維持 を

目指 し、必要な補修等を実施する。

江戸橋、中原橋 等

百万円

970

債 務 負 担

(609)

規 模

(10路 線)

(22か 所)

27,131

9,048

債 務 負 担

(7,243)

規 模

(16橋)

11,562

債 務 負 担

(5,862)

規 模

(50橋)

6,521

債 務 負 担

(2,915)

規 模

(72橋)

百 万 円

593

(553)

(5路 線)

(8か 所)

25,329

8,608

(5,169)

(13橋)

12,374

(4,509)

(64橋)

4,347

(2,482)

(59橋)

百万円

377

(56)

(5路 線)

(14か 所)

1,802

440

(2,074)

(3橋)

△812

(1,353)

(△14橋)

2,174

(433)

(13橋)

建 設 局 一5
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

12道 路補修

(1)路 面補修

耐用年数に達 した舗装の修繕 と交通量の増

大に対応するための舗装の改良を行 う。

(2)沿 道環境等に配慮 した路面の高機能化

センター ・コア ・エ リアを中心とした重点

エ リアにおいて、ヒー トアイラン ド対策に

資する遮熱性舗装及び保水性塗装を実施す

るとともに、道路交通騒音対策の必要な優

先的対策道路区間等において、二層式低騒

音舗装を実施する。

環八通 り、環七通 り 等

(3)街 路樹の防災機能強化

台風等によ り倒木等の被害が多かった地域

の街路樹を集中的に診断 し、計画的に更新

等を行 う。

(4)そ の他

沿道環境整備

道路照明のLED化

道路施設改修 等

百万円

32,128

12,793

債 務 負 担

(6,161)

7,742

債 務 負 担

(3,738)

252

11,341

債 務 負 担

(2,270)

百 万 円

33,512

12,802

(5,213)

7,743

(2,970)

252

12,715

(1,671)

百万円

△1,384

△9

(948)

△1

(768)

0

△1,374

(599)

建 設 局 一6
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

13交 通安全施設の整備

(1)歩 道の整備

歩行者の安全を確保 し、交通事故を防ぐた

め歩道の設置及び既設歩道の改善を行 う。

(2)道 路のバ リアフ リー化

誰もが安心 ・安全、快適に利用できる歩行

空間を確保するため、歩道の段差解消 ・勾

配改善、視覚障害者誘導用ブロックの設置

等道路のバ リアフ リー化 を推進する。

(3)区 市町村道路のバ リアフ リー化補助

対象路線 主な駅 ・福祉施設などの対象施

設問を結ぶ経路上にある特定道

路に指定 された区市町村道

(4)新 宿副都心地区地下歩行者専用道の整備

(5)無 電柱化の推進(一 部再掲)

都市防災機能の強化、島 しょ地域の防災力

向上、安全で快適な歩行空間の確保、良好

な都市景観の創出のため、既存道路の無電

柱化を推進する。

'、

都市整備局、住宅政策本部、港湾局、臨

海地域開発事業会計、港湾事業会計に計

、上 されている事業を含む。.

無電柱化に係 る技術開発 等

百万円

40,359

3,147

債 務 負 担

(784)

規 模

(1.7km)

442

債 務 負 担

(143)

規 模

(7.8km)

12

規 模

(5区)

434

29,087

債 務 負 担

(3,337)

規 模

(44.6km)

百 万 円

39,474

3,549

(494)

(2.8km)

554

(142)

(10.Okm)

5

(3区)

1,744

債 務 負 担

(11)

27,221

(4,270)

(44.Okm)

百 万 円

885

△402

(290)

(△1.1km)

△112

(1)

(△2.2km)

7

(2区)

△1,310

1,866

(△933)

(0.6km)

建 設 局 一7
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(6)区 市町村無電柱化補助

対象路線 主要な駅や観光地周辺の道路、

防災に寄与す る道路、低コス ト

手法を導入す る道路 等

(7)自 転車通行空間の整備

都内各地で誰 もが安全で安心 して移動でき

るよ う、自転車通行空間を整備する。

〔欝 鷲 讐 讐 事業会計に計上さ〕

(8)東 京 ス トリー トヒュー マ ン1st事 業

多様 な人 々が集 う、首都東京 にふ さわ しい

快適 で魅力 あるみち空 間の創 出 を図 るた め

沿道 の街並み と調和 した歩道 の景観整備 を

実施す る。

(9)そ の他

交差点 の改 良

道路附属物 の整備 等

百万円

1,428

規 模

(38区 市 町)

1,944

債 務 負 担

(1,201)

規 模

(25.6km)

511

債 務 負 担

(525)

3,354

債 務 負 担

(445)

百 万 円

1,177

(37区 市 町)

1,856

(983)

(24.6km)

136

(111)

3,232

(843)

百 万 円

251

(1市)

88

(218)

(1.Okm)

375

(414)

122

(△398)

建 設 局 一8
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

14中 小河川の改修

護岸や調節池等の整備により、治水対策を推進

する。

(1)護 岸の整備

石神井川、善福寺川 等

(2)調 節池等の整備

環状七号線地下広域調節池

城北中央公園調節池(一 期)

(新)

目黒川流域調節池(仮 称)(基 本設計)

環状七号線地下広域調節池の延伸等に関す

る調査 等

15外 濠における水環境改善(暫 定対策)(再 掲)

外濠の暫定的な水質改善に係 る工法に関する調

査を行 う。

16河 川防災事業

在来護岸の局部改修、水門等の維持補修及び水

防災総合情報システムの整備 を行 う。

河川監視カメラの設置

多摩河川の治水能力強化

(新)

河川の氾濫危険情報発表の自動化に向けた運

用システム改良に関す る調査 等

百万円

48,126

14,103

債 務 負 担

(7,009)

規 模

(護 岸

1,036m)

34,023

債 務 負 担

(49,575)

40

6,177

債 務 負 担

(1,923)

百 万 円

50,035

14,737

(5,754)

(護 岸

1,379m)

35,298

(3,336)

350

5,170

(3,188)

百 万 円

△1,909

△634

(1,255)

(護 岸

△343m)

△1,275

(46,239)

△310

1,007

(△1,265)

建 設 局 一9
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

17東 部低地帯 にお ける耐震 ・耐水対策 の推進

地震 に伴 う津波や 高潮等 の水 害か ら東 部低地帯

を守 るた め、 「東部低地帯 の河川施設整備 計画

(第二期)」 に基づ き、耐震 ・耐水 対策 を推進

す る。

新 中川、 中川

亀 島川水 門 等

18高 潮防御施設 の整備

毛長川、石神井川 等

19江 東 内部河川 の整備(一 部再掲)

横 十間川、北十 間川 等

20ス ーパー堤防等 の整備(一 部再掲)

スーパー堤 防等 江戸川 四丁 目地区

(旧江戸川)等

テ ラ ス 中央 区築地(隅 田川)等

百万円

22,063

債 務 負 担

(16,664)

規 模

(護岸 ・防潮堤

3,511m)

(水 門等 施 設

13施 設)

2,056

債 務 負 担

(1,032)

規 模

(護岸 ・防潮堤

14m)

1,960

債 務 負 担

(840)

規 模

(護 岸

712m)

5,050

債 務 負 担

(2,064)

規 模

(スーパ ー堤防

18地 区)

(テ ラ ス根 固

88m)

百万円

33,012

(12,157)

(護岸 ・防潮堤

9,222m)

(水 門等 施 設

14施 設)

2,543

(1,120)

(護岸 ・防潮堤

61m)

1,848

(666)

(護 岸

666m)

4,615

(2,949)

(スーパ ー堤防

18地 区)

(テ ラス根 固

185m)

百万円

△10,949

(4,507)

(護岸 ・防潮 堤

△5,711m)

(水 門等 施 設

△1施 設)

△487

(△88)

(護岸 ・防潮 堤

△47m)

112

(174)

(護 岸

46m)

435

(△885)

(スーパ ー堤 防

0地 区)

(テ ラス根 固

△97m)

建 設 局 一10

-242一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

21水 辺の魅力を活かした東京の顔づくり

隅田川等における恒常的なにぎわい創出のため

夜間照明施設の整備やテ ラスの連続化などによ

る 「水辺の動線」の強化、 「にぎわい誘導エ リ

ア」における重点的な施策展開等を進める。

22砂 防海岸施設の整備

(1)ソ フ ト・ハー ドの連携による土砂災害対策

「土砂災害防止法」に基づく警戒区域の指

定等のソフ ト対策を実施す る。

(2)そ の他

砂 防 工 事

大金沢(大 島町)

(新)

土砂災害危険渓流における簡易的な土石

流対策 等

海 岸 整 備

沢尻 ・長浜海岸(神 津島村)等

急傾斜地崩壊対策

大塚(八 王子市)等

百万円

713

債 務 負 担

(625)

7,716

1,215

債 務 負 担

(126)

6,501

債 務 負 担

(2,798)

規 模

(57か 所)

(3か 所)

(21か 所)

百 万 円

1,199

(786)

7,749

1,176

6,573

(2,553)

(58か 所)

(5か 所)

(24か 所)

百万円

△486

(△161)

△33

39

△72

(245)

(△1か 所)

(△2か 所)

(△3か 所)

建 設 局 一11
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

23公 園の整備

(1)都 市公園整備

ア 個性豊かな都立公園の整備

練馬城趾公園、大戸緑地、高井戸公園、

東伏見公園 等

イ 既設公園の整備等

防災公園の整備 等

(2)小 笠原公園整備

(3)だ れもが遊べる児童遊具広場整備補助

24動 物園の整備

(1)恩 賜上野動物園

表門周辺施設整備 等

(2)多 摩動物公園

シマ ウマ ・オ リックス舎整備 等

(3)葛 西臨海水族園

再整備事業契約手続補助業務委託 等

(4)井 の頭 自然文化園

電気設備改修 等

百万円

40,897

40,744

30,432

債 務 負 担

(61,535)

規 模

(28公 園)

10,312

債 務 負 担

(4,290)

103

50

3,286

1,128

債 務 負 担

(206)

1,077

債 務 負 担

(542)

958

債 務 負 担

(30,852)

123

債 務 負 担

(49)

百 万 円

27,687

27,520

17,932

(3,706)

(33公 園)

9,588

(4,757)

107

60

3,828

1,484

1,189

(132)

1,093

(312)

62

百 万 円

13,210

13,224

12,500

(57,829)

(△5公 園)

724

(△467)

△4

△10

△542

△356

△112

(410)

△135

(30,540)

61

建 設 局 一12
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

25霊 園 ・葬儀所の整備

(1)青 山霊園の再生

墓所移転 等

(2)谷 中霊園の再生

墓所移転 等

(3)染 井霊園の再生

墓所移転、集合墓地整備 等

(新)

(4)雑 司ケ谷霊園の再生

再生支援施設設計 等

(5)既 設霊園 ・葬儀所の整備

青山葬儀所解体、瑞江葬儀所建替 等

26市 町村土木補助

市町村が施行する土木事業に対 して補助を行 う

道路事業

交通安全施設整備事業

河川事業

公園事業

27都 市基盤施設の良好な維持管理

計画的 ・効果的な維持工事を実施する。

(ゼロ都債)

28液 状化予測図の更新

予測図更新案の作成

百万円

4,129

73

140

209

債 務 負 担

(111)

15

3,692

債 務 負 担

(3,480)

5,609

規 模

(38市 町 村)

(10市)

(1町)

(11市)

54,867

債 務 負 担

(5,380)

42

百 万 円

2,252

104

205

242

(110)

0

1,701

(599)

5,614

(36市 町 村)

(10市)

(1町)

(10市)

54,095

(6,626)

51

百万円

1,877

△31

△65

△33

(1)

15

1,991

(2,881)

△5

(2村)

(0市)

(0町)

(1市)

772

(△1,246)

△9

建 設 局 一13
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港 湾 局

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1酷 評毎畠IJ者β疋♪整備事業

'、

都市整備局、建設局、臨海都市基盤整備事業

会計、臨海地域開発事業会計に計上されてい

、る事業を含む。 、

(1)広 域基盤施設整備

晴海通 り延伸

環2延 伸 等

(2)土 地造成

(3)域 内基盤整備等

百万円

19,974

17,137

債 務 負 担

(920)

423

2,414

債 務 負 担

(2,827)

百 万 円

12,282

10,387

(6,924)

867

1,028

(1,556)

百 万 円

7,692

6,750

(△6,004)

△444

1,386

(1,271)

港 湾 局 一1

-246一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

2臨 海部における舟運の活性化

臨海部において舟運を活用 して東京の新たな魅

力を創 出する。

(1)航 路の創設促進(再 掲)

舟運活性化に関す る調査

(2)舟 運の拠点機能強化

魅力的な空間形成の創出

(3)航 行安全対策等

公共桟橋の開放

百 万 円

212

67

80

65

百 万 円

188

71

38

79

百万円

24

△4

42

△14

港 湾 局 一2

-247一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

3東 京港整備事業

(1)港 湾機能の強化

摩 業会計に計上され礪 事業を司

外貿 コンテナ ター ミナル 、内貿ユニ ッ トロ
ー ドター ミナル の整備及 びふ頭機 能の効率

化 によ り、東京港 の機能 強化 を図 る。

(2)無 電柱化 の推進(再 掲)

牌 繋 驕 婁㌶ 曉 計に]

緊急輸送道路を含む臨港道路等の無電柱化

を推進する。

(3)自 転車通行空間の整備(再 掲)

〔難 野 事業会計に計上されている:

臨海副都心 内の道路等 に 自転 車で走行で き

る空 間を整備す る。

(4)航 路 ・泊地 、道路 ・橋梁等 の整備

航路 ・泊地 の しゅんせつ 、道 路 ・橋梁の改

良等 によ り、東京港 の機能 を確保 す る。

百万円

30,452

16,688

債 務 負 担

(5,873)

1,602

債 務 負 担

(725)

125

債 務 負 担

(421)

12,037

債 務 負 担

(7,887)

百 万 円

25,599

12,624

(4,076)

1,627

(1,268)

44

11,304

(6,141)

百 万 円

4,853

4,064

(1,797)

△25

(△543)

81

733

(1,746)

港 湾 局 一3

-248一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

4港 湾振興促進事業

(1)三 港連携事業

京浜三港の連携を一層強化 し、東京湾の国

際競争力の向上を図る。

(2)物 流の効率化

〔警禮 鷲 鐵 禦 業会計に]

船舶 ・鉄道による貨物輸送に対 し補助を行

うことで、モーダルシフ トを促進 し渋滞の

緩和を図るほか、ターミナル混雑時間帯の

分散を図る取組等を実施す る。

(3)客 船誘致

新客船ふ頭の供用開始に伴い、客船誘致の

取組を強化する。

5海 上公園整備事業

(1)海 の森公園の整備

場 所 中央防波堤内側埋立地

規 模149ha

整備期間 平成18年 度から概ね30年

(2)既 設公園の改修 等

東京港野鳥公園ほか16公 園

ラムサール条約湿地登録PRに かかる他 自

治体 との連携

百万円

827

5

575

247

4,900

1,219

債 務 負 担

(508)

3,681

債 務 負 担

(1,413)

規 模

(17公 園)

百 万 円

851

5

426

420

4,564

646

(819)

3,918

(2,047)

(21公 園)

百万円

△24

0

149

△173

336

573

(△311)

△237

(△634)

(△4公 園)

港 湾 局 一4

-249一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6廃 棄物処理場の建設事業

護岸建設、建設発生土広域利用移送委託 等

7東 京港海岸保全施設建設事業

地震や津波、高潮に対す る安全性 を確保するた

め、海岸保全施設の耐震 ・耐水対策等を推進す

る。

水門 ・排水機場の耐震 ・耐水対策

防潮堤 ・内部護岸の耐震対策

水門等運用に関するAI等 の最先端技術の活

用 等

8東 京港埠頭(株)へ の貸付

〔港湾事業会計に計上 されている事業を含む。〕

大井コンテナふ頭整備資金貸付金 等

百万円

17,476

債 務 負 担

(5,739)

15,797

債 務 負 担

(8,749)

2,794

規 模

(7バ ー ス)

百 万 円

17,492

(7,227)

17,957

(12,395)

2,903

(7バ ー ス)

百 万 円

△16

(△1,488)

△2,160

(△3,646)

△109

(0バ ー ス)

港 湾 局 一5

-250一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

9島 しょ振興事業

(1)地 方港湾整備

元町港ほか13港

伊豆諸島交通アクセス向上

(2)漁 港整備

元町漁港ほか15港

(3)島 しょ海岸保全施設整備

護岸、離岸堤の整備

(4)空 港整備

大島空港

自家用機分散移転関係施設整備

八丈島空港

三宅島空港 等

(5)航 空路運賃補助

伊豆諸島への国内定期航空運送事業に係 る

運賃の低廉化を図 り、島民の負担を軽減す

る。

百万円

18,830

9,264

債 務 負 担

(5,438)

規 模

(14港)

6,033

債 務 負 担

(2,174)

規 模

(16港)

1,444

債 務 負 担

(205)

規 模

(10海 岸)

1,965

債 務 負 担

(578)

規 模

(6空 港)

124

百 万 円

18,886

8,752

(5,739)

(14港)

6,268

(509)

(20港)

1,444

(121)

(11海 岸)

2,289

(1,782)

(6空 港)

133

百万円

△56

512

(△301)

(0港)

△235

(1,665)

(△4港)

0

(84)

(△1海 岸)

△324

(△1,204)

(0空 港)

△9

港 湾 局 一6
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教 育 庁

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1学 力の向上

(1)給 付型奨学金

家庭の経済状況等に関わらず誰 もが学べる

環境を実現するため、高校生等を対象 とし

た給付型奨学金制度を実施す る。

対象経費

①学校において生徒が主体的に選択する資

格試験、模擬試験、語学合宿等の学習活

動に係る経費

(生徒一人当た り年額)

生活保護 ・住民税非課税50,000円

年収約350万 円未満30,000円

(新)

②都立高等学校等における一人1台 端末整

備に係る経費

(2)児 童 ・生徒の 「確かな学力」の定着 と伸長

都独 自の学力調査を実施 し、調査結果を指

導方法の改善に活用す るほか、児童 ・生徒
一人ひ とりの学力向上に役立てる。

また、児童 ・生徒の学力に課題 を抱える公

立小 ・中学校を対象に、教科指導や補習等

を行 う取組を支援す る。

授業改善に向けた取組

学力格差解消に向けた取組

(3)学 力向上に向けた支援体制の充実

義務教育段階の基礎学力の定着が十分では

ない都立高校生に対 し、外部人材 を活用 し

て個々に応 じた学び直し学習を支援する等

学力向上を図るための体制を構築する。

校内寺子屋

エンカ レッジスクールサポー ト事業

百万円

2,136

1,551

規 模

(28,387人)

52

規 模

(20校)

(15校)

71

規 模

(30校)

(6校)

百万円

1,596

1,289

(29,499人)

62

(20校)

(15校)

80

(30校)

(6校)

百万円

540

262

(△1,112人)

△10

(0校)

(0校)

△9

(0校)

(0校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)理 数教育の推進

科学技術分野に対 して高度な理解力と意欲

を持つ生徒を育成す るため、 「理数教育重

点校」等を指定す るとともに理数に興味 ・

関心を持つ生徒の裾野を拡大する取組 を推

進する。

理数教育重点校の指定

理数研究校の取組

(新)

得意な才能を伸ばす教育 等

(5)「 学びの基盤」プロジェク ト

都立高校生の基盤的な学力の向上のために

必要な調査及び結果分析、教育プログラム

の開発、実践等を行 う。

(新)

(6)「 社会の人材を活用 した教育」の実現

キャリア教育及び産業教育の一環 として、

実際のビジネス活動を体験す る機会を設 け

る取組等を行い、探究的な学習やアン トレ

プ レナーシップ教育等を推進す る。

(新)

(7)教 科 「情報」における指導体制の充実

令和4年 度から 「情報1」 が必修 となるこ

と等を受け、外部人材や補助教材等を活用

し、効果的な授業展開を推進す る。

(8)小 学校教科担任制等推進事業

小学校における発達段階に応 じた指導体制

の一層の充実 と中学校教育への円滑な接続

を図るため、推進校において教科担任制等

の取組を実施する。

百万円

139

規 模

(3校)

(24校)

20

規 模

(6校)

188

100

15

規 模

(10校)

百万円

128

(3校)

(24校)

21

(6校)

0

0

16

(10校)

百万円

11

(0校)

(0校)

△1

(0校)

188

100

△1

(0校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

2体 力の 向上

(1)体 力 向上施策 の推進

児童 ・生徒 の基本 的な生活 習慣 を見直 し、

ス ポー ツや運動 に積極 的に親 しむ習慣 を身

に付 け させ 、体力 の向上 を図 る。

(新)

東京都統一体力テ ス トのデジ タル化 等

(2)オ リン ピック ・パ ラ リンピック教 育の レガ シ
ーの推進(一 部再掲)

'、

生活文化スポーツ局に計上されている事

業を含む。
㌧'

東京2020大 会以 降 もオ リンピック ・パ ラ リ

ン ピック教育 の レガシーに係 る特色 ある取

組 を実践 できる事業展 開 を行 うと ともに、

取組及び成果 をま とめて広 く周 知 し、今 後

の大会 開催都市へ と継承 してい く。

文化 プログラム ・学校連携 事業

(新)

夢 ・未来 プ ロジェク ト

東京ユー スボラ ンテ ィア ・バ ンクの運営

パ ラスポー ツ指導者講習会 等

百万円

415

192

223

規 模

(180校)

(50校)

百 万 円

5,352

136

5,216

(190校)

(0校)

百万円

△4,937

56

△4,993

(△10校)

(50校)

教 育 庁 一3

-254一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

3い じめ等 の問題解決 に向けた取組

(1)ス クール カ ウンセ ラー活用事 業

い じめ問題 の解決 に向け、全公 立学校 にス

クール カ ウンセ ラー を配置 し、い じめ問題

に組織的 に対応す る体制 を構 築す る。

規 模 全公 立小 ・中学校

全都 立高校 等

シニ ア ・スクール カ ウンセ ラーの配置

(2)心 のケ ア支援事業

児童 ・生徒 にお け るい じめな どの問題行 動

の未然防止 ・解決 を図 る。

24時 間体制 のい じめ電話相 談

問題行動解決 のための専門家派遣

SNSを 活用 した教 育相 談体制の拡充

高校生 のメンタルヘル スに係 るシステ ム

設計 ・開発

(3)学 校 と家庭 の連携推進事業

不登校や い じめ問題 な どに対 し、支援員 が

家庭訪 問を行 うな ど、学校 が家庭 と連携 し

問題解決 に取 り組む。

百万円

7,552

4,894

規 模

(6か 所)

432

123

規 模

(500校)

百万円

6,519

4,851

(6か 所)

272

83

(400校)

百万円

1,033

43

(0か 所)

160

40

(100校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)ス クール ソー シャル ワーカー活用 事業

福祉や 医療等 の専門的な知識 を持 つ人材 を

配置 し、児童 ・生徒 の置 かれ てい る環境 へ

の働 きかけや 、関係機 関 との連携 な どによ

り、 問題 を抱 える児童 ・生徒 を支援 す る。

(5)い じめ総合対策 の推進

児童 ・生徒 のい じめ問題 に対応 し、危機 管

理及び予 防の取組 を実施す る。

臨床心理士等派遣(全 員 面接)

い じめ問題対策連絡協議会

(新)

い じめ問題へ のサポー ト強化

(6)ヤ ングケアラー対策

専 門性 の高 い人材 の確保や 区市町村への支

援 の強化等 を通 じ、ヤ ングケア ラー を早期

に発見 して適切 な支援 につなげ る。

ユー ス ソー シャル ワーカーの専門性 強化

ス クール ソー シャル ワーカーの体制整備

に係 る補助拡充(再 掲)等

百万円

850

規模

(区市町村

61地 区)

43

規模

(2地 区)

1,210

百万円

450

(区 市 町 村

61地 区)

19

(O地 区)

844

百万円

400

(区市町村

0地 区)

24

(2地 区)

366
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

4児 童 ・生徒の健全育成の推進

(1)　 Tokyo　 スクール ・コミュニティ ・プロ

ジェク ト

ア 放課後子供教室

区市町村が地域の協力 を得て、学校の余

裕教室や校庭等に子供が安全 ・安心に活

動できる居場所を確保 し、放課後や週末

等における様々な体験活動を推進する。

学童クラブとの一体型の推進 等

250日 以上の開設への支援

活動プログラムの担い手確保への支

援

活動プログラムの内容充実への支援

備品整備の支援

終了時間延長モデル事業への支援

入退室管理システムの導入

特別な支援を必要 とす る子供の受入

イ 地域学校協働活動推進事業

学校 ・家庭 ・地域が一体 となって地域 ぐ

るみで子供を育てる体制を構築 し、地域

学校協働活動の促進を図るとともに、学

習が遅れがちな小 ・中学生等を対象 とし

た学習支援を実施す る。

地域学校協働本部の設置

地域未来塾

統括コーデ ィネーターの配置促進 等

百万円

10,135

3,316

2,664

規 模

(1,186か 所)

(249か 所)

(51か 所)

(40か 所)

(4か 所)

(2地 区)

(3地 区)

587

規 模

(36地 区)

百万円

5,249

3,312

2,658

(1,184か 所)

(248か 所)

(51か 所)

(40か 所)

(4か 所)

(4地 区)

(4地 区)

589

(35地 区)

百万円

4,886

4

6

(2か 所)

(1か 所)

(0か 所)

(0か 所)

(0か 所)

(△2地 区)

(△1地 区)

△2

(1地 区)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

ウ 学校 との連携による高齢者の社会参加促進

事業

小 ・中学校の敷地内に地域交流拠点を設

置 し、元気高齢者の社会参加 を促進する

とともに、ソーシャルキャピタルの蓄積

や学校教育にもたらす効果測定等を実施

する。

(2)ス タディ ・アシス ト事業

中学校において、生徒の進学等の進路実現

を目指 し、放課後の教室等を活用 した外部

人材による学習支援を実施す る。

(3)情 報教育に関する啓発 ・指導

SNS東 京ルールを踏まえて、児童 ・生徒

が、デジタル機器や情報通信端末等をより

適正に活用するための指導や、啓発のため

の取組等を実施す る。

学校非公式サイ ト等の監視

SNS東 京ノー トの電子 コンテンツの掲

載 等

百万円

65

57

規 模

(6地 区)

35

百万円

65

73

(6地 区)

31

百万円

O

△16

(0地 区)

4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(4)都 立学校等における部活動指導の充実

都立学校等の部活動において、部活動指導

員の導入、部活動顧問の資質向上等を推進

することによ り、部活動指導の充実を図る

とともに教員の負担を軽減す る。

都立学校における部活動指導員の配置

中学校における部活動指導員の配置支援

(新)

中学校の部活動における外部指導者の配

置支援 等

(5)防 災教育の推進

災害発生時に、 「まず 自らを守 り、次に身

近な人を助け、さらに地域に貢献できる人

材」を育てるため、都立学校における防災

教育を推進する。

関係機関と連携 した防災教育

防災教育デジタル教材の配信及び活用

等

(6)健 康教育の推進

重要な健康課題であるがん等の疾病や性 に

関する正 しい知識などを身に付 ける健康教

育を推進する。

外部講師による性教育の授業

がん教育における外部講師の活用

(新)

都立高校等での生涯の健康に関する理解

促進及び相談等への支援 等

(7)幼 児教育 ・保育の支援

幼児教育 ・保育の無償化実施に要する費用

の補助等、区市町村への支援を実施する。

百万円

1,929

規 模

(800人)

(612人)

(1,224人)

113

108

規 模

(30校)

(100校)

30

百万円

1,463

(600人)

(613人)

(0人)

175

8

(30校)

(100校)

43

百万円

466

(200人)

(△1人)

(1,224人)

△62

100

(0校)

(0校)

△13

教 育 庁 一8

-259一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(8)就 学前教育 と小学校教育の一層の充実

就学前教育 と小学校教育との一層の円滑な

接続を図るため、地区を指定 し、新たな教

育課程の研究 ・開発を行 うとともに、開発

した教育課程の実践に向けた取組 を展開す

る。

研究開発地区における教育課程の研究 ・

開発

研究指定地区における取組

研究協力地区における取組

(9)多 子世帯に対する授業料支援

3人 以上の子供を育てる世帯に対する経済

的な支援及び少子化対策のために、都立高

校等の授業料について支援す る。

(10)動 物飼育活動の推進

公立小 ・中学校等における学校動物飼育に

係る獣医師の活用を推進す る。

ガイ ドライン活用促進補助

ガイ ドライン活用促進研修会

(新)

(11)子 供を笑顔にするプロジェク ト(仮 称)

'、

生活文化 スポーツ局 に計 上 されてい る事

業 を含む。
㌧ ノ

都内の全公立 ・私立小中高等学校、特別支

援学校を対象に、スポーツ観戦や芸術鑑賞

など多様な体験活動の機会を確保する。

百万円

11

規 模

(1地 区)

(1地 区)

(1地 区)

96

7

4,433

百万円

13

(1地 区)

(1地 区)

(1地 区)

124

7

0

百万円

△2

(0地 区)

(0地 区)

(0地 区)

△28

0

4,433
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

5世 界を舞台に活躍する人材の育成

(1)国 際理解教育の推進

都立高校等にJETプ ログラムや在京外国

人等の外国人英語指導者 を配置 し、授業や

学校行事等における日常的な交流を通 じて

英語教育や国際教育を推進す る。

外国青年招致事業

英語等教育補助員配置

(2)英 語科教員の海外派遣研修

英語科教員等を海外に派遣 し、英語による

指導方法の習得等、教科指導力の一層の向

上を図る。

(3)国 際バカロレアの取組

都立国際高校の国際バカロレアコースにお

いて、国際バカロレアのデ ィプロマ ・プロ

グラムによる授業を展開し、国際的に認 め

られる大学進学資格の取得により海外大学

進学を推進する。

(4)次 世代 リーダーの育成

多様な組織 ・場面の リーダーにな りうる生

徒を育成する 「次世代 リーダー育成道場」

を開設 し、海外留学の支援等を行 う。

リーダー育成プログラム

語学研修

長期留学(1年 間)

百万円

7,191

1,892

303

規 模

(120人)

324

549

債 務 負 担

(597)

規 模

(200人)

百 万 円

7,148

1,895

337

(120人)

372

552

(597)

(200人)

百万円

43

△3

△34

(0人)

△48

△3

(O)

(0人)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(5)英 語教育の推進

公立学校における英語教育の充実のため、

新指定校等による取組を進めるとともに、

新学習指導要領の実施に伴 う小学校の英語

教育指導体制の整備及び英語スピーキング

テス トをアチーブメン トテス トとして本格

実施 し、その結果を都立高校入学者選抜に

おいて活用する。

(新)

新指定校事業

(新)

新推進校事業

小学校の英語教育指導体制の整備

都立高校入学者選抜英語検査改善 等

(6)世 界に発信する 日本の伝統 ・文化教育の充実

日本や東京の伝統 ・文化等への理解 を促進

するとともに、その情報発信力の向上を図

る。

百万円

2,837

規 模

(20校)

(30校)

57

百万円

3,002

(0校)

(0校)

61

百万円

△165

(20校)

(30校)

△4
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(7)グ ローバル人材 の育成

　 　 　 TOKYO　 GLOBAL　 GATEWA

Yの 運営補助や 、海外学校 間交流 ・留学生

の受入 を促進す る とともに、JETを 活 用

した学校生活 での英語 の使用機 会 を創 出す

る取組等 によ り、グ ローバル 人材 の育成 を

推進す る。

　 　 　 　 TOKYO　 GLOBAL　 GATEW

AYの 運営補助

多摩地域 にお け る体験型英語 学習施設 の

開設

多言語学習 の充実

国際交流 コンシェル ジ ュの運 用

留学生 の受入促進

海外学校 間交流 の促進

(新)

バーチ ャル に よるTGGプ ログラムの提

供

(新)

都立専 門高校対象海外派遣研修 等

(8)DXに 対応 した英語教育 の推進

オ ンライ ンを活用 した英語 学習の充実 を図

るた めWEBサ イ トで多様 な映像 教材 を体

系化 して掲載す る とともに、DXを 活用 し

グローバル人材 の育成 に関す る取組 や英語

学習教材 につ いて ワンス トップで情報 を提

供で きるWEBサ イ トを構 築す る。

　　　　　TOKYO　 ENGLISH　 CHAN

　　　　　 NEL

(新)

　　　　　Tokyo　 GLOBAL　 Stude

nt　 Navi　 等

百万円

1,049

規 模

(125校)

(37校)

180

百万円

709

(125校)

(0校)

220

百万円

340

(0校)

(37校)

△40
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6特 別支援教育の振興

(1)特 別支援教育の推進(一 部再掲)

子供たちの個性や可能性 を伸ばす教育を推

進するとともに、都立学校における医療的

ケアの充実や特別支援学校におけるスクー

ルバスの配備等、教育環境を整備する。

スクールバスの運行

医療的ケアを必要 とす る児童 ・生徒への

通学支援

医療的ケア児を対象 とした短期乗車制度

医療的ケア児に係 る保護者付添い期間の

短縮化

医療的ケアの充実

人工呼吸器管理事業の実施

高等学校における医療的ケアの充実

スクールバス業務支援事業

学校におけるイ ンクルージ ョンに関する

研究等

特別支援学校における就労支援

青鳥特別支援学校八丈分教室の設置

(新)

スクールカウンセ ラー活用事業(再 掲)

等

(2)発 達障害教育の推進

発達障害教育の指導内容 ・方法の充実を図

るとともに、区市町村に対 して特別支援教

室の運営に係る支援策を実施するなど、発

達障害教育を推進す る。

特別支援教室体制整備

特別支援教育に関す る小 ・中学校への支

援

高等学校における通級による指導の実施

等

百 万 円

21,886

11,969

9,917

百 万 円

21,236

11,069

10,167

百万円

650

900

△250

教 育 庁 一13

-264一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

7社 会的 ・職業的 自立の支援

(1)社 会的 ・職業的自立意識の育成

生徒 自らが主体的に進路 を選択できるよ

う、普通科高校で企業 ・NPO等 と連携 し

たキャリア教育のプログラムを実施する。

(2)総 合的な不登校 ・中途退学対策(一 部再掲)

社会の教育資源を最大限に活用 し、不登校

児童 ・生徒や高校中途退学者等の社会的 自

立を支援する。

自立支援チーム派遣事業

教育支援センター補助事業

フリースクール等 との連携事業

NPO等 と連携 した学びのセーフティー

ネ ット事業

(新)

フリースクール等に通 う不登校児童 ・生

徒支援

(新)

不登校の未然防止に向けた相談体制の強

化 等

(3)日 本語指導が必要な児童 ・生徒等への対応

日本語指導が必要な児童 ・生徒の抱える課

題を踏まえ、公立小 ・中学校の支援や都立

高校の体制整備等、対応の充実を図る。

帰国 ・外国人児童生徒等に対するきめ細

かな支援事業

(新)

外国人児童 ・生徒の就学促進事業

NPO等 を活用 した 日本語指導が必要な

生徒への支援事業

(新)

日本語指導教材のデジタル化 等

百万円

7,003

90

規 模

(139校)

6,616

規 模

(280人)

(1,000人)

297

規 模

(2地 区)

(11地 区)

(8校)

百万円

6,180

90

(138校)

5,904

(210人)

(0人)

186

(5地 区)

(0地 区)

(4校)

百万円

823

0

(1校)

712

(70人)

(1,000人)

111

(△3地 区)

(11地 区)

(4校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

8学 校における働き方改革の推進(一 部再掲)

教員が誇 りとや りがいを持って職務に従事でき

る環境を整備 し、学校教育の質の維持向上を図

るため、地域人材の活用による教員の負担軽減

を図る取組等を推進す る。

スクール ・サポー ト・スタッフ配置支援

スクール ・サポー ト・スタッフ(学 校生活支

援型)配 置支援

学校マネジメン ト強化事業

都立学校における部活動指導員の配置

(再掲)

中学校における部活動指導員の配置支援

(再掲)

(新)

中学校の部活動における外部指導者の配置支

援(再 掲)

社会の力活用事業

負担の大きい校務を担 う教員の時数軽減

(新)

小学校副担任配置支援事業 等

9都 立高校改革の新たな推進(一 部再掲)

都立高校改革推進計画 ・新実施計画(第 二次)

に基づいた改革を推進す る。

Tokyo　 P-TECH事 業の推進

デジタル化に対応 した産業教育設備の充実

(新)

都立専門高校対象海外派遣研修(再 掲)

(新)

教科 「情報」における指導体制の充実

(再掲)

(新)

専門高校のDX推 進のための教員育成

百 万 円

9,761

規 模

(1,879人)

(49人)

(1,028校)

(800人)

(612人)

(1,224人)

(13,500時 間)

(1,133校)

(60人)

2,940

百 万 円

7,185

(1,879人)

(48人)

(615校)

(600人)

(613人)

(0人)

(11,875時 間)

(673校)

(0人)

1,933

百万円

2,576

(0人)

(1人)

(413校)

(200人)

(△1人)

(1,224人)

(1,625時 間)

(460校)

(60人)

1,007
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

10都 立学校施設整備

(1)高 等学校施設整備

ア 改築

基本設計1校

調布北高校

実施設計3校

高島高校

新国際高校(仮 称)

白鴎高校附属中学校

工事着手2校

中野工業高校

桐ヶ丘高校

継続工事10校

神代高校

府中東高校

東村山高校

豊島高校

竹台高校

永山高校

府中高校

日野高校

立川国際中等教育学校附属小学校

立川地区チャレンジスクール(仮 称)

百 万 円

31,342

16,338

15,276

債 務 負 担

(13,624)

百 万 円

34,402

21,421

19,823

(10,154)

百 万 円

△3,060

△5,083

△4,547

(3,470)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 大規模改修

継続工事1校

城東高校

ウ 増改修

継続工事1校

小台橋高校

百万円

538

524

百万円

92

1,506

債 務 負 担

(2,646)

百万円

446

△982
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(2)特 別支援教育に伴 う施設整備

ア 改築

基本設計2校

中野特別支援学校

戸山地区学園特別支援学校(仮 称)

実施設計6校

村山特別支援学校

青鳥特別支援学校

清瀬特別支援学校

墨田地区第二特別支援学校(仮 称)

北多摩地区特別支援学校(仮 称)

八王子盲学校

継続工事4校

水元小合学園

光明学園

八王子西特別支援学校

南多摩地区特別支援学校(仮 称)

百万円

14,975

3,771

債 務 負 担

(5,481)

百 万 円

12,965

6,682

(17,773)

百 万 円

2,010

△2,911

(△12,292)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

イ 大規模改修

仮設校舎基本設計2校

大泉特別支援学校

八王子東特別支援学校

ウ 増改修

工事着手2校

あきる野学園

墨田特別支援学校(仮 設校舎)

継続工事5校

王子特別支援学校

矢 口特別支援学校

立川学園

町田の丘学園

練馬特別支援学校

(3)都 立学校のゼ ロエ ミツシ ョン化の推進

(一部再掲)

百万円

34

11,170

債 務 負 担

(3,085)

29

百 万 円

30

6,253

(4,249)

16

百 万 円

4

4,917

(△1,164)

13

教 育 庁 一19

-270一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

11防 災機 能 の強化(一 部再掲)

〔三蠕 ㌶ 置 網 に計上され〕

天井材や照明器具の落下防止工事など、学校や

保育園等の非構造部材の耐震化を推進する。 ま

た、公立小 ・中学校及び私立学校等のブロック

塀等の撤去及び木塀を含む塀の設置等を支援す

るとともに、都立学校における木柵の設置等を

実施する。

12公 立学校 トイ レ整備

災害時に避難所 となる公立学校の トイ レの洋式

化及び災害用 トイ レの整備等 を推進する。

百万円

1,266

2,322

規 模

(小 中学 校

185事 業)

(都 立 学 校

212事 業)

百万円

2,154

2,939

(小 中学 校

203事 業)

(都 立 学 校

212事 業)

百万円

△888

△617

(小 中学校

△18事 業)

(都立学校

0事 業)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

13公 立学校の空調設置

(1)屋 内体育施設

児童 ・生徒の安全な教育環境を確保すると

ともに、災害時における避難所等 としての

環境を整備するため、屋内体育施設の空調

設置について、公立小 ・中学校の支援 と都

立学校における設置促進 を図る。

小 ・中学校(整 備補助)

小 ・中学校(リ ース補助)

都立学校

(2)特 別教室等

児童 ・生徒の安全な教育環境の確保 と職場

環境の改善のために、特別教室の空調設置

について、公立小 ・中学校の支援 と都立学

校における設置を促進す る。

小 ・中学校(特 別教室)

小 ・中学校(給 食調理室)

都立学校(特 別教室)

14国 産木材の活用促進

教育環境の向上 と国産木材の利用推進のために

都立学校に国産木材を活用 した什器 を整備 し、

改築等に併せて木塀 ・木柵を設置す るとともに

公立小 ・中学校施設の改修や整備等における国

産木材の活用を支援す る。

施設整備補助(小 ・中学校)

物品等小規模整備補助(小 ・中学校)

什器整備(都 立学校)

木塀 ・木柵の設置(都 立学校)

百万円

3,934

1,539

規 模

(11棟)

(9棟)

2,395

債 務 負 担

(1,366)

規 模

(69室)

(54室)

(16校)

621

規 模

(1事 業)

(32事 業)

(11校)

(3校)

百万円

8,823

6,925

(228棟)

(60棟)

1,898

(1,101)

(191室)

(189室)

(18校)

590

(0事 業)

(90事 業)

(11校)

(3校)

百万円

△4,889

△5,386

(△217棟)

(△51棟)

497

(265)

(△122室)

(△135室)

(△2校)

31

(1事 業)

(△58事 業)

(0校)

(0校)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

15　 TOKYOス マー ト・スクール ・プ ロジ ェク ト等

(一部再掲)

Society　 5.0を 見据 えて教員 の経験知 とテ ク ノ

ロジー をベ ス トミックス し、子供 たちの学ぶ意

欲 に応 え、子供 たちの力 を最 大限に伸ばすた め

の トー タル ツール として、教 育のデジ タル化 を

強力 に推進す る。

(新)

高校段階 にお ける一人1台 端 末整備 に係 る保

護 者負担軽減策

通信環境 の整備

デ ジタルサ ポー ター(ICT支 援員)の 全校

配置

(新)

TOKYOデ ジタル リーデ ィングハイス クー

ル事業

(新)

区市町村立学校へ のデ ジタル利活 用支援員 の

配置支援

(新)

区市町村立学校へ のGIGAス クール運営支

援セ ンター整備支援

(新)

島 しょ地域 にお けるデ ジタル活 用の推進

小 中学校へ の統合型校務支援 システム導入

等 の体制整備 等

統合型校務支援 システ ムの整備 ・運用

定期考査採点 ・分析 システムの運 用

教育用 ダ ッシュボー ドの整備 等

16(一 財)東 京学校支援機構 の運 営

(一財)東 京学校支援機構 の運 営の支援 を通 じ

て、教員 の負担 を軽減す るとともに、教育の質

の向上 を図 り、多角 的に学校 を支援 す る。

百万円

15,133

債 務 負 担

(193)

854

百 万 円

13,205

(216)

509

百 万 円

1,928

(△23)

345
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警 視 庁

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1テ ロ対策

テロ対策に向けた官民パー トナーシップ

関係機関や民間事業者等 と連携 して、テロに

対する危機意識を醸成 し、大規模テロ発生時

における協働対処体制の整備等を行 う。

非常時映像伝送システム 等

爆発物等テロの手段を封 じ込める対策の強化

爆発物原料販売事業者等に対す る情報提供 を

行い、爆弾テロの発生を未然に防止する。

CBRN鑑 識技術の向上 等

可搬型分析装置、ガス検知器等の整備

2行 政手続等のデジタルシフ ト

警察手数料等事務のキャッシュレス化

行政手続等のオンライ ン化

(新)

運転者管理システムの合理化 ・高度化

(新)

パーキング ・チケッ ト発給設備等の開発 等

百 万 円

345

1,716

百万円

336

396

百 万 円

9

1,320
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

3サ イバーセ キュ リテ ィ対策

〔産業労働局 に計上 され てい る事 業を含 む。〕

サイバー攻撃対策

官民共 同訓練

(新)

中小企業サイバーセ キュ リテ ィ対策継続 支援

事業(再 掲)等

サイバー犯罪対策

スーパー コン ピュータの借入れ 等

交通広告 を活用 した情報発信

サイバー犯罪 が複雑 ・巧妙化す る中、都 民 に

対 してサイバーセ キュ リテ ィ対策 の重要性 を

訴 えるための広報 を実施す る。

サイバーセ キュ リテ ィ広報啓発活動

サイバー犯罪 の実態や最新 の手 口、被 害 に遭

わ ない ための対策等 につ いて、一般都 民 を対

象 とした広報啓発 イベ ン トを開催 す る。

4サ イバー 関連集約施設 の移転

サイバーセ キュ リテ ィ対策 に係 る関連 部門が集

約 された庁舎 を新築 ・移転 し、複雑 多様 化す る

サイバー空 間の脅威 に対す る捜査 体制等 をよ り

強化す る。

百万円

2,626

68

債 務 負 担

(119)

百万円

2,473

1

(3)

百万円

153

67

(116)
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事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

5交 通信号施設の整備等

信号施設の新設、改良、更新

無電柱化に合わせた信号線の地下線化

交通管制機構施設の整備

(新)

AIサ ーバの実フィール ド運用に向けた機能

改修 等

AIと ビッグデータを活用 した信号制御導

入に向けてシステムを改修す る。

道路標識の整備

エスコー トゾーンの更新

百万円

13,947

債 務 負 担

(1,802)

規 模

(新 設

23か 所)

(70か 所)

(1,000m)

百万円

14,093

(1,470)

(新 設

30か 所)

(75か 所)

(500m)

百万円

△146

(332)

(新 設

△7か 所)

(△5か 所)

(500m)

警 視 庁 一3

-276一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6自 転車総合対策

1、

生活文化 スポー ツ局 、建設局 、港湾 局、臨海 地

、域開発事業会計 に計上 され てい る事業 を含む。.

(1)良 好 な 自転車通行環境 の確 立

自転車通行空 間の整備(再 掲)

自転車ナ ビマー ク等 の更新

(2)安 全運転教育 ・普及啓発

自転車交通ルール の普及促進 事業 等

百万円

2,849

2,292

債 務 負 担

(1,201)

規 模

(16,000個)

557

百 万 円

2,443

1,948

(983)

(3,200個)

495

百 万 円

406

344

(218)

(12,800個)

62

警 視 庁 一4

-277一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

7身 近な犯罪の防止対策等

〔齋 化スポ調 に計上されている事業を〕

特殊詐欺対策

携帯電話等機能抑止装置の配備

特殊詐欺被害防止ホ ットライン端末の配備

集 中架電システム

(新)

特殊詐欺被害防止に向けた体験型啓発事業

(再掲)

(新)

若者の 「闇バイ ト」防止に向けた広報啓発

(再掲)等

街頭防犯カメラシステム

警戒警備システムの整備 等

8警 察総合庁舎の改築

老朽化 ・狭あい化が進行 している警察総合庁舎

(霞が関)を 改築 し、分散 している部署を集約

させ、隣接する警視庁本部庁舎 とより連携する

ことで、テロを含 めた大規模事件等への捜査力

を強化す る。

設計等(新 庁舎改築 ・既存庁舎解体)

工事等(仮 設庁舎改修)

百 万 円

2,209

2,904

百 万 円

1,910

1,531

債 務 負 担

(2,646)

百 万 円

299

1,373

警 視 庁 一5

-278一



東 京 消 防 庁

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1業 務のデジタルシフ トを加速 させ る体制の強化等

リモー トワーク環境の整備

Web会 議システムの整備

(新)

業務で利用する地図基盤の整備 等

2救 急活動体制の充実強化

デイタイム救急隊の増強

救急需要予測システムの運用 ・保守

救急需要の予測により、救急隊を効率的に運

用 し、早期に到着ができる体制を確立する。

救急相談センターの運営 ・広報 等

3指 令管制システムの更新

令和8年 度に耐用年数を迎える現行指令管制シ

ステムの円滑な更新のため、次期システム構築

に向けた構想を策定す る。

(令和8年 度末運用開始予定)

百万円

323

規 模

(3,400人)

(127所 属)

3,074

規 模

(4隊)

(相 談 員

60人)

(通 信 員

48人)

270

百万円

114

(3,400人)

(127所 属)

3,101

(3隊)

(相 談 員

60人)

(通 信 員

48人)

41

債 務 負 担

(272)

百万円

209

(0人)

(0所 属)

△27

(1隊)

(相談員

0人)

(通信員

0人)

229

東 京 消 防 庁 一1

-279一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

4災 害対策車両等の整備

土砂吸引車(仮 称)の 整備

オフロー ドコンテナ車の整備

後方支援車(ト イ レ付)の 増強

(新)

5小 規模複合防火対象物等を対象 とした映像制作

不特定多数の人が出入 りし、屋内階段が1系 統

の建物を対象 として、火災予防等についての映

像コンテンツを作成 し、 リーフレッ ト等ととも

に配布 し、普及啓発を実施す る。

6防 災教育体制の推進

池袋防災館

(新)

煙体験室の改修 等

本所防災館

立川防災館

(新)

煙体験室の改修 等

(新)

防災教育用VR映 像 コンテンツの制作 等

百万円

141

規 模

(1台)

(1台)

(1台)

30

規 模

(8,000件)

592

百万円

0

(0台)

(0台)

(0台)

0

(0件)

484

百万円

141

(1台)

(1台)

(1台)

30

(8,000件)

108

東 京 消 防 庁 一2

-280一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

7東 京消防庁本部庁舎の改築

老朽化 ・狭あい化が進行 している本部庁舎(大

手町)を 改築 し、免震機能等 を向上させ、本部

機能を一元化するとともに、大規模災害やテロ

等への対応力を強化す る。

基本構想 等

百万円

20

百万円

0

百万円

20

東 京 消 防 庁 一3

-281一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

8特 別区消防団の整備 ・運営

(新)

消防団員の費用弁償(災 害時加算分)

消防団資機材の整備

(新)

胴付長靴の整備

(新)

寝袋の整備

可搬ポンプ

消火用ホース 等

消防団分団本部施設の整備

可搬ポンプ積載車の整備

消防団員の技能向上

女性消防団員研修

技能講習 等

婦人科検診 等

百万円

4,259

単 価

(4,000円)

規 模

(1,317着)

(1,756袋)

(66台)

(990本)

(8棟)

(25台)

百万円

4,334

(0円)

(0着)

(0袋)

(66台)

(990本)

(8棟)

(25台)

百万円

△75

(4,000円)

(1,317着)

(1,756袋)

(0台)

(0本)

(0棟)

(0台)

東 京 消 防 庁 一4

-282一



病 院 会 計

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1災 害医療の充実強化

首都東京の安全を支えるため、広尾病院を再整

備 し、基幹災害拠点病院 としての機能を更に強

化する。

2新 型コロナ ウイルス感染症専用医療施設の運営(

3年 度補正計上)

多摩総合医療センターにおいて、新型 コロナウ

イルス感染症専用医療施設の運営を行 う。

3多 摩地域の医療水準の向上

多摩地域の医療拠点である多摩メディカル ・キ

ャンパスにおいて、医療機能の強化に向けた整

備 を行 う。

立体駐車場の整備

等

4高 度で先駆的な医療の提供

都立病院において、患者の遺伝情報 をもとに、

個々のがん患者に最適な医療 を提供するがんゲ

ノム医療を推進する。

5保 育事業への貢献

地域の子育てを支援す るため、区市のニーズを

踏まえて、小児科のある都立病院における医療

資源を活用 し、病児 ・病後児保育を実施する。

また、院内保育室定員の空きを活用 し、地域へ

開放する。

百 万 円

24

855

10

7

45

百万円

208

0

530

債 務 負 担

(86,749)

791

154

百万円

△184

855

△520

△784

△109

病 院 会 計 一1

-283一



事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

6患 者支援機能の充実強化等

患者の療養生活を総合的に支援す るため、 「患

者支援センター」において、円滑な転 ・退院や

在宅移行、治療 と仕事の両立に関する相談支援

等を行 う。

患者支援センターにおけるオンライン相談環

境の整備

等

7医 療を担 う人材の育成 と資質の向上

(1)東 京医師アカデ ミーの運営

総合診療能力 と高い専門性を備 えた若手医

師を育成するとともに、育児等で離職 した

医師の復職を支援す る。

(2)都 立病院の看護人材育成制度の運営

資格取得支援 ・派遣研修

(3)人 材の育成 ・確保

医師事務作業補助者

看護補助者

(新)

(4)働 き方改革の推進

先端技術を活用 した医療課題の解決

等

8地 方独立行政法人への移行に向けた準備

法人設立準備支援業務委託

等

百 万 円

24

147

15

334

6

613

百 万 円

156

492

36

1,160

0

2,248

百万円

△132

△345

△21

△826

6

△1,635

病 院 会 計 一2

-284一



中央卸売市場会計

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

(新)

1経 営強靭化推進事業

感染症の影響等に伴 う厳 しい経営環境の中で、

市場を取 り巻 く環境変化に向き合 う市場業者の

意欲ある取組を支援す るとともに、経営指針の

具体化につながる取組を円滑 ・迅速に実行する

ための支援を実施する。

2経 営支援事業

市場取引を担 う市場業者の経営体質の強化に向

け、市場業者が自ら気づき、変化を予期 した対

応ができるよ う、専門家 と連携 した訪問相談や

セ ミナー開催等、個々の状況に合わせた体系的

な支援を実施する。

百万円

500

16

百万円

0

15

百万円

500

1

中 央 卸 売 市 場 会 計

一285一



都市再開発事業会計

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1市 街地再開発事業費

土地の合理的かっ健全な高度利用 と都市機能の

更新を図るべき地区において、市街地再開発事

業を実施する。

泉岳寺駅地区

用地補償 等

百 万 円

4,280

百万円

3,451

債 務 負 担

(1,238)

百万円

829

都 市 再 開 発 事 業 会 計

一286一



臨海地域開発事業会計

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1東 京港埋立造成 ・開発事業

(1)埋 立地 の造成(一 部再掲)

中央防波堤 内側北西側護岸 改修 等

(2)臨 海副都心建設事業(一 部再掲)

区画道路整備

広域幹線道路整備等 の開発者負 担

公園 ・緑地整備 等

(新)

(3)東 京都 臨海副都 心DX化 推進事 業

(4)ベ イエ リアDigital　 Innovat

ion　 Cityに 向けた取組(一 部再掲)

臨海副都心 にお いて5GやICTを 活用 し

た先進的 なまちづ く りを実践 す るた め、先

端技術 を活用 した取組等 を支援

百 万 円

6,138

1,273

債 務 負 担

(4,764)

4,430

債 務 負 担

(1,161)

200

235

百 万 円

4,924

1,421

(947)

3,453

(1,396)

0

50

百 万 円

1,214

△148

(3,817)

977

(△235)

200

185

臨海 地 域 開 発 事 業 会 計

一287一



交通事業会計

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1都 営バス

(1)バ ス停留所施設 の整備

老朽化 した上屋 の更新やベ ンチの設 置な ど

停留所施設 の維持 ・改 善 を実施 す る。

(2)バ ス停留所 のLED照 明化

バス停留所 の標識柱や 上屋 照明についてL

ED照 明を導入す る。

百万円

128

規模

(上屋

20棟)

(ベ ンチ

20基)

53

規模

(標識柱

100基)

(上屋

20棟)

百万円

139

(上 屋

20棟)

(ベ ンチ

21基)

53

(標識 柱

100基)

(上 屋

20棟)

百万円

△11

(上屋

0棟)

(ベ ンチ

ム1基)

0

(標識 柱

0基)

(上屋

0棟)

交 通 事 業 会 計

一288一



高速電車事業会計

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1都 営地下鉄

(1)浅 草線へ のホー ム ドア整備

ホー ム上 の安全対策 強化 のため、浅草線 全

駅へ のホー ム ドア整備 を進 め る。

(2)地 下鉄 のバ リアフ リー化 の推進

ユニバーサルデ ザイ ンの考 え方 を取 り入 れ

た 「人 にや さしい車 両」の導入 や、乗換 駅

等へ のエ レベー ター の増設 を着 実に推進 す

る。

(3)地 下鉄12号 線 の延伸 に関す る調査

将来 の旅客需要等 につ いて、調 査な どを行

う。

百 万 円

2,862

13,912

22

百 万 円

981

25,979

22

百 万 円

1,881

△12,067

0

高 速 電 車 事 業 会 計

一289一



水 道 事 業 会 計

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1水 源及び浄水施設の整備

大規模浄水場の整備

境浄水場

三郷浄水場

2送 配水施設の整備

送配水管 新設39km取 替372km

給水所の整備

3給 水設備の整備

私道内給水管整備等

長期不使用給水管整理

百 万 円

21,500

151,400

11,100

百 万 円

15,300

152,200

10,500

百 万 円

6,200

△800

600

水 道 事 業 会 計

一290一



下水道事業会計

事 項 4年 度 3年 度 増(△)減

1区 部下水道の建設

管渠143,310m

ポンプ所44か 所

水再生センター14か 所

再構築

浸水対策

震災対策

汚泥処理

合流式下水道の改善

エネルギー ・地球温暖化対策 等

完成施設

新番町幹線(番 町幹線再構築に向けた代替幹

線の整備)

葛西水再生センター(送 風機設備の再構築)

新田ポンプ所(無 注水形雨水ポンプ設備の整

備)

2流 域下水道の建設

水再生センター7か 所

再構築

雨水対策

震災対策

市町村 との連携強化(単 独処理区の編入)

エネルギー ・地球温暖化対策 等

完成施設

浅川水再生センター

(汚泥脱水設備の再構築)

北多摩二号水再生セ ンター(受 変電設備の整

備)

百 万 円

180,000

14,500

百 万 円

180,000

14,500

百万円

0

0

下 水 道 事 業 会 計

一291一
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